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第１章 都市・地域総合交通戦略の概要 

１-１ 都市・地域総合交通戦略の目的と特徴 

（1）都市・地域総合交通戦略の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合交通戦略では、社会経済情勢の変化や集約型都市構造への再編に向けたまち

づくりの取組として、関係機関の共通認識のもとで将来都市像を明らかにし、必要

な交通施策、まちづくり施策等を定め、実施プログラムを作成し、それぞれが役割

を担って、お互いの連携のもと着実にそれら施策を実施することが有効である。 

また、実施にあたっては、常に進捗や効果について管理・評価しながら、必要に

応じて戦略を見直し、目的の達成に向けて継続的に施策を展開していくことが重要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市・地域総合交通戦略（以下、「総合交通戦略」という。）は、進展する少子・

超高齢社会への対応、交通渋滞の緩和、交通に起因する環境負荷の低減等のため、

過度に自家用車利用に依存することなく、徒歩、自転車、公共交通等の各モード

が連携し適切な役割分担のもと、望ましい都市・地域像の実現を図る観点から、

地方公共団体を中心として、関係機関・団体等が相互に協力し、都市・地域が抱

える多様な課題に対応すべく、交通事業とまちづくりが連携した総合的かつ戦略

的な交通施策の推進を図るものであり、もって魅力と活力があふれる都市・地域

の整備を行うことを目的とする。 

資料：都市・地域総合交通戦略要綱（平成21年3月16日、国土交通省都市・地域整備局長）に基づく 

図１-１ 総合交通戦略の取組のイメージ 
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（2）総合交通戦略における取組の方向性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①まちの将来都市像実現のために必要な都市交通とまちづくりの施策を明示す

ること 

 

集約型都市構造を実現するためには、都市交通施策と土地利用施策や市街地整

備等と一体となった取組を実施し、公共交通のサービス水準を向上し、公共交通

の利用者増加を図るといった正のスパイラルによるまちづくりが必要である。 

そのためには、徒歩、自転車、自動車、公共交通等のモード間の適切な役割分

担及び連携の促進や交通結節点の整備等の施策を、公共交通軸に沿った住宅施策

や交通結節点周辺の市街地整備など土地利用を促進させる施策と相乗的に期待

される効果を考慮しながら一体的に進めることが重要である。 

 

②地域の交通施策に関係する主体の総力戦として一致団結して取り組むこと 

 

交通基盤の整備と都市開発との連携不足や、広域的な都市機能の立地と中心

市街地活性化施策が都市交通施策と無関係に進められる場合や、特定の交通事

業者との利害関係により、まちづくりの観点からの施策を実施できない場合等、

個別の施策が相互の連携に欠けたまま展開する状況では、持続可能な集約型都

市構造を実現することは難しい。 

このため、まちの将来都市像を共有し、都市交通、市街地整備、土地利用等多

様な分野の関係施策間の連携を一層強化するとともに、地方公共団体、交通事業

者、市民等の一致団結した取組が総合的に展開される、いわば「総力戦」が求め

られる。 

 

  

総合交通戦略は、都市の将来像を実現するために必要な都市交通体系を構築す

ることを目的とするものである。 

このため、都市交通施策と市街地整備施策において、次の二つの取組を基本と

して進めることが重要である。 

①まちの将来都市像実現のために必要な都市交通とまちづくりの施策を明示 

すること 

②地域の交通施策に関係する主体の総力戦として一致団結して取り組むこと 
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（3）総合交通戦略の取組 

総合交通戦略の取組の全体的な流れを下記の図で示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図１-２ 総合交通戦略の取組の流れ 
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総合交通戦略で定める事項について、都市・地域総合交通戦略要綱では、下記

の通り示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記項目は、総合交通戦略として最低限盛り込まれなければならないものであ

るが、策定に際し、必ずしもこの項目立てにとらわれる必要はなく、総合交通戦

略の内容に応じて構成上必要な項目を積極的に取り込むことが重要である。 

また、各項目の内容・体裁についても、基本的に策定される都市の自由な裁量

に任されているが、あえて留意事項を取り上げるとすると以下の３点である。 

〇誰にでも（一般市民にも）わかりやすい、明確な内容であること。 

〇シナリオ全体に矛盾がないこと。 

〇実効性を有する内容であること。 

  

図１-３ 総合交通戦略で定める事項 
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（4）総合交通戦略の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

①将来都市像を実現するためにまちづくりの視点から交通や土地利用等の施策を

パッケージ化 

 

総合交通戦略では、将来都市像を実現するために、単発的な取組ではなく「施策

をパッケージ化」することで、本来、密接な関係にあるはずの都市交通施策と土地

利用等の施策を一体的に取り組むことにより、まちのあるべき姿を目指す点が大き

な特徴である。 

こうした取組は、公共交通利用者を増やし、公共交通のサービス水準の向上、更

なる公共交通利用者の増加という正のスパイラルへの転換を図り、持続可能なまち

づくりにつながるものと考えられる。 

（第３章で詳細を解説） 

 

②関係者間の連携と役割分担による推進体制（協議会方式） 

 

総合交通戦略は地方公共団体、交通事業者、市民等まちづくりを一体的・総合的

に推進するための関係者が参画する協議会方式で策定・実施する体制を基本として

いる。これは各々が共通の目標を認識し、官民が連携し、協力しながら必要な施策

を総力戦で、かつ、一体的・集中的に進めることでスピード感を持った取組として

いくことを重視するためである。（第２章で詳細を解説） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合交通戦略の特徴として、次の四つの主要ポイントが挙げられる。 

①将来都市像を実現するためにまちづくりの視点から交通や土地利用等の施

策をパッケージ化 

②関係者間の連携と役割分担による推進体制（協議会方式） 

③実施プログラムによる着実な推進 

④ＰＤＣＡサイクルによる持続的な施策展開 

図１-４ にいがた交通戦略プラン 
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③実施プログラムによる着実な推進 

 

実施プログラムは、従来の各種施策の実施計画における事業スケジュールに類似

したものであるが、総合交通戦略では次の２点でさらに踏み込んだ考え方を有して

いる。 

〇総合交通戦略は、複数の事業主体で進めることが想定されている。こうした中

で、実施プログラムの役割は「いつ」、「だれが」、「何を」するかを明確に

し、これをお互いが同意することで、着実に施策展開を図ろうとする点。 

〇施策が具体化したら、各施策を実施プログラムの中で有機的に結び付け、スケ

ジュール感を持って効率的に実施する点。 

したがって、総合交通戦略において実施プログラムは欠かせない重要なポイント

であると言える。 

 （第３章で詳細を解説） 

 

④ＰＤＣＡサイクルによる持続的な施策展開 

 

総合交通戦略では、ＰＤＣＡサイクルによる持続的な取組が大きな特徴の一つ

であり、そのサイクルは、戦略を策定する（Plan）、戦略に基づき施策を実施する

（Do）、実施効果や進捗状況を評価・管理する（Check）、必要に応じて戦略を見

直す（Action）というステップで構成されている。 

一連の施策に対して適切な評価を加えて、その評価結果に応じて改善していく

Check、Actionを加えることで、継続的にスパイラルアップを図ろうとするのが狙い

である。 

（第４章で詳細を解説） 

 

 

  

図１-５ 総合交通戦略の役割 
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（5）総合交通戦略の対象区域 

 
 
 

総合交通戦略を展開する対象区域は、都市圏レベル、都市レベル、中心市街地

等の特定の課題のある地区において、その対象とする交通問題に対応して設定す

る必要がある。 
例えば、重要性が高くかつ早急に取り組まなければならないプロジェクトに限

定して総合交通戦略を組み立てるというケースでは、ある特定のエリアを対象区

域とすることになる（都心の中心部等を対象とし、歩行者中心の街路空間構築を

行うなど、人間中心の都市空間づくりにより課題解決を図る地区交通戦略（第５

章に記載）として、総合交通戦略を策定する場合等）。このような場合は市域全

域を対象とした総合交通戦略とを組み合わせることも可能である。また、交通流

動の特性から一つの市を超えて、関係する周辺の市区町村を一体とした都市圏を

対象区域とする場合もある。 
このように、各々の地方公共団体がその都市の特性や総合交通戦略に取り組む

動機、スタンス等によって、柔軟に対象区域を設定することが望ましいと言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総合交通戦略を展開する対象区域は、地域における将来都市像の実現に必要

な都市交通施策を実施するために必要な区域を戦略策定区域として設定する。 

＜都市圏を対象とした総合交通戦略＞ 

～熊本都市圏総合交通戦略～ 
 

熊本都市圏総合交通戦略は、熊本市と日

常的な結びつきの強い５市６町１村を対

象としている。その中には市域の一部地区

のみを対象としている市もあり、地域の実

態に応じた対象区域の設定が成されてい

る。また、パーソントリップ調査等の結果

から得た都市圏連携イメージに基づき、熊

本都市圏交通の将来像を掲げている。 
 

＜都市を対象とした総合交通戦略＞ 

～鹿児島市公共交通ビジョン～ 
 

鹿児島市公共交通ビジョンは、かごしま

都市マスタープランの交通体系部門の目

標を実現、社会的要請へ対応するための推

進計画として位置づけている。そのため、

かごしま都市マスタープランに合わせて、

対象区域を鹿児島市全域としている。 

図１-６ 熊本都市圏の連携イメージ 

図１-７ 公共交通ビジョンの計画区域 
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＜特定エリアを対象とした総合交通戦略＞ 

～荻窪駅周辺 都市総合交通戦略～ 
 

荻窪駅周辺 都市総合交通戦略は、上位

計画である「荻窪駅周辺まちづくり方針」

に定められた将来都市像の実現を図るた

め、同方針の対象区域と同様の範囲として

いる。ただし、駅勢圏が広く南北に結ぶ移

動があることを考慮し、必要に応じて対象

区域を越えた検討をする等の柔軟性を持た

せている。 

図１-８ 都市総合交通戦略の計画区域 
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  よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

Ｑ: 総合交通戦略策定に至った背景・目的は？  

 
Ａ：総合交通戦略を策定した市区町村において、以下の背景・目的が挙げられる。 
 
・地域の様々な関係者が共通認識を持って課題解決を図る必要性を感じていた。 

・「次の時代を担う交通環境」をどのように整えていくかを示すものとして交通

戦略を策定した。 

・社会資本整備の予算が減少する中で、道路などのハード整備について、渋滞対

策や歩行者空間の確保など個々の計画の中で優先順位はあるが、都市交通全体

として、実現すべき目標やその実現のための施策及び優先度が明確になってお

らず、予算獲得のために施策の重要度を整理する必要があった。 
・バス路線の廃止が進んでいる中で、市民の移動手段を確保していくためには中

心部・郊外部・公共交通空白地域において、交通事業者と市民、行政の役割分

担があいまいで責任の所在を明確にする必要があった。 
・ＰＴ調査に基づく都市交通マスタープラン及びあるべき将来都市像が明らかに

されており、これらをめざした交通施策の実施プログラムを作成する必要があ

った。 

・短期的プログラムによる施策（１０年程度）はＰＤＣＡが組みやすく、実施の

チェックが確実に行える。このため計画倒れになり難い。 

・マスタープラン等を展開する短中期的に実施すべき重点プログラムの実施に向

けた計画が必要だった。 

・地域公共交通連携計画と併せて集約型都市構造を実現する取組をめざした。 

・官民一体となった公共交通手段の維持やソフト・ハード両面での都市交通環境

整備が必要と考えていた。 

・現在進行中のプロジェクト、今後展開が予定されているプロジェクトに関する

予算獲得の必要性を裏付ける必要があった。 

・国庫補助金の導入（都市・地域交通戦略推進事業）を図るため。 
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１-２ 総合交通戦略として取り組むことの意義（＝メリット） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合交通戦略に取り組むことのメリットについて、既存の総合交通戦略の分析

及び総合交通戦略に取り組んできた自治体へのアンケートやヒアリングを踏ま

え、市民、地方公共団体、関係主体それぞれに期待されるメリットについて整理

した。 

 

  

総合交通戦略に取り組むことのメリットは次の通りである。 

   

① 地方公共団体のメリット 

総合交通戦略の策定から実施を協議会形式で行うこと、土地利用施策を含め

た様々な分野の施策をパッケージ化して総合的な施策を行うことで、以下の点

がメリットとして挙げられる。 

○将来都市像のビジョンを明確にし、まちづくりに関する交通体系のあり方

を整理できる。 

○関係機関の共通認識の形成、調整作業等がスムーズに進む。 

○市民や議会、首長への説明・共通認識が得られやすくなる。 

○庁内で交通の重要度が認識され重要施策として位置づけられる。庁内、特

に財政部局の説得性が向上し、財政措置もスムーズに進むようになる。 

○市民、マスコミ等へ行政の姿勢をＰＲできる。 

 

② 関係主体のメリット 

総合交通戦略は、複数の関係主体が集まる協議会を作って、協議・意見交換・

合意のもとに進めることで、以下の点が期待される。 

○それぞれの主体における合意形成の動機づけが与えられる。 

○行政の動きと歩調を合わせた民間の計画を立てることができる。 

○新たな問題を解決するための協調行動を話し合うことができる。 

○こうした取組を継続することが、公共交通の正のスパイラルへの転換のき

っかけづくりとなり得る。 

 

③ 市民のメリット 

総合交通戦略によって、市区町村が抱えている課題を解決し、将来都市像を

実現することにより、以下の点がメリットとして挙げられる。 

○公共交通の利便性が向上する。 

○集約型都市構造により、中心市街地や生活拠点の賑わいが向上する。 

○税金が効果的に社会基盤に投入され、また税金の用途が明確になる。 
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①地方公共団体のメリット 

 

公共交通は民間事業者が担っていることが多く、独立採算で運営されているた

め、従来の交通施策は、まちづくりの観点から総合的な交通施策を実施すること

が難しい。また、自治体がコミュニティバスを導入する際も民間事業者が経営上

の判断から導入に反対するケースも多く見受けられる。このような状況の中、協

議会形式の総合交通戦略を策定することで、将来都市像を共有し関係者と意思疎

通を図り、合意形成をすることで、まちづくりの観点からの交通施策を実施する

ための有効な手段となる。 

また、将来都市像の実現に向けて交通体系を整理するため、市民や首長、議会、

庁内などに対して交通施策の重要性を説明することもできる。さらに総合交通戦

略に事業の位置づけがなされることにより、事業実施の根拠となり、財政的な優

先度が高くなることも期待される。 

このような地方公共団体の取組は交通体系にしっかりと取り組んでいるとい

う認識を市民やマスコミに与え、地方公共団体のＰＲができるだけでなく、交通

施策にさらに関心をもってもらうこともできる。 

 

②関係主体のメリット 

 

総合交通戦略は、複数の関係主体が集まる協議会を設立し、協議・意見交換・

合意のもとに進めることが大きな特徴の一つである。特に、地方公共団体と交通

事業者の従来の関係では、個別の要件で協議していたために利害関係が優先され

てしまうことが多く見られたが、総合交通戦略では将来都市像実現という大きな

目標から議論されるため、良好な関係を築くことができたという声も多く寄せら

れている。さらに、各自がそれぞれの主体に戻った際に、総合交通戦略に対する

共通認識を形成しているため、内部での調整作業等を円滑に進めることも期待さ

れる。 

また、共通の目標のために、行政や他の関係主体との動きと歩調を合わせた事

業計画を立案することが可能となり、個別で施策を行うよりも、一体的な施策を

行うことによる相乗効果が期待される。さらに実施プログラム中の施策を進める

にあたり、新たな問題や課題に直面した際には、交通戦略策定時にお互いの施策

の意図を把握しているため、解決に向け協調行動を話し合うことができる。総合

交通戦略で協調した交通事業者との関係を戦略策定後も継続し、結果的に地方公

共団体と交通事業者とのコミュニケーションが良好に保たれ、関係主体が相互に

事業の進捗を確認することができる。 
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③市民のメリット 

 

都市の拡散が進展し、中心市街地の衰退、生活拠点が郊外に広がる状況の中、

単発的な取組で拠点市街地を形成すことは困難である。総合交通戦略によって集

約型都市構造の実現により拠点となる中心市街地を形成することで、中心市街地

と生活拠点の賑わいが向上する。賑わいが向上し、公共交通の利用者が増加する

ことにより公共交通の利便性がさらに向上していくと考えられ、今後、市民にと

っても重要な施策になると考えられる。また、税金が効果的に社会基盤に充てら

れているか、用途が明確であるため理解されやすく、さらに利便性の高い公共交

通サービスを受けることで還元もされる。 
 

  

 

 

Ｑ: 総合交通戦略策定のメリットは？ 

Ａ:  

・交通に関連する計画の相互の関係や方針が明確になった。 

・本市の交通政策を明確に説明できるようになった。 

・個別事業の実施理由や相乗効果によるメリットを整理することができた。 

・交通に関して関係機関を交え総合的に協議できる場ができた。 

・関係機関による協議会の設置により共通認識の形成、調整作業等がスムーズに行

え、一体的に交通政策を推進する体制ができた。 

・総合交通戦略で協調した事業者との関係は戦略策定後も継続的に続く場合があ

り、結果的に地方公共団体と事業者とのコミュニケーションが良好な状態を保

つことに寄与した。 

・庁内において交通の重度度が認識され重要施策として位置づけられた。 

・交通戦略の策定、実施において、庁内関係部署との連携を図ることができた。 

・戦略に事業の位置づけがされたことにより事業実施の根拠となり、予算化や補助

申請がしやすくなった。 

・各種事業の実施や補助金等の申請において、交通戦略による位置づけが明確なた

め、協議がスムーズである。 

・市民や議会への説明・共通認識が得られやすくなった。 

・様々な団体、市民と意見交換を行ったことにより、双方で都市交通に対する認識

を深め、協働による施策展開の足がかりとすることができた。 

・各自治体や調査機関から視察が多くなり、情報交換等が行えている。 

・策定に伴う広報活動等により市民に対して交通施策のＰＲができた。 

・市民生活に着目した交通をＰＲできた。 

 

よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 庁内の財政部局等に総合交通戦略策定の取組の必要性をどう説明するのか？  

 

Ａ: 既存導入都市（地区）による総合交通戦略の必要性の説明内容（具体事例）は

以下の通りである。 

 

・財政部局への説明では、これまでの計画とは異なる点として、「誰がいつまで何

を実施するのかを明確にすること」を明らかにした。形だけの計画書ではないこ

とを理解してもらった。 

・現状データや将来推計データを基に、人口減少・高齢化に向けた本市の交通問題

解決が喫緊の課題であることを説明した。 

・総合交通戦略を進めることで交通手段分担の適正化、自動車利用の削減等が進

み、結果として、例えば、都市計画道路の一部を廃止する等事業費が削減可能な

り、効率的な都市運営への可能性が期待できるといったシナリオも考えること

ができ、さらには、庁内、特に財政部局の説得性が向上したと考えている。 

・行政が自ら公共交通に関与する理由として、交通事業者依存型の交通政策では問

題解消できないことを説明した。既存調査データ等に基づき交通の現状と問題

点を示し、従前の取組を踏まえた課題に対する新たな対応の必要性を説明した。 

・国の補助制度を活用することを説明した。 
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１-３ 総合交通戦略に取り組む動機とその展開 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市交通の課題認識から総合交通戦略の取組に対する動機とその展開につい

て、既存の総合交通戦略の分析及び総合交通戦略に取り組んできた自治体へのア

ンケートやヒアリングを踏まえて整理した。 

 

①都市の交通施策全体に対する総合的な観点からの課題意識からの展開 

 

 例) ・交通施策の考え方の明確化 

・自家用車利用の抑制と公共交通を中心とした交通体系への転換 

・新たな社会情勢の中での都市計画道路の整備のあり方 

 

②特定地区、特定の個別プロジェクトへの対応を契機とした課題意識からの展開 

 

 例) ・新幹線や新たな都市鉄道の開業 

・新たな都市内基幹公共交通の構築 

・鉄道廃線跡の活用、既存公共交通の利便性向上 

・新たな都市拠点形成等都市構造変化への対応 

・鉄道新駅開業に伴う駅周辺の交通再編 

・住宅都市から、商業・業務集積への転換 

・中心市街地の歩行者の安全性・快適性確保、端末物流対策 

・特定地区（駅周辺、その他）のまちづくりと一体となった交通施策（公

共交通、自動車、二輪車、歩行者）の実現等 

 

 

  

都市交通の課題認識から総合交通戦略の取組に対する動機とその展開は、主

に次の２点に分類される。 

①都市の交通施策全体に対する総合的な観点からの課題意識からの展開 

②特定地区、特定の個別プロジェクトへの対応を契機とした課題意識からの

展開 

総合交通戦略を用い、移動の連続性、モード間の連携を考慮し、土地利用を

含めた総合的な観点から都市交通施策全体を検討し、その戦略的な取組へと展

開していくことが望ましい。 
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総合交通戦略策定都市の取組で見られる策定に対する二つの動機は、具体的に

は次のように展開していくことが重要である。 

 
①都市の交通施策全体に対する総合的な観点からの課題意識からの展開 

 
総合交通戦略は、将来像実現のため土地利用を含めた総合的、一体的な施策推

進を行うことが求められている。その取組は、具体的には、都市交通、市街地整

備、土地利用、福祉、商業、住宅等多様な分野の関係施策間の連携を一層強化す

ることを目指して、地方公共団体等の行政機関と交通事業者等の民間事業者が協

働で一つの目標を共有して総合的に展開していくことが必要である。 
 

②特定地区、特定の個別プロジェクトへの対応を契機とした課題意識からの展開 

 
単一施策を実施する場合であっても一つの交通モードだけ注目したのでは都

市・交通問題を解決することは難しいことから、各モード間の密接なつながりに

注目し、各モードのあるべき姿を考えた上で施策を実行していくことが必要であ

る。 
したがって、総合交通戦略の策定に至る動機が、「特定地区、特定の個別プロ

ジェクト」を進めることが当面の目標であったとしても、移動の連続性、モード

間の連携を考慮した総合交通的な取組へと展開していくことが重要である。 
 

このように、総合交通戦略は、取組の動機が異なる場合であっても、総合交通

的な取組とまちづくり施策とを一体的・集約的に実施していくことが共通してい

る。こうした観点から、総合交通戦略を進めていくためには、将来の望ましい都

市構造の実現と市民の移動の利便性の確保の両面で第一義的責任を担う地方公

共団体がこうした取組の中心になるべきであるとされている。 

具体的には、地方公共団体（特に市区町村、市区町村が連携する場合も含む）

は、自らが中心となって関係者からなる協議会を設立し、協議会が経済的合理性

を考慮しつつ、目標とする将来都市像や都市交通のサービスレベルを明確にした

上で関係者がそれぞれの責任のもとに実行する仕組みを構築し、それを確実に推

進する戦略的な取組が必要である。 
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１-４ 立地適正化計画等への総合交通戦略の活用等 

①立地適正化計画 

 

 多くの地方都市では、急速な人口減少に転じる中で、拡散した居住エリアでの生

活を支える医療・福祉・子育て支援・商業等の生活サービスの提供が困難になるこ

とが懸念される。 
 平成２６年８月に都市再生特別措置法を改正し、一定の居住密度の維持や都市機

能の計画的な配置、これらを支える公共交通等の充実等を行うための施策を立地適

正化計画として市区町村が策定できることとした。 
 この立地適正化計画は、多極ネットワーク型コンパクトシティを目指し、居住を

誘導する区域や都市機能を計画的に立地させる区域等を決め、将来都市像をより具

体化するマスタープランとなるものである。 
 多極ネットワーク型コンパクトシティの実現においては、単に居住や都市機能を

誘導する区域を決めるだけではなく、居住地から都市機能への交通アクセスの確保

等を明示することが重要であり、交通アクセスの改善やサービス水準の充実に関す

る方向性や目標を設定することが望ましい。 
多極ネットワーク型コンパクトシティを目標とした総合交通戦略が策定されて

いる場合は、１－１でも記述している通り、目指すべき将来都市像実現のために必

要な交通の施策を決めるものであり、立地適正化計画で示される将来都市像や交通

施策の内容が同じ計画となることから、総合交通戦略と、立地適正化計画とを連携

させつつ策定することが望ましい。 
  

図１-９ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要 
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②地域公共交通計画 

 

 本格的な人口減少社会において、地域社会の活力の維持・向上に不可欠な地域公

共交通の維持が大きな課題である。 
 このような状況を踏まえ、原則として全ての地方公共団体において地域交通に関

するマスタープランとなる計画（地域公共交通計画）を策定した上で、交通事業者

をはじめとする地域の関係者と協議しながら公共交通の改善や移動手段の確保に

取り組める仕組みを拡充するとともに、特に過疎地などでは、地域の輸送資源を総

動員して移動ニーズに対応する取組を促すため、持続可能な運送サービスの提供の

確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

等の一部を改正する法律が、令和２年１１月２７日に施行された。 
地域公共交通計画においては、従来のバスやタクシーといった既存の公共交通サ

ービスを最大限活用した上で、必要に応じて自家用有償旅客運送やスクールバス、

福祉輸送、病院・商業施設・宿泊施設・企業などの既存の民間事業者による送迎サ

ービス、物流サービス等の地域の多様な輸送資源についても最大限活用する取組を

盛り込むことで、持続可能な地域旅客運送サービスの提供を確保することを求めて

いる。 
 

 
図１-１０ 持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律の概要 
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③都市計画マスタープラン（令和５年３月追加） 

都市計画マスタープランに、総合交通戦略に定める事項が含まれている場合、都
市計画マスタープランと総合交通戦略は一体として策定することが可能である。 

この場合、都市・地域総合交通戦略要綱の要件を満たすことにより、総合交通戦
略としての大臣認定を取得することができるほか、総合交通戦略の策定等が交付要
件となっている補助金等について、要件を満たしたうえで交付を受けることができ
る。 

図１-１１ 各種計画との関係性 
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第２章 協議会の設置と市民参画・合意形成 

２-１ 協議会の設置 

（1）協議会の役割 

 
 
 
 
 
 
 

協議会は、以下に示す四つの役割が求められている。 
 
①総合交通戦略の内容の検討と承認 

 

総合交通戦略協議会は、参加する関係各位がその主体者としての責任のもと

に合意形成を図り、各々の主体が責任を持ってこれを進める場であることから、

総合交通戦略の内容を検討し、これを承認することが第一の役割となる。 
 
②総合交通戦略の広報、市民への周知 

 

総合交通戦略に対し、関係する主体が共通の目標のもとに一体的に取り組む

ことが必要であり、広く情報発信し、多くの市民がこれを認識できるように努

めることも協議会の大きな役割と言える。 
 

③総合交通戦略の実施の監理 

 

将来の都市像を実現するための現実的な取組であることに鑑み、可能な 
限り協議会として施策の実施状況を常に把握し、円滑に遂行されることを監理

することが望ましい。新たに合意形成された取組を行う場合、戦略通りに取組

が進めらず軌道修正が必要な場合は、その原因を明確にし、修正を図っていか

なければならないからである。 
 
④総合交通戦略の評価・見直し 

 

経済環境等を敏感に捉え、実施プログラムに基づき戦略目標の実現を着実に 
図っていくため、一定の時期で目標への達成度を把握・評価し、必要に応じて

施策パッケージや実施プログラムに修正を加え、新たな戦略として実施してい

くことが重要である。  

協議会は、将来都市像の実現に向けて継続的、発展的な取組を行うことができ

る唯一の組織であり、以下に示す役割が求められている。 

①総合交通戦略の内容の検討と承認 

②総合交通戦略の広報、市民への周知 

③総合交通戦略の実施の監理 

④総合交通戦略の評価・見直し 
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（2）協議会のメンバー構成と組織体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①メンバー構成 

 
総合交通戦略協議会の構成メンバーには、地方公共団体と各種交通事業者、

道路管理者、交通管理者は不可欠である。加えて、学識経験者、想定される施

策展開に関係する各種団体、まちづくり活動団体、一般市民等が考えられる。 
一般市民の参加は、利用者の視点からの意見・要望を聞くことができるため

非常に重要であり、市民委員を公募で選定する等のケースも見受けられる。 
このようにメンバーの組み合わせや人数といった構成は、地域の交通に関す

る実情、地域に交通に関わるどのような関係主体が存在するか、また地方公共

団体やその関係主体間のつながり、総合交通戦略の取組においてどのような調

整をしたいのか等をよく考え、地域の関係主体による「総力戦」となる体制を

構築できるよう選ぶことが望ましい。 
戦略策定都市のほとんどでは、協議会を構成するメンバーに学識経験者が参

画している。実績から見ると、１協議会あたりの学識経験者の人数は概ね１～

４名程度のケースが多く、分野は交通計画、都市計画、まちづくり、地域経済

等策定する戦略の方向性に応じて選ばれている。 

策定済・策定中の都市では、選定のポイントとして、交通政策全般の観点から

の助言という点を重視しているが、従来からその都市の取組に関与している方

や地元大学の方という観点で選定している場合も見受けられる。戦略策定都市

の中で、学識経験者及びその研究室の学生等が社会実験やデータ収集等の実務

に参画するケースも増えてきており、産官学連携という意味や、相互にメリッ

トを得られる事例も見受けられる。 

地方公共団体のメンバーは、関係部局の長が数人で臨むケースが一般的と言

えるが、中には総力戦を意識して副市長が地方公共団体を代表してメンバーに

なる場合や、市長を特別委員に据えるといった事例も見受けられる。また、想

定される施策が関係する部署（都市部局、道路部局、財政部局、福祉部局、交

通安全部局等）から幅広く構成することが望ましい。 

なお、構成メンバーとなり得る関係機関・関係者の具体例を表２－１に示す。 

協議会のメンバー構成は、地域の交通に関する実情、地方公共団体や交通事

業者等の関係主体のつながり、総合交通戦略の取組においてどのような調整

が必要なのか等をよく考え、地域の関係主体による「総力戦」となる体制を構

築できるよう選ぶことが望ましい。 

また、総合交通戦略を策定した都市からは、協議会の組織構築において大切

なのはメンバー相互の関係の構築であるという声が多く寄せられている。協

議会を通じて関係者間相互の関係をうまく築くことが、総合交通戦略の策定

から事業推進に至る一連の取組の中で重要である。 
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表２-１ 既存事例における協議会を構成する関係機関・関係者 

分 類 機関・所属 交通戦略に係る主な役割 

学識経験者 大学教授等 専門家としての指導・助言、実務指導 

交通関連事業者 

鉄道・軌道事業者 鉄道・軌道の運行・運営全般 

バス事業者 バスの運行・運営全般 

タクシー事業者 タクシーの新たな活用 

駐車場運営事業者 駐車場配置・料金設定等 

道路管理者等 

国（所管事務所等） 国道等道路整備・管理等 

県（本課、土木事務所等） 県道等道路整備・管理等 

市（道路関係部署） 市道等道路整備・管理等 

交通管理者 警察（地元警察署） 交通安全及びその指導、交通管理施設等 

市民その他 

関連団体（社福協、観光協会等） 福祉、観光等の活動との連携 

経済団体等（商工会議所等） 産業、まちづくり活動との連携 

まちづくり団体（NPO 等） まちづくり活動との連携 

一般市民（公募市民等） 利用者からの視点に関する事項等 

地方公共団体 

企画関連部署 他の行政計画との整合、調整等 

財政関連部署 予算の重点化、財政調整等 

都市政策・計画関連部署 都市政策、都市計画 

交通政策・計画関連部署 交通政策、交通計画 

都市整備関連部署 都市整備、土地利用 

商工関連部署 中心市街地活性化、その他商工政策 

観光関連部署 観光政策、交流人口 

福祉関連部署 ユニバーサルデザイン、バリアフリー 

教育関連部署 交通教育・指導、通学環境 

地域振興関連部署 各地域の振興政策 

その他 
マスコミ 社会動向、情報発信 

著名人 情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）協議会の組織体制 
  

写真２－１ 協議会の開催の様子 
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地方公共団体の規模や地域の特性、地方公共団体と協議会メンバーの従来か

らの関係性等によってこれらの体制づくりを考えていく必要があるが、重要な

ことは、関係主体間でしっかりと協議・調整できる関係を築くことであり、内

容に応じて必要なものは実務協議を実施することが望ましい。 

 

②組織体制 

 

協議会の組織構成は総合交通戦略の策定を実務的に進める上で、協議会単独

組織の体制で実施されるケースが多いが、中には幹事会や作業部会といった下

部組織の体制を構築している都市も見受けられる。これは戦略の計画規模の大

小又は関係する機関の数により、実務的なレベルの協議をどのように行うかと

いう考え方の相違によるものと考えられる。 

協議会は性質上、単独組織で実施する場合は、事務局（担当課）が協議会と

は別に交通事業者等と個別に実務協議を行って調整していくことになるが、こ

れを、正式な体制の中で機能させようとするのが作業部会方式である。（図２－

２参照）。 

協議会の体制は総合交通戦略見直し時と策定後の進捗評価時で異なる体制と

することも可能であるが、策定と進捗評価を同様の体制で行うことで、定期的

に施策の進捗状況等の認識の共有を図り、総合交通の見直し（４章参照）時に

もスムーズに見直しを行うことが可能となる。 
また、作業部会方式をとる場合には、戦略策定後にも、社会情勢の変化に合

わせた施策の見直し等に応じて、新規作業部会を設置したり部会の構成を見直

す必要が生じる場合もある。 

戦略策定都市の事務局から、｢協議会の取組を通じて、これまでほとんど接触

する機会のなかった交通事業者等と定期的に協議できる関係が構築できた。｣

との声もあり、策定の段階のみならず、戦略の実施にあたっても、こうした関

係性を維持しつつ取り組んでいくことが重要であり、協議会による効果が得ら

れた事例であると言える。 

なお、総合交通戦略協議会は将来都市像の実現に向けて継続かつ発展的な取

組を行う組織、地域公共交通会議会は地域公共交通の最適かつ持続可能なあり

方について検討する組織であり、両者の目的には共通する部分も見られること

から、総合交通戦略協議会を総合交通戦略の策定のみを担う組織ではなく、地

域公共交通協議会を兼ねたものとして設置している事例も見られる。 
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図２-２ 協議会の組織体制の例（作業部会方式） 
 

  

図２-１ 協議会の組織体制の例（協議会単独方式） 
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（3）事務局等の庁内体制 

 
 
 
 
 
 

 
  総合交通戦略の策定を担当する部署は、将来都市像を実現するために、市の実

情、取り組みたい施策、関係主体との連携等を考慮し、戦略案の策定、協議会の

運営を進めることができる部署が望ましい。その際、総合交通戦略の確実な実施

に向け、その意義や役割、目標に関する共通認識を庁内でしっかりと持ち、一体

となって取り組める体制を構築することが重要である。 
  戦略目標実現に向けて実施プログラムを策定、実施していくためには、財政的

な裏付けが必要である。財政執行にあたっては庁内で実施される調整作業が必

須であり、総合交通戦略の意義や役割、目標に関する共通認識を確保し、実施プ

ログラムが円滑に推進されるためにも、庁内の意見を集約する場を設け、協議会

運営に反映していくことが望ましい。特に、企画や財政部局との協働は、実施プ

ログラムを検討するにあたり財政的な裏付けを反映させたい場合に有効である。

図２－３に、庁内の協議体制の例を示す。 
  なお、上記のような庁内の協議体制に加えて、施策の関係する部署に対し、施

策内容についての意見照会、個別協議や部課長級会議を実施するなど、事前に緻

密な連携や調整を行っていくことも求められる。 
  

総合交通戦略を検討する事務局（担当部署）は、交通事業者や道路・交通管理

者等の実務協議を綿密に実施していく必要があるとともに、協議会の運営を効率

的に行っていくことが求められる。したがって、事務局が円滑に協議会を運営で

きるよう、可能な限り複数の部署と連携体制を構築することが望ましい。特に、

実施プログラムを策定、実施するためには、企画財政部局との協働は、施策実施

に財政的な裏付けを確保する観点から有効である。 
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企画・財政 産業・観光 

生活福祉 道路計画・事業 

反映 反映 

反映 反映 

反映 

庁内検討会・ワーキング 

産業・観光 

道路計画・事業 

生活福祉 

企画・財政 

交通政策 

都市計画 

その他 

交通政策 都市計画 

その他 

反映 反映 

反映 

（庁内検討部会・ワーキング 

を設置しない場合） 

 

（庁内検討部会・ワーキング 

を設置する場合） 

 

事務局（交通政策又は都市計画等） 

○○部(課) ○○部(課) 

事務局（交通政策又は都市計画等） 

○○部(課) ○○部(課) 

図２-３ 庁内の協議体制の例 
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＜事例から見た策定体制及び推進体制構築の留意点＞ 

 

  

【策定体制】 

 

①階層的な協議体制を構築する 

協議会に加え、詳細を検討するためのワーキンググループ、関係者を絞り込

んで検討するための庁内検討会など、複数の会議体を構築することにより、合

意形成の円滑化を図る。 

 

②市民意見を積極的に受入れる 

アンケートやグループインタビュー、パブリックコメント（回答を丁寧に実

施）を組合せて実施し、市民意見の取り込みを図る。 

 

【推進体制】 

 

①分野別の推進体制と協議会の階層構造を構築する。 

各施策の分野別に、分科会を設置し、関係機関による効率的な施策の展開を

図る。さらに、交通施策全般に係る協議会も合わせて設置することにより、全

体的な施策の推進体制を構築する。 

 

②市民や地域事業者と協働で推進していく体制を構築する。 

施策の推進のための協議会に、市民や地域の事業者が参画し、また市民への

情報提供の実施を位置づけることにより、地域の協働により推進していく体制

を構築する。 
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＜総合交通戦略の策定に向けた協議会等の実施フロー（例）＞ 

 
 
 
 
  

 

○総合交通戦略の策定に向けた協議会等の実施フローの例を以下に示す。総合

交通戦略の策定にあたっては、複数回の協議を重ねていくことが必要であ

るが、できるだけ策定作業の開始時に協議会の実施時期や回数、協議内容な

どの見通しを明確にしておくことが望ましい。 

○図２－４に、総合交通戦略策定に向けた協議会等の実施フローの例を示す。

このような策定スケジュールを策定当初に設定し、協議会メンバー等に共

有しておくことが望ましい。 

○なお、総合交通戦略の内容の作成方法については、３章に示す。 

協議会 意見照会、個別調整
（庁内、関係機関、

事業者等）

• 上位計画・関連計画
の抽出

• 課題認識や方針の
確認

• 所管する関係施策の
抽出

• 施策の実施主体、実
施時期等の調整

• 評価指標・数値目標
の整合

検討項目

１
年
目

２
年
目

検討体制・検討フローの確認・共有

都市・交通に関する現状把握 上位計画・関連計画の整理

都市の目指す将来像の設定

戦略目標の設定

施策パッケージの検討

実施プロブラムの検討

評価指標・数値目標の検討

総合交通戦略（素案）の作成

パブリックコメントの実施

総合交通戦略の策定

• 素案全体に対する意
見

• 協議会の立ち上げ
• 策定スケジュールの

共有

• 現状や上位計画・関
連計画を踏まえた将
来像・戦略目標

• 施策パッケージ、評
価指標・数値目標、
実施プログラム

• 総合交通戦略（素
案）

• 総合交通戦略（最終
案）

図２-４ 総合交通戦略策定に向けた協議会等の実施フロー（例） 
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＜事例＞推進体制の事例 

●階層的な検討体制が構築されている事例：松本市 

・協議会に加え、歩行者空間、公共交通、車交通といった具体の施策に対する

専門部会を設置している。 
・協議会と専門部会が相互補完的な関係となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：松本市次世代交通政策実行計画（松本市総合交通戦略）（H28.4）、松本市 
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＜事例＞推進体制の事例 

●協議会や分野別の推進体制の構造を位置づけている事例：京都市 
・戦略の推進会議や分野・地区別の分科会等の構造について位置づけている。 

 
出典：「歩くまち・京都」総合交通戦略２０２１（R3.11）、京都市 

 
＜事例＞推進体制の事例 

●市民や地域事業者との協働体制を位置づけている事例：石巻市 
・複数の推進・管理体制へ、市民や地域事業者の参画を位置づけている。 

 
出典：石巻市総合交通戦略（H28.3）、石巻市 



33 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 
Ｑ: 協議会はどのように運営するのか？  

 

Ａ: 各都市事例では協議会に対し次のような役割・仕事を分担させている。 

 

・進捗管理のための委員会（毎年開催）、地域公共交通会議（法定）、見直し検討

委員会（５年後）を計画している。 
・地域公共交通会議を兼ねる市総合交通会議を設置している。 
・住民、交通事業者、行政の三者からなる「総合交通戦略推進協議会」を設立し、

戦略を策定する。 
・協議会では総論をオーソライズした上で、事業プログラム策定時には施策・事

業ごとに関連部局との調整を行っている。 
 
Ｑ: 協議会等で関係機関との協議・調整を円滑に進める秘訣（工夫）は？  

 

Ａ: 協議体制の構築、協議・調整にあたっての秘訣（工夫）は以下の点が注目さ

れる。 

 
（総合交通戦略策定にあたって） 
・施策実施の必要性を整理するとともに、関係機関の担当者によるワーキンググ

ループを設立し、密に協議・調整した。 
・戦略策定に着手する前に、関係部局を集めたワークショップを数回重ね、相互

に理解を深めた。 
・戦略策定にあたり庁内に委員会を立ち上げて、窓口となる部署（事務局）を明

確にし、関係する部署にも共通認識を持ってもらうことと、各施策との整合を

図りながら進めることが重要であることを説明し、円滑に策定できる庁内体制

を事前に調整した。 
 
（戦略策定作業中） 
・実施プログラムを検討する場合、事業実施部局を含めて関連部局が広がり、調

整が難しい。したがって、早い時期から戦略で関連する担当部局を巻き込んで

調整を図ることが重要。特に、継続事業に比べ新規事業については庁内のバラ

ンスを見ながら事業化ベースとして認知されることになるため、早くから担当

部局をまきこんで議論し、合意することがポイント。 
・国の支援はあるが、補助制度等の内容が変更される場合が多く、必ずしも戦略

を実施する部局が全てを理解しているわけではない。このため、相互の情報交

換が重要で確認しながら効果的な支援を選択していく必要があり、横のつなが

りを確保したこと。 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 
・公共交通等、民間の事業によるところが大きい場合、その実行性をどれだけ担

保できるかが課題。 
・実務者レベルでの部会を組織する方が、機動的な対応が期待できる。具体的に

は、庁内に個別にワーキンググループを設け、調整を実施している。この場合、

交通戦略案を立てる部署（事務局）を明確にし、さまざまな観点からチェック

を受けることができる体制を確保することで円滑に進めることが考えられる。 
・庁内土木部に交通政策室を設置し、街路事業や道路事業、交通安全対策事業、

交通バリアフリー事業、コミュニティバス導入検討、公共交通に関するものな

どを集約して推進することとした。計画の策定から事業の実施までをすべて交

通政策室で行う。 
・関係部局や公共交通事業者などと普段からコミュニケーションを図ることによ

り、つねに施策の進捗状況等の情報共有を図っている。 
・年に１回の開催を定期化することで、交通分野の施策への関心の維持、各施策

の着実な推進、進捗評価への協力への意識付けを図っている。 
 
Ｑ: 協議会を構成するメンバーは？ 

 

Ａ:P24 のメンバー構成が基本であり、庁内メンバーの構成、学識経験者の選定理

由は以下の事例がある。 

 
（庁内メンバー構成） 
・保健福祉、環境、経済、観光、まちづくり、交通事業等の各担当部局と連携。 
・オブザーバーとして、市民活動推進課（交通安全担当）、道路管理課、道路建設

課、都市計画課、合併地区総務課、同建設課に検討組織の会議に出席。全市的

な計画策定の観点から企画調整課との協議を実施。 
・都市整備、道路、環境、経済、交通事業、企画、財政の各部局が協働で事務局

を務めた。 
・政策財政部、福祉部、市民部、産業観光部、都市計画部、建設部が協働で進め

た（都市計画部都市交通政策課に事務局を設置）。 
 

（学識経験者の選定理由） 
・交通計画、都市計画、都市・地域経済、まちづくり支援の分野からを選任。 
・都市計画審議会の委員及び都市計画マスタープラン策定を策定した際の学識経

験者、交通関係の学識経験者等専門分野から選任している。 
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Ｑ：総合交通戦略へ盛り込む施策についての庁内の合意形成の工夫は？ 

 

Ａ：庁内検討委員会やプロジェクト等を立ち上げ、庁内で共通認識の形成を図り

つつ進める場合が多い。 

 

・市役所内に庁内検討委員会（部長級）を立ち上げて、庁内全体の事務事業に係

わることについて、共通認識を図る。 
・都市交通という概念がなかったが、道路整備という枠の中で庁内プロジェクト

チームを立ち上げ、説明を行い、都市交通（交通戦略の必要性）を説明した。 
・全庁にまたがる横断的な施策体系を構成する必要があり、全体調整や庁内合意

のプロセスに時間をかけて対応する。 

よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 
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２-２ 市民の参画・合意形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

①市民参画の方法 

 

戦略策定協議会への参加（傍聴を含む）はもちろん、パブリックコメント（意

見募集）の実施や市民アンケートを実施する等、多くの市民が自由に意見を言

える環境や、必要に応じてその意見を総合交通戦略案に反映する枠組みを用意

することが必要である。 
実施都市の状況をみると、パブリックコメントは戦略案がまとまってから実

施するケースが多いが、協議会における議論の内容等を常に公開し、検討段階

から市民意見を吸収していくために、協議会の開催ごとに行うことや行政のホ

ームページ等で随時公開し、市民が

いつでも意見を出せる環境を整える

ことも考えられる。 
また、直接意見を言える場をつく

る方法として、協議会の下部的機関

として市民部会といったものの設定

や、戦略策定のための市民ワークシ

ョップを協議会と同時並行で実施す

る等、より広く、多くの市民が主体的

に参画できる工夫が望まれる。 
 

②合意形成 

 

市民の幅広い合意形成を図っていくためには、極力積極的な情報公開や広報

を行うことが重要であり、少しでも多くの市民の方々に交通戦略の意義や目的

といった事項について理解を深めていただき、行政と市民が一体となって交通

戦略を推進していくことが理想である。 
このため、早い段階からのパブリックコメントの実施は、意見を言える場を

提供することだけでなく、少しでも多くの市民に情報を提供し、その必要性等

を認識してもらえることにつながる。 
また、広報としては、行政の広報誌等に積極的に掲載することは当然である

総合交通戦略の策定・実施に際しては、市民も総合交通戦略の取組の担い手

の一員として積極的に参画できる体制を構築することが望ましい。 

また、策定された総合交通戦略に対し、市民との合意形成を図り、共通認識

とするためには、協議会のメンバーへの参加やパブリックコメント、市民アン

ケートの場の設置を通じ、周知徹底すること等が考えられる。 

 

写真２－２ 市民ワークショップの様子 
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が、地域の回覧板や行政が市民と接触する機会があるたびにかわら版のような

ものを配布する等、きめ細やかな対応を図ることが市民の理解につながるであ

ろう。また、マスコミを活用することも広報手段としては有力な手法と言える。 
総合交通戦略の実施に向けて、合意形成の場として議会がある。市民から選

出された議員により構成された地方自治の運営に携わる機関として、特に財政

に関わる部分において議会の承認が必要なこと等から、議会の合意は不可欠で

ある。議会の委員会等の段階から丁寧な説明や状況報告を行い、多くの議員の

理解を得ることがスムーズな実施の近道であることは言うまでもない。 

  
出典：北九州市ホームページ       出典：市報にいがた（H19.2）、新潟市 

図２-５ パブリックコメント結果の例       図２-６ 広報誌の例 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 民間事業者との連携、市民とのコミュニケーションを円滑に進めるために

は？ 

 

Ａ: 双方に何らかのメリットを見出すことが調整がスムーズに進めるコツ。例え

ば路線バスの駅前広場への乗り入れは、バス事業者にとっても利用者増加が期

待されることから、協議会にあっても事業者との調整がスムーズに進んだ例が

ある。また、ソフト施策等にあっては、市連合自治会と協議を行い進めている

例もある。 
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＜事例＞市民参画の事例 

●市民の意見を積極的に取り入れている事例：名古屋市 

・策定に至るまでに、様々な方法で市民や関係者の意見を聴取し、その結果を

戦略（プラン）に反映している。 
・市民を無作為に抽出したミーティングや、書面及びウェブでのアンケート調

査、パブリックコメント等を実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：なごや交通まちづくりプラン（H26.9）、名古屋市 
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図３-１ 総合交通戦略の策定手順 

第３章 総合交通戦略の策定 

 
 

 

■総合交通戦略の標準的な策定手順は以下の通り。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

都市の目指す将来像 

戦略目標 

評価指標・数値目標 

施策パッケージ 

（3-1） 

実施プログラム 

現状及び課題 

（3-2） 

（3-4） 

（3-3） 

（3-5） 

（3-6） 
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３-１ 将来都市像の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来都市像は、集約型まちづくり、持続可能なまちづくり、低炭素型都市

の実現、少子高齢社会への対応、中心市街地の活性化、市民生活の向上等、

大きな目標として掲げられていることが多い。 

また、市民や関係主体等に対し、共通の目標として示すことが重要である

ため、わかりやすく短い表現に努め、理解を促すためのフレーズ、概念図等

を作成することが望ましい。 

将来都市像は、その都市が抱える課題や地域特性（都市構造、交通体系

等）に応じて設定することになるが、具体的な検討にあたっては、地方公共

団体が定める法定計画である総合計画（地方自治法第２条第４項）、都市計画

マスタープラン（都市計画法第１８条の２項）、立地適正化計画等で明らかに

されている理念や将来像を参考に検討・設定し、それら上位計画と整合性を

図る必要がある。 

なお、上位計画が現在策定中、又は今後見直しを行う予定の場合は、総合

交通戦略の策定作業の中で目指すべき将来都市像を描き、今後検討される上

位計画へ反映、共有・調整し、総力戦で取り組んでいくことも考えられる。 

 
  

将来都市像の設定に際しては、将来、実現される生活像を市民に判り易く

提示し、目指すべき都市の将来像のイメージが共有できることが重要である。 

具体的には、上位計画との整合を図り、それらで示されている理念や将来

像を都市構造や交通面から整理し、市民にわかりやすい表現に努め、理解を

促す概念図等を作成することが望ましい。 
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＜総合交通戦略で目指す都市の将来像の例＞ 

 

 
出典：にいがた都市交通戦略プラン（R1.7）、新潟市 

図３-２ 事例１：新潟市「多核連携型のまちづくりを支える交通戦略」 
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出典：高岡市総合交通戦略（R3.3）、高岡市 

図３-３ 事例２：高岡市「「コンパクト・アンド・ネットワーク」のまちづくりのイメージ」 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 将来都市像を設定する際に工夫した点は？ 

 

Ａ:  

・総合計画及び都市計画マスタープランに位置づけられている将来都市像を踏

まえ、都市構造や都市交通のあり方について将来都市像を戦略に設定した。 

・総合計画で示された集約型都市構造を基に、並行して策定中である都市計画マ

スタープランで作成した将来都市像を戦略の将来都市像とした。 

・都市計画マスタープランを策定中であったため、マスタープランの中で将来都

市像を検討し、交通戦略で具体化を図った。 
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将来都市像 

（目標） 

何もしない場合に

想定される姿 

現状 
ギャップ 

３-２ 戦略目標 

 
 
 
 
 
 
 
 

交通需要の量的拡大による効果を見込むことが難しい人口減少、超高齢社会で

は、財源的な制約を考慮して選択的に都市交通施策を進めざるを得ない。このた

め、目標を明確にし、関係者間でそれを共有し、選択的で効率的な施策の実現を

目指すことが必要である。したがって、将来都市像を明確に提示し、従来から指

摘されている「目標達成型」の施策を戦略的に展開していく必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば、公共交通は公益事業として公共性、民間事業としての収益性の両面の

性格を有しており、現状では収益性が確保されなくなると、サービス低下や撤退

が進む懸念がある。しかし、公共交通は集約型都市構造の実現にとって必要不可

欠なものであることから、収益性のみによって導入や存廃が判断されたり、ルー

ト、ダイヤ、運賃等のサービス水準が決定されたりすることは適切とは言えない。

このため、公共交通については地方公共団体が中心となって地域住民や交通事業

者等と協議してサービス水準等に関する目標を設定し、関係者が協力してその実

現に向けて取り組むことが必要とされている。 

総合交通戦略は、集約型都市構造を実現するため、都市や地域において効率的

で快適な移動環境（モビリティ）を実現することが目的であり、相互に関連する

多様な交通手段を対象として、都市政策・地域政策の観点から「目標達成型」の

都市交通施策として進めることが求められている。 

人口減少、超高齢社会における都市交通施策では、あるべきまちの姿を戦

略の目標として掲げ、それを達成する取組が必要とされており、関係者が協

力してその実現に向けて取り組むことが重要である。 

将来都市像を具体的なイメージとしてブレークダウンしたものが戦略目標

である。 

図３-４ 総合交通戦略の役割 
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総合交通戦略は、将来都市像（目標）と現状のギャップを埋めるための手段で

ある。「戦略目標」は、総合交通戦略を実施するにあたっての基本方針にあたる部

分と言える。したがって、戦略目標は、都市の将来像を見据えた上で現状把握と

喫緊の課題を踏まえて導かれる必要があり、その具体的な表現にあたっては、総

合交通戦略の意図、戦略性を端的に示されていることが望ましい。 
その際、まちのあるべき姿として、土地利用や市街地整備等と交通が有機的に

連携する姿を目指して検討することが重要である． 
 

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

戦略目標を作成するまでのプロセス及び留意点を岡山市の事例に基づき説明

する。 

岡山市は交通に関する課題を整理し、１７の課題を挙げた。また、上位計画で

ある都市総合計画で示された将来の都市の実現に向けて市としての取組の方向性

を設定するとともに、これらの将来の都市像と方向性を基に総合交通戦略の計画

のコンセプトを設定した。整理した１７の課題と計画のコンセプトを基に総合交

通戦略の四つの「戦略目標」が設定された。 

このように総合交通戦略は、将来都市像をめざした具体的な取組であることか

ら、将来都市像－戦略目標のつながり、さらには後述する“数値目標－施策パッ

ケージ”までのつながりをシナリオとして容易に理解できるように構成し、それ

を表現することが求められる。 

なお、既に策定された総合交通戦略においては、戦略目標と同義で“基本方針、

政策目標、基本的な考え方、施策の柱”等、様々な表現が実際には用いられてお

り、用語表現は各総合交通戦略のなかで適宜決めるものである。 

都市の 
将来像 

現状 
課題 

数値 
目標 

施策 
パッケージ 

戦略 
目標 

一体的な検討 

図３-５ 総合交通戦略における戦略目標の設定 
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出典：岡山市総合交通戦略(H30.9)、岡山市 

図３-６ 戦略目標の設定例：岡山市（岡山市総合交通戦略） 
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Ｑ: 戦略目標を設定する際に工夫した点は？ 

 

Ａ:  

・都市圏を設定し、五つのエリアごとに特性や課題抽出を行い目標を設定した。 

・選択と集中の観点から、重点整備地区を３地区設定し、地区ごとに目標を設定

した。 

・都市交通マスタープランで将来都市像を設定し、町をとりまく喫緊の課題か

ら、今後重点的に取り組むべき都市交通施策を明らかにし、戦略目標を設定し

た。 

・総合交通政策における基本目標にまちなかの課題、まちなかに求められる役割

を踏まえ、総合交通戦略の理念及び四つの基本目標（人・まち・環境・円滑化）

を設定した。 

よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 
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３-３ 評価指標・数値目標の設定 

（1）評価指標の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①市民へのわかりやすさ 
 

総合交通戦略で掲げた戦略目標に対し、各地方公共団体の担当者が、都市、地

域の課題が解決した後の状況を具体的に思い浮かべながら、市民、交通利用者

等に理解してもらうため、定量化できるわかりやすい評価指標を選定するべき

である。 

また、総合交通戦略策定にあたっては、複数施策のパッケージが設定されるこ

とが想定される。このため、施策パッケージの設定にあたっては、評価指標・

数値目標の関係性が十分に説明できるよう整理する必要がある。 

 
②目標に対する施策実施後の説明力 
 

評価指標は、施策を実施することにより社会的な成果としてあらわれるアウ

トカム指標とすることが基本である。 

例えば、歩道整備についての評価指標を選定する場合、歩道整備率でなく、そ

の整備により改善が想定される事故件数の減少、歩行者数の増加等のアウトカ

ム指標とする等の工夫が必要である。 

また、可能な限り前述した施策の目標達成を説明するアウトカム指標による

評価指標を選定することが望ましいが、アウトプット指標の中にも事業を実施

すれば成果となるバリアフリー化率のような指標もあり、必要に応じて評価指

標としてアウトプット指標を用いてよい。 

表３－１、表３－２に目標値や施策内容に応じた評価指標の設定例を示す。 

 
 
 
 
 

「評価指標」は、戦略目標の達成状況、施策実施の効果を的確に表すもの

であり、地方公共団体等が自ら設定、定義を行うこととし、評価指標の選定

に際して、以下の点に留意すべきである。 

① 市民へのわかりやすさ 

② 目標に対する現状と施策実施後の説明力 

③ データ入手の容易性と継続性 

④ 交通のほか、社会、環境等の広い視点 
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③データ入手の容易性と継続性 
 

データ収集の容易性、さらには一定のデータの品質を保つためにも、国勢調査

等の指定統計や既存の都道府県や市区町村、交通事業者、交通管理者等が実施、

蓄積してきた統計資料を活用することが望ましい。その他にも各地方公共団体

で実施している市民意識・意向調査等を活用が考えられる。このように、既存

データの活用は、指標値収集の労力を軽減する点からも有効である。 

また、交通関連資料では、ＰＴ調査（都市圏）、全国ＰＴ調査（全国都市交通

特性調査）、都市ＯＤ調査、道路交通センサス（自動車起終点調査）及びＩＴＡ

ＲＤＡデータ（財団法人交通事故総合分析センターの事故データ）等の活用が

考えられる。 

既存統計資料を使用する場合、それらの調査が毎年調査なのか、３年／５年調

査なのか等を確認しておく必要がある。例えば、ＰＴ調査は概ね１０年に１回、

国勢調査における通勤通学者の交通手段の調査は１０年に１回の調査である。 

また、市区町村が独自に単独で調査を実施する場合が考えられる。例えば、中

心市街地の歩行者数を評価指標とする場合、数断面の歩行者数を調査すること

が考えられ、多大な費用をかけずに調査、把握が可能となる場合もある。ただ

し、独自調査を行う場合においても同様に、定期的にデータを入手することが

可能かどうかを前提とした評価指標への適用を検討することが望まれる。ＧＩ

Ｓ（地理情報システム）を活用できる場合には、地区単位の人口データを用い

て公共交通カバー圏域の人口や、中心市街地、主要施設へのアクセシビリティ

等を評価することが可能である。近年では、携帯電話位置情報データを活用し

た人流解析（来街者数、頻度、属性、ＯＤなどの分析）も可能となっており、こ

れらのデータを活用することも考えられる。 

なお、指標によりデータの入手可能な年次が異なる場合（１年に１回データが

得られる指標と５年に１回のものが混在しているなど）は、すべてのデータが

集まらない年次でも一部指標のみの評価を行うなど、可能な範囲で評価を行う

ことが望ましい。 

 
④交通のほか、社会、環境等の広い視点 
 

総合交通戦略は都市の将来像の実現を目指すものであり、戦略目標は交通面

だけでなくまちづくりの観点を含めて設定される。そのため、中心部の歩行者

数や公共交通利用者数等の交通に係る指標だけでなく、ＤＩＤ人口密度やＣＯ

２排出量等により広く社会や環境の視点からも評価指標を設定することが望ま

しい。 
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表３-１ 目標値や施策内容に応じた評価指標の設定例（アウトカム指標） 

 

 
（※）その他交通の整備には様々な施策が考えられるため、実施する施策に応じて評価指標を設定することが望ましい。 

  

シ
ェ

ア
モ

ビ
リ
テ
ィ

駐
輪
場

駐
車
場

歩
行
者
交
通
量
・
ト
リ
ッ

プ
数

歩
行
者
通
行
環
境
へ
の
満
足
度

自
転
車
交
通
量
・
ト
リ
ッ

プ
数

放
置
自
転
車
数

自
転
車
の
走
行
速
度

レ
ン
タ
ル
サ
イ
ク
ル
、

シ
ェ

ア
サ
イ
ク
ル
利
用
者
数

自
転
車
通
行
環
境
へ
の
満
足
度

公
共
交
通
利
用
者
数

公
共
交
通
路
線
の
徒
歩
圏
人
口
・
カ
バ
ー

率

公
共
交
通
で
の
中
心
市
街
地
や
主
要
施
設
へ
の
平
均
所
要
時
間
・
一
定

時
間
ア
ク
セ
ス
圏
域
人
口
・
カ
バ
ー
率

公
共
交
通
利
用
頻
度
・
分
担
率

公
共
交
通
の
輸
送
容
量

公
共
交
通
機
関
の
定
時
運
行
率
・
遅
延
時
間

乗
継
拠
点
に
お
け
る
乗
継
利
用
者
数

乗
継
拠
点
に
お
け
る
乗
り
換
え
待
ち
時
間

I
C
乗
車
券
普
及
率

路
線
バ
ス
定
期
券
及
び
回
数
券
、

観
光
切
符
等
販
売
枚
数

公
共
交
通
利
用
に
対
す
る
満
足
度

公
共
交
通
に
関
す
る
情
報
（

リ
ア
ル
タ
イ
ム
な
運
行
情
報
提
供
、

多
言

語
化
等
）
に
対
す
る
利
用
者
の
満
足
度

自
動
車
交
通
量
（

走
行
台
キ
ロ
）

・
分
担
率

道
路
混
雑
度
・
混
雑
区
間
距
離
・
渋
滞
損
失
時
間

マ
イ
カ
ー
利
用
自
粛
数
、

公
共
交
通
等
へ
の
転
換
数

I
C
利
用
台
数

シ
ェ

ア
モ
ビ
リ
テ
ィ

サ
ー

ビ
ス
の
加
入
者
数
・
利
用
者
数

フ
リ
ン
ジ
駐
車
場
、

集
約
駐
車
施
設
の

利
用
台
回
数
・
稼
働
率

運
輸
部
門
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
及
び
C
O
2
、

大
気
汚
染
物

質
の
排
出
量

環
境
を
意
識
し
た
交
通
行
動
の
実
施
割
合

（

マ
イ
カ
ー

利
用
自
粛
な
ど
）

活
気
や
魅
力
が
あ
る
と
感
じ
る
地
域
住
民
の
割
合

歩
道
や
公
共
的
空
間
等
に
お
け
る
滞
留
人
口

中
心
市
街
地
へ
の
来
訪
頻
度
・
滞
在
時
間
・
来
訪
者
数

中
心
市
街
地
へ
の
観
光
入
込
客
数
・
滞
在
時
間

地
域
住
民
（

高
齢
者
）

の
外
出
回
数
・
外
出
率

中
心
市
街
地
、

公
共
交
通
沿
線
地
域
等
の
居
住
人
口
・

人
口
密
度
・
地
価

モ
ビ
リ
テ
ィ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
な
ど
持
続
可
能
な

モ
ビ
リ
テ
ィ

に
関
す
る
取
組
実
施
数
・
参
加
者
数

交
通
事
故
件
数
・
死
傷
者
数

交
通
環
境
に
つ
い
て
の
満
足
度

地
域
公
共
交
通
サ
ー

ビ
ス
や
交
通
施
策
の
認
知
度

市
民
1
人
あ
た
り
の
交
通
分
野
に
関
連
す
る
行
政
経
費

ク
ロ
ス
セ
ク
タ
ー

効
果

（

分
野
別
代
替
費
用
と
財
政
支
出
の
差
額
）

都市内交通軸の充実・強化 ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

安心・安全な交通環境 ● ● ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯

利便性の高い交通環境 ◯ ◯ ◯ ● ● ● ● ● ● ● ◯ ● ● ● ● ● ● ● ◯ ◯ ◯ ● ● ● ◯ ◯ ◯ ◯

持続可能な交通環境 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ●
 公共交通利用促進・自家用車利用適正化 ◯ ◯ ● ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯

交通結節点機能の向上 ◯ ◯ ◯ ● ● ◯ ◯ ◯ ◯

都市機能の集約 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
 災害に強く強靭性の高い交通・都市

 中心市街地の魅力向上や賑わい・活力の創出 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ● ● ● ● ●

中心市街地の回遊性向上 ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ● ● ◯ ◯
 中心市街地への交通機能の充実・強化 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

地域の拠点施設の利用促進 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

生活交通の維持・確保 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

移動制約者への支援 ◯ ◯ ◯

広域交通  広域的な交通機能の充実・強化 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯

観光 来訪者の観光周遊の支援 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

環境負荷の低減 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ● ◯ ◯

 低炭素型交通システムの充実・促進 ◯ ◯ ● ● ◯ ◯

その他の計画 道路整備計画策定・見直し ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

地域・関係者  地域住民や関係者の意識醸成・行動変容 ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯

技術 新技術の交通分野への活用 ◯ ◯

道路空間配分 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

歩道環境整備 ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

優先・専用空間 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

サイン整備・再整備 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

景観整備・緑化・無電柱 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

消・融雪施設整備 ◯ ◯

歩行支援 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

バリフリ化・安心安全 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

交通管理・歩車分離 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

走行空間・ネットワーク ● ● ◯ ● ◯ ◯

レンタサイクル ◯ ● ● ◯ ◯

駐輪場・C&BR ◯ ● ◯ ◯ ◯

バス再編 ● ◯ ◯ ● ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

バス停高度化・待合施設 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

車両高度化 ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

バスロケ・走行空間改善 ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯

情報提供改善 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯

優先信号 ● ◯ ◯ ◯

鉄軌道利用促進策 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

新駅設置 ● ● ● ● ◯ ◯ ◯ ◯

料金施策等ソフト施策 ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

バリアフリー化 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
新たな公共交通（CB・生活バス含む） ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

軌道系新設・延伸 ● ● ● ● ◯ ◯ ◯ ◯

結節機能整備 ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

駅再整備・駅舎改良 ● ◯ ◯ ◯

駅前広場整備 ◯ ◯ ◯ ◯

自由通路整備 ◯ ◯ ◯ ◯

バス停改善・UD ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

ダイヤ調整・情報提供 ◯ ◯ ● ● ◯ ● ◯ ◯

P&R・P&BR ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯

都市計画道路等整備 ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

ネットワーク役割分担 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

高速道路有効活用 ● ◯ ◯

道路改良 ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

交差点等改良・渋滞緩和 ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯

中心部流入抑制 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

カーシェアリング ● ◯ ◯

駐車場整備 ● ◯ ◯

附置義務検討 ◯ ◯ ◯

出入口規制・集約化 ◯ ◯ ◯

案内システム高度化 ◯ ◯ ◯

MM（日常・観光） ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ● ◯

ノーマイカーデー等の設定 ◯ ◯ ◯ ● ◯ ◯ ● ◯

自動車専用レーン（環境） ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

交通安全利用促進 ◯ ◯ ◯ ● ◯

ワークショップ等 ◯ ● ◯

都市内物流（荷捌き） ◯

客待ちタクシー施設確保 ◯

ICカード利用拡充 ◯ ◯ ● ◯ ◯ ◯ ◯

公共交通マップ等作成 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

運行支援 ◯ ◯ ◯

観光関連施策 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

雪対策 ◯ ◯

その他交通の整備(※)

駅周辺整備 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

地域交流センター ◯ ◯ ◯ ◯

複合拠点 ◯ ◯ ◯

公共空間活用 ◯ ◯ ◯ ◯

アーケード街面的整備 ◯ ◯ ◯ ◯

評価指標

アウトカム指標

歩
行
者

自
転
車

公
共

交
通

道
路

自
動
車

環
境

そ
の
他

市
街
地

活
性
化

・
賑
わ
い

施
策
内
容

歩行者施策

自転車施策

公共交通施策

交通結節点施策

自動車施策

駐車場施策

MM施策

物流・その他施策

都市機能の導入

戦
略
目
標

コンパクト＋ネットワーク
型のまちづくり

中心市街地のまちづくり

郊外部のまちづくり

環境

●：目標/施策の評価指標として適した指標

◯：目標/施策の内容によって、評価指標として

採用することが考えられる指標
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表３-２ 目標値や施策内容に応じた評価指標の設定例（アウトプット指標） 

 

 
（※）その他交通の整備には様々な施策が考えられるため、実施する施策に応じて評価指標を設定することが望ましい。 

歩
行
者

シ
ェ

ア
モ
ビ
リ

テ
ィ

物
流

そ
の
他

自
転
車
、
歩
行
者
優
先
街
路
等
の

整
備
個
所
数
・
延
長
・
整
備
率

P
T
P
S
導
入
、

優
先
レ
ー

ン
整
備
な
ど
の
改
良
を

行
っ

た
公
共
交
通
路
線
の
延
長
・
整
備
率

路
線
バ
ス
の
運
行
頻
度
・
運
行
距
離

路
線
バ
ス
同
士
の
接
続
便
数

（

幹
線
系
統
と
フ
ィ
ー

ダ
ー

系
統
等
）

バ
ス
ロ
ケ
ー

シ
ョ

ン
シ
ス
テ
ム
の
整
備
箇
所
数
・
整
備
率

バ
ス
停
の
整
備
済
箇
所
数
・
整
備
率

乗
継
拠
点
、

駅
前
広
場
の
整
備
箇
所
数

バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
率
（

車
両
、

施
設
）

都
市
計
画
道
路
、

幹
線
道
路
等
の

整
備
個
所
数
・
延
長
・
整
備
率

電
線
類
地
中
化
道
路
整
備
率

踏
切
箇
所
数
・
廃
止
箇
所
数

I
C
箇
所
数
・
ア
ク
セ
ス
時
間

フ
リ
ン
ジ
駐
車
場
、

集
約
駐
車
施
設
の

設
置
箇
所
数
・
収
容
可
能
台
数

自
転
車
駐
輪
場
数
・
収
容
可
能
台
数

タ
ク
シ
ー
の
乗
降
場
・
待
機
場
所
数

P
&
R
な
ど
の
乗
継
拠
点
に
設
置
さ
れ
た

駐
輪
・
駐
車
場
の
数

シ
ェ

ア
モ
ビ
リ
テ
ィ

ポ
ー

ト
数
・
運
用
台
数

E
V
及
び
低
公
害
車
の
数
・
割
合

E
V
用
電
気
ス
タ
ン
ド
、

水
素
ス
テ
ー

シ
ョ

ン
の
設
置
数

街
路
樹
の
本
数
・
緑
被
率

荷
捌
き
ス
ペ
ー

ス
の
整
備
個
所
数

地
域
に
お
け
る
生
活
交
通
に
関
す
る
取
組
の
数
、

生
活
交
通
に
関
す
る
協
議
会
等
の
組
織
率

都市内交通軸の充実・強化 ○ ○ ○ ○ ○ ● ●

安心・安全な交通環境 ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

利便性の高い交通環境 ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○

持続可能な交通環境 ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ○
 公共交通利用促進・自家用車利用適正化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

交通結節点機能の向上 ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

都市機能の集約

 災害に強く強靭性の高い交通・都市 ● ○
 中心市街地の魅力向上や賑わい・活力の創出 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中心市街地の回遊性向上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
 中心市街地への交通機能の充実・強化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域の拠点施設の利用促進 ○ ○

生活交通の維持・確保 ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

移動制約者への支援 ○ ●

広域交通  広域的な交通機能の充実・強化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

観光 来訪者の観光周遊の支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

環境負荷の低減 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 低炭素型交通システムの充実・促進 ○ ○ ○

その他の計画 道路整備計画策定・見直し ○ ● ○

地域・関係者  地域住民や関係者の意識醸成・行動変容 ○ ●

技術 新技術の交通分野への活用 ○ ○ ○

道路空間配分 ○ ○

歩道環境整備 ● ○ ○

優先・専用空間 ● ○

サイン整備・再整備

景観整備・緑化・無電柱 ● ●

消・融雪施設整備

歩行支援 ○ ○

バリフリ化・安心安全 ○ ● ○

交通管理・歩車分離 ○

走行空間・ネットワーク ● ●

レンタサイクル ●

駐輪場・C&BR ●

バス再編 ○ ● ○ ○

バス停高度化・待合施設 ● ● ○

車両高度化 ○ ○

バスロケ・走行空間改善 ● ●

情報提供改善 ○ ○ ○

優先信号 ●

鉄軌道利用促進策

新駅設置 ○

料金施策等ソフト施策

バリアフリー化 ●
新たな公共交通（CB・生活バス含む） ○ ○

軌道系新設・延伸

結節機能整備 ○ ○ ● ○ ○ ○

駅再整備・駅舎改良 ●

駅前広場整備 ●

自由通路整備 ○

バス停改善・UD ○ ● ●

ダイヤ調整・情報提供 ○ ● ○

P&R・P&BR ○ ● ○

都市計画道路等整備 ●

ネットワーク役割分担 ○ ○

高速道路有効活用 ●

道路改良 ○ ●

交差点等改良・渋滞緩和 ○

中心部流入抑制 ○ ○

カーシェアリング ●

駐車場整備 ●

附置義務検討 ●

出入口規制・集約化 ●

案内システム高度化 ●

MM（日常・観光） ○

ノーマイカーデー等の設定 ○

自動車専用レーン（環境）

交通安全利用促進 ○

ワークショップ等 ○

都市内物流（荷捌き） ●

客待ちタクシー施設確保 ●

ICカード利用拡充

公共交通マップ等作成

運行支援 ○ ○

観光関連施策 ○

雪対策

その他交通の整備(※)

駅周辺整備

地域交流センター

複合拠点

公共空間活用

アーケード街面的整備

戦
略
目
標

コンパクト＋ネットワーク
型のまちづくり

中心市街地のまちづくり

郊外部のまちづくり

環境

施
策
内
容

歩行者施策

自転車施策

公共交通施策

交通結節点施策

自動車施策

駐車場施策

MM施策

物流・その他施策

都市機能の導入

評価指標

アウトプット指標

公
共

交
通

道
路

自
動
車

駐
輪
場

駐
車
場

環
境

●：目標/施策の評価指標として適した指標

◯：目標/施策の内容によって、評価指標として

採用することが考えられる指標
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表３-３ 評価指標の計測に使用するデータ例（アウトプット指標） 

 

  

  

歩行者通行環境への満足度 ◆市民アンケート

放置自転車数 ◆放置自転車状況調査
自転車の走行速度 ◆実測値

レンタルサイクル、シェアサイクル利用者数
○レンタルサイクル・シェアサイクル運営
会実績値

自転車通行環境への満足度 ◆市民アンケート
公共交通利用者数 ○バス、鉄道事業者等の実績値

公共交通路線の徒歩圏人口・カバー率 ★国勢調査
GISを用い、国勢調査の小地域統計や人口メッシュ統計か
ら、鉄道駅、バス停等のカバー圏域内人口を算定する。

公共交通での中心市街地や主要施設への所要時間・一定時間
アクセス圏域人口・カバー率

○所要時間➡時刻表
★◆アクセス圏域人口・カバー率➡国勢
調査

主要施設の例）市役所、総合病院、鉄道主要駅等
カバー率は、GISを用い、国勢調査の小地域統計や人口メッ
シュ統計から算定する。

公共交通利用頻度・分担率
◆市民アンケート
★パーソントリップ調査

公共交通の輸送容量 ○バス、鉄道事業者等の実績値 運行本数と車両の乗車定員をもとに算定する。
公共交通機関の定時運行率・遅延時間 ○バス、鉄道事業者等の実績値

乗継拠点における乗継利用者数
★大都市交通センサス
○バス、鉄道事業者等の実績値

乗継拠点における乗り換え待ち時間 ○時刻表

IC乗車券普及率 ○バス、鉄道事業者等の実績値
公共交通の乗降時間が現金と比較して短縮される交通IC
カードによる運賃支払いの割合を指標とする

路線バス定期券及び回数券、観光切符等販売枚数 ○バス、鉄道事業者等の実績値

公共交通利用に対する満足度
◆市民アンケート
◆利用者アンケート

公共交通に関する情報に対する利用者の満足度 ◆利用者アンケート
公共交通のリアルタイムな運行情報や乗換案内システムの
提供、情報提供の多言語化等、公共交通に関する情報につ
いての利用者満足度

自動車交通量（走行台キロ）・分担率
★道路交通センサス
★パーソントリップ調査

道路混雑度・混雑区間距離・渋滞損失時間
★道路交通センサス
◆交通量調査

マイカー利用自粛数、公共交通等への転換数 ◆市民アンケート
IC利用台数 ○高速道路運営会社等の実績値

シェアモビ
リティ

シェアモビリティサービスの加入者数・利用者数 ○シェアモビリティ運営会社の実績値

駐車場
駐輪場

フリンジ駐車場、集約駐車施設の利用台回数・稼働率 ○駐車場管理会社等の実績値

運輸部門におけるエネルギー消費量及びCO2、大気汚染物質
の排出量

★温室効果ガス排出量報告書・データ

低公害車両の導入割合 ○車両登録実績（運輸局保有）
環境を意識した交通行動の実施割合（マイカー利用自粛など） ◆市民アンケート
活気や魅力があると感じる地域住民の割合 ◆市民アンケート

歩道や公共的空間等における滞留人口
◆歩行者通行量調査
◆携帯電話位置情報データの活用

中心市街地への来訪頻度・滞在時間・来訪者数
◆市民アンケート
◆携帯電話位置情報データの活用

中心市街地への観光入込客数・滞在時間 ★各自治体の観光統計

地域住民（高齢者）の外出回数・外出率
★パーソントリップ調査
◆市民アンケート

中心市街地、公共交通沿線地域等の居住人口・人口密度・地価
★居住人口・人口密度➡国勢調査
★地価➡国土交通省地価公示・都道府県
地価調査

モビリティマネジメントなど持続可能なモビリティに関する取組実
施数・参加者数

●実績値

交通事故件数・死傷者数 ○交通管理者保有データ
交通環境についての満足度 ◆市民アンケート
地域公共交通サービスや交通施策の認知度 ◆市民アンケート

市民1人あたりの交通分野に関連する行政経費 ★歳出決算総額
交通分野に関連する行政経費とは、インフラの維持・管理・
更新経費や巡回型の行政サービスに係る経費等を指す。

クロスセクター効果（分野別代替費用と財政支出の差額） ★分野別代替費用ー財政支出

当該地域公共交通を廃止した際に、追加的に必要となる多
様な行政部門の代替費用(A)と、運行に関して行
政が負担している財政支出(B)を比較することで算出。クロス
セクター効果＝A-B
クロスセクター効果がプラスであれば、地域公共交通への補
助金等は「交通分野における単なる赤字補
填」ではなく、「地域を支える効率的な支出」であると判断す
ることができる。

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

歩行者
歩行者交通量・トリップ数

◆歩行者通行量調査
★パーソントリップ調査

自転車

自転車交通量・トリップ数
◆自転車通行量調査
★パーソントリップ調査

公共交通

その他

市街地活
性化

にぎわい

携帯電話位置情報データを用いた滞留人口統計を用いるこ
とで、特定の地点、時間帯における滞留人口や滞在時間を
把握することが可能

自動車

※ 使用データ例の凡例
● 自治体の取組実績値データ
○ 関係機関、事業者の取組実績値データ
★ 統計データ、基礎調査データ
◆ 独自調査が必要なデータ



54 
 

表３-４ 評価指標の計測に使用するデータ例（アウトカム指標） 

 

 

  

分野 整理 使用するデータ例※ 補足

歩行者
自転車

自転車、歩行者優先街路等の整備箇所数・延長・整備率 ●実績値

PTPS導入、優先レーン整備などの改良を行った公共交通路
線の延長・整備率

●実績値

路線バスの運行頻度・運行距離 ○バス事業者等の実績値

路線バス同士の接続便数（幹線系統とフィーダー系統等） ○バス事業者等の時刻表・実績

バスロケーションシステムの整備箇所数・整備率 ●実績値
バス停の整備済箇所数・整備率 ●実績値
乗継拠点、駅前広場の整備箇所数 ●実績値
バリアフリー化箇所数、率（車両、施設） ●実績値 車両のバリアフリー化はノンステップバス導入等。

都市計画道路、幹線道路等の整備箇所数・延長・整備率
●実績値
★都市計画調査

電線類地中化道路の整備箇所数・延長・整備率 ●実績値
踏切箇所数・廃止箇所数 ●実績値

IC箇所数・アクセス時間
●IC箇所数：実績値
◆アクセス時間：ETC2.0データ等

フリンジ駐車場、集約駐車施設の設置箇所数・収容可能台数 ●実績値
自転車駐輪場数・収容可能台数 ●実績値
タクシーの乗降場・待機場所数 ●実績値
P&Rなどの乗継拠点に設置された駐輪・駐車場の数 ●実績値

シェアモビ
リティ

シェアモビリティポート数・運用台数 ○シェアモビリティ運営会社の実績値
カーシェアリングやバイクシェアリング、シェアサイクル等の
シェアモビリティのポート数や運用台数を指す。

EV及び低公害車の数・割合 ○新車登録実績（運輸局保有）
EV用電気スタンド、水素ステーションの設置数 ●実績値
街路樹の本数・緑被率 ●実績値

物流 荷捌きスペースの整備箇所数 ●実績値

その他
地域における生活交通に関する取組の数、生活交通に関す
る協議会等の組織率

●実績値

環境

道路
自動車

駐車場
駐輪場

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト
指
標

公共交通

※ 使用データ例の凡例
● 自治体の取組実績値データ
○ 関係機関、事業者の取組実績値データ
★ 統計データ、基礎調査データ
◆ 独自調査が必要なデータ
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＜事例＞評価指標の設定に関する海外事例 

●広い視点からの評価指標の設定及び市民への公開：シアトル 
・歩行者、公共交通、シェアモビリティ、物流の視点から、様々な評価指標を

採用している。 
・シアトルでは担当部局のホームページにおいて、評価指標の内容や目標値、

現況値を公開している。目標値に対する現況値が一目瞭然であるほか、評価

指標に関するイラストを使用する等、市民にわかりやすい説明となってお

り、施策実施による効果発現の説明力を果たしていると考えられる。 
 

【評価指標例】 
評価視点 評価指標 

歩行者 歩道等の公共的空間で滞留している人口 

公共交通 

交通結節点の改良箇所数 

高頻度（10 分に 1 本以上）で運行する公共交通に 

アクセス可能な世帯数の割合 

シェアモビリティ シェアモビリティのポート数 

物流 荷捌きスペースの整備箇所数 
 
【市民への公開】 

 
出典：MOVING THE NEEDLE（2021）、Seattle Department of Transportation 

評価指標 目標値 現況値 
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（2）数値目標の設定 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
①指標の定義を明示する 
 

数値指標を設定する際には、例えば、ＣＯ２排出量を指標として設定する場

合等では、ＣＯ２排出量の算出基礎となる交通機関別のエネルギー消費量の計

測方法、エネルギー消費量からＣＯ２排出量を算出する方法・原単位などを、

データの出典元を含め明らかにする必要がある。 
 

②目標値の設定方法を選択する（目標設定型による目標値／推計による目標値） 
 
数値目標を定める場合には、ア）目標設定重視（バックキャスト）、イ）推計

重視（フォアキャスト）の二つの考え方がある。 

 
ア）目標設定重視で数値目標を定める場合 

目標値設定の根拠としては、国や県の目標値を参考にする場合や持続可

能性を考えれば自明なもの、市民の明確な合意形成の元で数値が定められ

る場合がある。総合計画等の上位計画、関連計画で目標値が定められてい

る場合には、これに合わせることが望ましい。このため、目標値の設定に

あたっても関連部局との調整を行うことが大切である。 
 
イ）推計重視で数値目標を定める場合 

交通量予測等の手法を用いて推計に一定の根拠を与えることが望まし

い。ただし、指標によっては、過大な作業が必要となる場合も考えられ、

数値目標設定のための作業量に留意することが大切である。また、数値目

標を定める際、評価指標値の過去の傾向を把握し分析しておくことが大切

である。 
  

戦略目標を定量的に示す評価指標を選定したら、その目標値となる「数値

目標」を設定する。 

数値目標の選定、設定は地方公共団体等が自ら行うこととするが、以下の

点に留意すべきである。 

① 指標の定義を明示する 

② 目標値の設定方法を選択する 
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＜事例＞戦略目標の設定事例 

●戦略目標から数値目標までを一連に対応づけている事例：多治見市 
・将来都市像から戦略目標（戦略ビジョン）を定め、戦略ビジョンを達成する

ための方針と施策を設定し、それらを評価するための評価指標と数値目標を

設定している。戦略目標から数値目標まで一連の整合が図れている。 

 

 
出典：多治見市総合交通戦略（H26.3）、多治見市 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 数値目標を設定する場合、配慮すべき事項は？ 

 

Ａ: 総合交通戦略導入都市の実態から以下の通り整理した。 

・ＰＴ調査に基づく分担率を数値目標に設定する場合、１０年に一度しか確認す

ることができないことから、他のデータにより数値目標を設定する必要性が指

摘され、市総合計画や都市計画マスタープランや地域公共交通総合連携計画等

で示された目標、指標、数値目標を準用して対応している。 

・ＰＴやセンサス等隔年実施データを毎年簡易に測定推計する手法を検討して

いる例がある。 

・既存データを利用する理由として、道路交通センサスの結果や各種白書等から

引用できる数値を指標とすることで、将来の新たな実態調査やデータ整理にか

かる費用を軽減している。 

・短期施策事業は，概ねスケジュール通り進んでいるが、短期施策事業の実施が、

すぐに数値目標に結びつかないことから、まずは活動指標を把握しながら、最

終的に成果指標に結び付けていく。 
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３-４ 総合交通戦略策定時の利用データ 

（1）都市圏パーソントリップ調査を有効に活用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①パーソントリップ調査の活用の可能性 
 

パーソントリップ調査（以下、単に「ＰＴ調査」という。）は、目的、対象

エリア、調査規模・精度から、表３－５のように分類される。このうち、都市

圏ＰＴ調査は、主に、２０年後の将来を目標とした総合的な都市交通計画の

マスタープランを策定することを目的として実施されるものである。 

都市圏ＰＴ調査は、ゾーンの発生集中交通量、ゾーン間のＯＤ交通量、交通

手段及び交通目的別の交通量などについて一定の精度を確保された交通実態

調査であることが特徴の一つである。同時に、現状分析や将来予測等の手法

が確立されていることも重要である。 

総合交通戦略では都市交通の課題や取り組む動機の明確化や前述した「戦

略目標」を示す指標の検討、数値目標の設定に活用することが期待される。 

特に、「戦略目標」の設定においては目標を説明する指標の数値化や目標値

の設定があるが、ここでは、「交通の実態」とともに「交通の質」に注目する

必要がある。人の移動に関する指標については都市圏ＰＴ調査データをに基

づいて作成することが可能である。しかし、例えば、「満足度」のように都市

圏ＰＴ調査では捉えることができない限界性もあり、他の調査を併用しなが

ら活用していくことが必要となる点に留意する必要がある。 

こうした観点を踏まえ、総合交通戦略での活用にあたっては、「交通の実態」

とともに「交通の質」に注目し、次の２点に留意しながら活用していくことが

望ましい。 

 

〇公共交通利用者数、自動車交通量や混雑状況等の情報整理 

都市圏パーソントリップ調査（以下、「都市圏ＰＴ調査」という。）は対象

地区の人々の移動特性を把握する調査であり、ゾーンの発生集中交通量、ゾ

ーン間のＯＤ交通量、交通手段及び交通目的別の交通量などについて一定の

精度を確保された交通実態調査である。 

また、現状分析や将来予測も含めて手法が確立されていることから、総合

交通戦略では都市交通の喫緊の課題、取り組むべき動機等の明確化や前述し

た「戦略目標」に関する指標の作成、目標値の設定に活用することが可能で

ある。 
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〇都市圏ＰＴ調査と併せて、市民意識調査等により地域の人々の生活に着

目して、生活者の視点で地域の交通実態を明らかにしておくこと、すな

わち、「交通の質」についても明らかにすること 

 

表３-５ ＰＴ調査の分類 

 
大分類  小分類  概要  

ＰＴ調査  
 
 

全国都市交通特
性調査（全国Ｐ
Ｔ調査）  

複数の全国の都市（市単位）を対象として、国土交
通省が概ね５年に一度行うＰＴ調査で、標本率は
一都市あたり５００世帯となる。  

都市圏ＰＴ調査  日常生活を営む圏域を調査対象とする都市圏とし
て設定し、県、関係地方公共団体等関係機関からな
る協議会が行うＰＴ調査で、標本率は総合都市交
通体系調査の手引き（案）に基づき設定され、概ね
２～１０％程度となる。従来はこちらをＰＴ調査
と称する場合が多かったが、本手引きでは都市圏
ＰＴ調査とする。  
 

特定目的実態調査  特定目的ＰＴ調
査（特定地域限
定型、全域小サ
ンプル型）  

特定地域限定型  
都市内の特定地区における計画や施策の検討のた
めに地方公共団体が行うＰＴ調査で、対象施策が
影響する範囲等に特定して行うものであり、標本
率はその課題に応じて設定される。地方公共団体
が補助調査を活用するなどして独自に行う場合と
全国ＰＴアドオン調査によって行う場合がある。
特定目的ＰＴ調査については、ミニＰＴ調査とも
称する。  
 
特定目的ＰＴ調査（全域小サンプル型）  
都市もしくは複数の都市における計画や施策を概
略検討するために地方公共団体が行う小サンプル
のＰＴ調査で、標本率はその課題に応じて設定さ
れる。地方公共団体が補助調査を活用するなどし
て独自に行う場合と全国ＰＴアドオン調査によっ
て行う場合がある。特定目的ＰＴ調査については、
ミニＰＴ調査とも称する。  

日常交通の実態
調査  
 

コミュニティバス等の施策対象地域が狭い場合
や、駅間・バス停間隔の短い路線といった日常交通
の施策検討のために、対象地域の居住者や交通機
関利用者を対象として行う実態調査。  

選好意識調査  施策実施後に利用すると想定される人々を対象
に、ルートやサービス水準（運行ダイヤ、運賃等）
に対する利用意向を把握する調査。  

その他既存の交通データ  道路交通センサス  
大都市交通センサス  
その他交通実態調査  
事業者等が所有する利用者数データ等  

 
資料：『都市・地域総合交通戦略及び特定の交通課題に対応した都市交通計画検討のための実態調査・分

析の手引き』（平成 22 年 7 月、国土交通省都市・地域整備局都市計画課都市計画調査室）、ｐ4、7 に基

づき作成。 

 
  

居住者を対象に、あ

る一日のトリップを

把 握 す る 実 態 調 査

で、出発地・到着地の

場所、時刻や移動の

目的、手段及び個人

や世帯の属性を把握

するもの。 

特定目的ＰＴ調査、

日 常 交 通 の 実 態 調

査、選好意識調査を

総称したもので、あ

る特定の課題を解決

するための個別目的

に適合した交通実態

調査。  
 
手法として全国ＰＴ

アドオン調査として

実施する場合も考え

られる。  
 
注）全国ＰＴ調査で

行う 500 世帯に加え

て、各都市独自でサ

ンプルや調査項目を

追加するなどして行

う調査。 
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②総合交通戦略策定都市における関連データの利用実態 

 

すでに総合交通戦略を策定した都市がどのようなデータを使用したかをア

ンケートによって明らかにした。 

回答のあった都市６２都市において利用したデータは、ＰＴ調査が最も多く、

４９都市で使用されている。（表３－６参照） 

次に、１０都市以上で使用されたデータをみると、以下の通りである。 

 

ア）既存調査・資料 

ＰＴ調査（都市圏） 

国勢調査（人口、通勤通学交通手段） 

道路交通センサス 

公共交通利用状況（各種交通機関の利用者数） 

市民意識・ニーズ把握調査（既存） 

 

イ）実施調査 

交通量調査（自動車、歩行者・自転車） 

市民意識アンケート調査 

 

③間隔があいているデータを補完する方法 

 

都市圏ＰＴ調査や道路交通センサスなどを用いて評価指標を作成するにあ

たり、既存調査データでは対応できない場合がある。例えば、経年データの入

手が困難な場合や人の移動や自動車などの動きなどを的確に捉えるデータが

ない場合が考えられ、こうした対応として隔年実施データを簡易に測定推計

する手法が有効である。 

総合交通戦略の評価指標は、都市圏ＰＴ調査データや道路交通センサスデ

ータを用いて作成する場合が多い（表３－６参照）。都市圏ＰＴ調査の実施は、

ほぼ１０年間隔で予定されている場合が多く、また、道路交通センサス自動

車起終点調査は６年ごとに実施されている。このため、戦略ＰＤＣＡにおけ

るチェック時期と整合しない場合が考えられ、入手可能なデータにより補完

する必要がある。 

補完作業に必要なデータは、地方公共団体が所有する人口データ、交通事

業者の輸送実績及び市民アンケート等が考えられる。 

この時、評価指標の作成にあたっては、都市圏ＰＴデータの分析により、例

えば、交通手段別分担率であれば、全体、年齢階層別等の属性別に作成してお

くことで補完データとの関係性を持たせることが重要である。 
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人口推計 国立社会保障 人口問題研究所推計データ 3

国勢調査（人口，通勤通学交通手段） 15

事業所企業統計調査（従業者人口） 1

商業統計、大規模小売店総覧（店舗の立地動向） 5

PT調査 49

全国PT調査 2

通勤通学PT調査及び全国PTへのアドオン調査実施 1

大都市交通センサス 2

物資流動調査 1

道路交通センサス 34

公共交通の利用状況（各種交通機関の利用者数など） 19

鉄道会社資料（乗車人数、運行本数推移） 8

旅客輸送分担率等運輸統計データ 2

都市計画基礎調査（都市計画道路改良率） 4

都市計画基礎調査（その他） 3

都市計画年報 2

県警資料（免許保有率、事故件数） 8

市統計書（経済・観光・環境など市の関係部局データ） 9

バスＩＣデータ（国総研） 1

CO2排出量（環境省） 2

福祉輸送実態把握調査 1

交通量調査（自動車等） 10

交通量調査（歩行者・自転車等） 12

渋滞調査 4

市民意識アンケート調査 25

事業所アンケート調査 4

中心市街地等歩行者自転車アンケート調査 7

自動車利用者アンケート調査 5

公共交通（バス等）利用者アンケート調査 6

公共交通（バス等）運行実態調査 2

公共交通（バス等）利用実態調査 5

自転車利用者アンケート調査 1

関係機関ヒアリング 2

駐車場利用者アンケート調査 2

荷さばき状況調査 1

端末物資流動関係調査 1

駐車場、自転車駐車場等利用実態調査 5

パブリックコメントの反映 1

基礎調査 1

既存資料（市民意識・ニーズ把握調査等） 17

既存資料（総合交通体系調査・都市交通ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ等） 7

既存資料（都市計画マスタープラン） 2

既存資料（新交通システム導入基本計画） 1

既存資料（駐車場整備状況） 2

既存資料（地域公共交通連携計画） 1

既存資料（交通量、渋滞状況等調査） 5

既存資料（公共交通利用者データ） 1

既存資料（歩行者・自転車等） 3

既存資料（関連調査資料） 8

既存資料（企業アンケート） 1

既存資料等

指定統計

PT関連

自動車交通

関係機関

独自調査

62都市（地区）で使用した資料出現頻度

資料：H22.2 に実施したアンケート調査結果に基づき作成 

表３-６ 戦略で利用しているデータ 
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（2）既存データを活用（都市圏ＰＴ調査が利用できない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①都市圏ＰＴ調査以外の調査・資料の活用 

 

都市圏ＰＴ調査は調査実施の間隔が長いためデータが古くなっているもの

や、また、都市圏によっては実施していない等、利用できないケースがある。

総合交通戦略では多くの都市でＰＴ調査（都市圏）を活用しているが、必ずし

もＰＴ調査がないと総合交通戦略を策定できないと言うわけではない。 

また、総合交通戦略の目標指標を設定するにあたり、市民の満足度や交通指

標であっても、歩行者交通量、自転車交通量等特定地区の道路指標はＰＴ調査

で把握することはできない。 

表３－７は総合交通戦略で主に用いられる評価指標を作成するために必要

な資料と都市圏ＰＴ調査、特定目的ＰＴ調査を用いて指標を作成する方法及

び留意事項を示したものであり、都市圏ＰＴ調査では説明できない指標があ

ることを示している。 

これらの場合は、道路交通センサス等の他の調査の利用や必要な交通実態調

査、市民アンケート調査を実施することが必要である。 

 

 

 

ＰＴ調査を利用しないで総合交通戦略を策定する場合は、「大都市交通セ

ンサス」、「道路交通センサス」等の既存の他の交通量調査や交通事業者によ

る公共交通の利用状況調査、国勢調査等の指定統計や市民意識調査等、地方

公共団体が計画策定や統計資料として実施、蓄積した調査資料などを活用す

ることが望ましい。 
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  資料：都市・地域総合交通戦略及び特定の交通課題に対応した都市交通計画検討のための実態調査・分析の手引き（平成 22 年 7 月）国土交通省都市・地域整備局
都市計画課都市計画調査室、ｐ69 

表３-７ 総合交通戦略において主に用いられている評価指標と必要データ 
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②既存都市におけるＰＴ調査を利用しない事例 

 

ＰＴ調査を実施していない地域や実施していてもデータが古い場合等の理

由で、ＰＴ調査を利用していない都市が策定６２都市のうち１３都市あった。

（表３－８参照） 

これら１３都市（地区）で使用したデータの組み合わせを見ると、交通関係

のデータとして「大都市交通センサス」、「道路交通センサス」及び交通事業者

が有するデータを用いている。また、独自調査として歩行者・自転車交通量、

公共交通利用者アンケート調査等と組み合わせることで総合交通戦略を策定

している。その他使用頻度の高いデータは次の通りである。（表３－９参照） 

 

ア）既存調査・資料 

道路交通センサス 

市民意識・ニーズ調査（既存） 

イ)実施調査 

市民意識アンケート調査 

交通量調査（自動車、歩行者・自転車） 

公共交通利用実態調査 
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青森市 秋田市 横手市 石岡市 千葉市 中野区 立川市 富山市 高岡市 倉敷市 広島市 岩国市 新居浜市

人口推計 国立社会保障 人口問題研究所推計データ   ●        ●   

国勢調査（人口，通勤通学交通手段）   ●    ●       

商業統計、大規模小売店総覧（店舗の立地動向）       ●       

大都市交通センサス       ●       

道路交通センサス ● ● ●         ● ●

公共交通の利用状況（各種交通機関の利用者数など） ●         ●    

鉄道会社資料（乗車人数、運行本数推移）          ●    

旅客輸送分担率等運輸統計データ    ●          

都市計画基礎調査（都市計画道路改良率） ●      ●       

都市計画基礎調査（その他） ●      ●       

県警資料（免許保有率、事故件数）   ●    ●    ●   

市統計書（経済・観光・環境など市の関係部局データ）           ●   

交通量調査（自動車等）     ●      ● ● ●

交通量調査（歩行者・自転車等）       ●  ●  ● ●  

渋滞調査             ●

市民意識アンケート調査 ● ● ● ●      ● ● ● ●

事業所アンケート調査            ●  

中心市街地等歩行者自転車アンケート調査         ●     

自動車利用者アンケート調査     ●         

公共交通（バス等）利用者アンケート調査    ● ●         

公共交通（バス等）運行実態調査   ●        ●   

公共交通（バス等）利用実態調査        ●  ● ●   

駐車場、自転車駐車場等利用実態調査            ●  

既存資料（市民意識・ニーズ把握調査等）    ●    ●  ●    

既存資料（総合交通体系調査・都市交通マスタープラン等）         ●     

既存資料（都市計画マスタープラン）        ●      

既存資料（駐車場整備状況） ●             

既存資料（地域公共交通連携計画）     ●         

既存資料（交通量、渋滞状況等調査）  ●            

既存資料（公共交通利用者データ）    ●          

既存資料（関連調査資料）          ●   ●

指定統計

独自調査

既存資料等

資料名

交通関係
機関

表３-８ ＰＴ調査を使用しなかった都市（地区）別で使用したデータの組み合わせ 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

人口推計 国立社会保障 人口問題研究所推計データ 2

国勢調査（人口，通勤通学交通手段） 2

事業所企業統計調査（従業者人口） 0

商業統計、大規模小売店総覧（店舗の立地動向） 1

PT調査 0

全国PT調査 0

通勤通学PT調査及び全国PTへのアドオン調査実施 0

大都市交通センサス 1

物資流動調査 0

道路交通センサス 5

公共交通の利用状況（各種交通機関の利用者数など） 2

鉄道会社資料（乗車人数、運行本数推移） 1

旅客輸送分担率等運輸統計データ 1

都市計画基礎調査（都市計画道路改良率） 2

都市計画基礎調査（その他） 2

都市計画年報 0

県警資料（免許保有率、事故件数） 3

市統計書（経済・観光・環境など市の関係部局データ） 1

バスＩＣデータ（国総研） 0

CO2排出量（環境省） 0

福祉輸送実態把握調査 0

交通量調査（自動車等） 4

交通量調査（歩行者・自転車等） 4

渋滞調査 1

市民意識アンケート調査 8

事業所アンケート調査 1

中心市街地等歩行者自転車アンケート調査 1

自動車利用者アンケート調査 1

公共交通（バス等）利用者アンケート調査 2

公共交通（バス等）運行実態調査 2

公共交通（バス等）利用実態調査 3

自転車利用者アンケート調査 0

関係機関ヒアリング 0

駐車場利用者アンケート調査 0

荷さばき状況調査 0

端末物資流動関係調査 0

駐車場、自転車駐車場等利用実態調査 1

パブリックコメントの反映 0

基礎調査 0

既存資料（市民意識・ニーズ把握調査等） 3

既存資料（総合交通体系調査・都市交通マスタープラン等） 1

既存資料（都市計画マスタープラン） 1

既存資料（新交通システム導入基本計画） 0

既存資料（駐車場整備状況） 1

既存資料（地域公共交通連携計画） 1

既存資料（交通量、渋滞状況等調査） 1

既存資料（公共交通利用者データ） 1

既存資料（歩行者・自転車等） 0

既存資料（関連調査資料） 2

既存資料（企業アンケート） 0

PT調査を使用していない13都市（地区）で使用した資料出現頻度

指定統計

PT関連

自動車交
通関係機

関

独自調査

既存資料等

資料：H22.2 に実施したアンケート調査結果に基づき作成 

表３-９ ＰＴ調査を使用しないで策定した戦略で利用しているデータ 
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（3）必要に応じた独自の調査の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①特定目的ＰＴ調査（ミニＰＴ調査）の活用 

 

特定目的ＰＴ調査とは、都市、複数の市区町村、広域の区域もしくは都市内

の特定の地区における計画や施策の検討のために、地方公共団体が行うＰＴ調

査である。また、都市圏ＰＴ調査の対象範囲ではない地域で実施する場合や都

市圏ＰＴ調査の中間年で補完する場合に実施されるものである。 

特定目的ＰＴ調査は、二つに分類され、検討を行う計画や施策に応じて、選

択する必要がある。 

 

全域小サンプル型：調査対象地域を市区町村全域とし、計画や施策の分

析・評価の詳細さに合わせてサンプル率（標本率）を

粗くする調査で広範囲に調査票を配る 

特定地域限定型：調査対象を特定の地域に絞って集中的に調査票を配る 

 

なお、具体的な調査方法や調査内容、調査の進め方、拡大処理等のデータ整

備方法等については、都市圏ＰＴ調査と同様であり、詳細は以下の文献を参考

にされたい。 
 
参考文献：国土交通省都市・地域整備局都市計画課都市交通調査室監修、

財団法人計量計画研究所編著、総合都市交通体系調査の手引き

解説書 2007 年版、p27～39、2007 年 10 月 
 

②特定の施設に対する現況把握、特定目的ＰＴ調査を活用した評価指標の算出 

 
特定の施策に対する現状把握や分析において特定目的ＰＴ調査等を活用す

ることが可能である。これらを活用方法や評価指標の算出するにあたって、実

務上の参考として活用することを踏まえて、「代表的な五つの都市交通施策の

総合交通戦略では、特定の目標（戦略）を設定して、５年～１０年間に実施

する事業や施策を対象として交通計画を立案する場合で、目標の設定、事業・

施策の検討、効果分析に特化した機動的で効果的な実査を行う場合などが考

えられる。 

こうした場合の調査は、計画や施策の分析・評価の詳細さに合わせてサン

プル率（標本率）を粗くする調査や対象地域を限定して、交通実態調査を行う

「特定目的ＰＴ調査」を実施、活用することが可能である。 

また、地区交通戦略（第５章に記載）のように、民間の動きに合わせ、空間

の使い方に着目した施策を検討する場合は、スマート・プランニングの手法

を活用することも考えられる。 
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導入・検討に対し、現状を把握するにあたっての切り口及び現状把握・分析す

るにあたってのポイント（表３－１０参照）」を整理した。 

 

③スマート・プランニング 

 
都市計画運用指針の改正（平成３０年７月１３日付）において、都市計画制

度の運用や立地適正化計画の検討等にあたり、都市の抱える課題についての客

観的データの活用を図ることや、その空間分布を視覚的に把握することが有効

であることから、都市計画基礎調査情報の活用や都市構造を可視化するツール

の活用等に係る内容が加えられている。 

スマート・プランニング実践の手引き【第二版】（平成３０年９月）の中で、

スマート・プランニングとは、プローブパーソンデータやＷｉ－Ｆｉ等の個人

単位の行動データをもとに「人の動きをシミュレーション」し、「施策実施の効

果を予測」した上で、施設配置や空間形成、交通施策を検討する計画手法とさ

れている。 

さらには、スマート・プランニングの考え方を導入し、現状の地区の実態や

地区レベルの取組効果を評価することで、行政や民間事業者がデータに裏付け

られた共通認識を持った上で議論することが可能となる。 

 

 
出典：スマート・プランニング実践の手引き 【第二版】 

図３-７ スマート・プランニングが有効な場面 
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表３-１０ 代表的な五つの都市交通施策の導入・検討に対し、 

現状を把握するにあたっての切り口 

 
都市交通施策 

現状把握にあた
っての切り口 

現状把握・分析するにあたってのポイント 

ＬＲＴの新規
導入や延伸 

公共交通サービ
スレベルの現状
把握 

公共交通サービスがいきとどいている地域であるかどうか 

鉄道駅別の端末
交通手段構成比 

鉄軌道駅別の端末手段構成比を把握し、鉄軌道駅へ自動車や路線バ
スでアクセス・イグレスが多い鉄軌道駅を把握する。 
鉄軌道の延伸を検討する場合、鉄軌道駅まで自動車や路線バスで多
く訪れている地域へ延伸することで、自動車や路線バスからの転換
交通量が想定される。 

路線バスの新
規導入や再編 

路線バスサービ
スレベルの現状
把握 

現状の路線バスのサービスレベルを分析することで、路線バスサー
ビスが行き届いていない地域（路線バス空白地域）を把握する。人
口や交通需要が多いにも関わらず、路線バスサービスが行き届いて
いない地域は、路線バス導入による潜在需要が期待される。 

通勤・通学流動
の把握 

通勤・通学時の地域間移動者数を把握する。通勤・通学の移動が多
い地域間は、路線バスを利用する潜在需要が多いと想定される。 

路線バスの利用
時間帯別構成比
の把握 

路線バスの時間帯別構成比を算出し、路線バス需要が多い時間帯と
少ない時間帯を把握する。路線バス運行ダイヤを検討する際の参考
データとなる。 

路線バスの潜在
需要の把握 

路線バスに転換する可能性の高いトリップを把握する。 
例えば、 

・徒歩・自転車・バイクが２０分以上のトリップ 
・65 歳以上及び１８歳未満の自動車同乗トリップ 
・75 歳以上自動車送迎トリップ等が考えられる。 

潜在需要の高い地域は、路線バス導入の実現性が高い地域であると
想定される。 

コミュニティ
バスの導入 

対象地域住民の
公共交通へのニ
ーズ把握 

アンケートを行い、バスサービスへの不満等公共交通へのニーズを
把握する。不便を感じているという回答が多い地域は、コミュニテ
ィバスの潜在需要が高いことが想定される。 

公共交通カバー
エリア内人口の
把握 

現況の鉄道駅及びバス停から一定距離以内の地域をカバーエリア
と定義する。そのエリア内に含まれる人口を算出することで、現況
の公共交通カバーエリア内人口を把握する。カバーできていない地
域では、公共交通の潜在需要が高いことが想定される。 

目的別出発時刻
の把握 

特に高齢者、非免許保有者、学生等のコミュニティバスの利用意向
が比較的高いと想定される属性を対象に、目的別出発時刻分布を把
握することで、コミュニティバスの需要が高い時刻帯が想定され
る。 

公共施設とバス
路線網の関係の
把握 

公共施設分布とバス路線網を把握することで、公共施設に行くため
の公共交通サービスが不足している地域を検討することができる。 

ＭＭ（モビリ
ティ・マネジ
メント） 

代表交通手段分
担率と公共交通
のサービスレベ
ルの把握 

地域別の代表交通手段別分担率と公共交通のサービスレベルより
も、公共交通のサービスレベルが高いにも係わらず、自動車の利用
が多い地域を把握する。（公共交通のサービスレベルが高いことか
らＭＭの効果が高い） 

都市計画道路
の見直し 

主要交通断面交
通量の把握（Ｏ
Ｄ表に基づく） 

現況のＯＤ表に基づく交通量を分析することで、交通量の多い区間
を明らかにし、問題点を把握する。 

道路混雑状況の
把握 

道路の区間別混雑度の状況、断面別混雑度の状況を把握し、地域別
の発生・集中量との比較により、発生・集中交通量が増加し、混雑
度が高い地域は、道路の整備の必要性が高いと想定される。 

資料：都市・地域総合交通戦略及び特定の交通課題に対応した都市交通計画検討のための実態調査・分析

の手引き、平成 22 年 7 月国土交通省都市・地域整備局都市計画課都市計画調査室に基づき作成 
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参考：プローブデータの活用 

 

プローブデータは、ＧＰＳ携帯電話等の移動通信機器を用いて、人の交通行動

又は自動車の動き等のデータをリアルタイムに収集し、データベースに自動的に

蓄積する調査方法で、その特徴は次の２点に集約される。 

・複数日にわたる調査が可能（日々の交通行動の変化の把握） 

・時系列での人の詳細な移動軌跡の把握が可能（所要時間、出発地、目的地、

経路等） 

プローブデータを活用する場合、トリップ目的、利用交通手段、時刻、位置等

の情報を取得することにより、以下の項目を把握することができる。 

・公共交通機関のサービス水準（所要時間・定時性） 

・公共交通機関の結節性 

・道路交通の円滑性（旅行速度、時間信頼性） 

・道路の利用実態（抜け道等） 

・駐車場の選択行動（空き駐車場探索のうろつき等） 

・観光回遊行動商店街・ショッピングモールの訪問・回遊行動 

・その他 

このように、都市圏ＰＴ調査や道路交通センサスで把握し難いとされた、都心

地区等の歩行者の行動や自転車による行動を詳細に把握することへの活用が期待

される。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

出典：社）交通工学研究会プローブパーソン研究会 
http://www.probe-data.jp/act/060701/060701_01.pdf 

 
図３-８ 道路のサービスレベルの観測例 

（所要時間と時間信頼性／所要時間のばらつき） 
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（プローブデータについて） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

ＧＰＳ携帯電話 

ＧＰＳ端末 

プローブデータとは、一台一台の自

動車、歩行者一人一人又は自転車利用

者一人一人をセンサーとみなし、車両

に搭載又は歩行者、自転車利用者が所

持したプローブ機器が、車両、人、自転

車等の位置、速度、その他の車両制御情

報を車外の情報センターへモバイルデ

ータ通信によって送信するデータのこ

とである。 
図３－８の松山市の例では、走行中

の自動車に搭載した機器によりデータ

を取得し、車両の位置と時刻により、走

行速度を算出したものである。 
 

図３-９ プローブデータを 

取得する機器の例 
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Ｑ：社会情勢を考慮した課題例と設定状況は？ 

 

Ａ： 近年の都市を取り巻く状況を踏まえると、都市課題について、下記の７項目

に大別される。 

表３-１１ 将来像の実現に向けた課題設定（例） 

課題分類 具体例 

①都市機能の低下 

 

・バスサービスの低下 

・鉄道、バス路線の減少 

・中心市街地の拡散 

②高齢者外出機会の

減少・健康悪化 

 

・公共交通空白地域が存在 

・脆弱な歩行者・自転車利用環境 

・交通弱者の増加 

③市街地の安全性低

下 

 

・狭隘道路 

・生活道路の未整備 

・放置自転車・路上駐車の増加 

④公共交通サービス

の衰退 

 

・公共交通利用者の減少 

・バス路線の赤字拡大 

・一極集中型の公共交通網 

⑤地域経済・活力の衰

退 

 

・中心商店街の歩行者数減少 

・既存施設の老朽化 

・若年層の流出 

⑥地方財政のひっ迫 

 

・高齢化による行政コストの増加 

・社会基盤整備費用の増大 

・市街地密度低下による都市施設の維持管理費増大 

⑦エネルギー消費量・

排出量の増大 

・モータリゼーションの進展によるＣＯ２排出量増大 

・広域幹線道路等における道路混雑に伴う環境負荷の高まり 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 

よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 
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図３-１０ 戦略事例における課題の設定状況（H29 年度末時点で策定済の総合交通戦略より集計） 
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＜事例＞都市課題の設定事例 

●都市機能の低下を挙げている事例（課題分類①の例）：北九州市 
・人口集中地区（ＤＩＤ）の面積が増加している一方、人口減少に伴いＤＩＤ地区

内の人口密度が低下していることを定量的に示し、他の政令指定都市と比較し

ても都市が拡散傾向にあることを課題として挙げている。 

 

出典：北九州市環境首都総合交通戦略 北九州市地域公共交通計画（R4.3）、北九州市 

 

＜事例＞都市課題の設定事例 

●高齢者外出機会の減少を挙げている事例（課題分類②の例）：明石市 
・パーソントリップ調査を基に年齢別、移動制約の有無別の外出率を示しており、

高齢者は他の年齢層に比較して外出率が低いこと、また移動制約があるほどそ

の傾向が強いことを課題として挙げている。 

 
出典：明石市総合交通計画 平成 24 年度改定版（H25.3）、明石市 
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＜事例＞都市課題の設定事例 

●市街地の安全性低下を挙げている事例（課題分類③の例）：刈谷市 
・中心駅周辺における歩道幅員現況図から幅員が３ｍ未満の歩道が多数点在する

ことを示し、今後増加する高齢者等が安全・安心に移動できる交通環境の確保を

目指している。 

 

出典：刈谷市都市交通戦略（H24.6）、刈谷市 

 

＜事例＞都市課題の設定事例 

●公共交通サービスの衰退を挙げている事例（課題分類④の例）：姫路市 
・パーソントリップ調査を基に鉄道、バス、自動車別の交通流動を示しており、中

心駅への一極集中型の公共交通網では多様な目的地への移動に対する対応が難

しく、自動車交通量が増大していることを課題として挙げている。 

 

出典：公共交通を中心とした姫路市総合交通計画 改訂二版（H28.3）、姫路市 
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＜事例＞都市課題の設定事例 

●地域経済・活力の衰退を挙げている事例（課題分類⑤の例）：水戸市 
・商業の状況として、中心市街地における卸売・小売の売場面積、商品販売額、従

業者数が概ね減少傾向であることを示し、中心市街地の商業集積としての機能

低下を課題として挙げている。 

 
出典：水戸市公共交通基本計画（H28.3）、水戸市 

 

＜事例＞都市課題の設定事例 

●エネルギー消費量・排出量の増大を挙げている事例（課題分類⑦の例）：明石市 
・全国と比較して二酸化炭素排出量に占める運輸部門の割合が大きいことを課題

として挙げ、１人を１ｋｍ運ぶのに排出する二酸化炭素量が３分の１以下の鉄

道やバスの利用促進を目指している。 

 

出典：明石市総合交通計画 平成 24 年度改定版（H25.3）、明石市 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

 Ｑ:入手が困難なデータが多く、評価指標の選定が困難な場合の対応及びデータ入

手・活用の工夫は？ 

 

Ａ:公共交通の乗降データや、ＯＤデータは、協議会に参加している交通事業者の協

力で入手する。結果として、経費縮減に寄与することができる。 

しかし、特にバス事業者は利用者データ等を詳細に把握していない場合が多く、

成果指標の選定・数値の設定に苦慮する場合が見受けられる。 

こうした場合の具体的な対応例としては、「独自のアンケート調査により市民意

識を把握」することやソフト事業については、「社会実験」を行うなどしてバック

データを整備することも必要となる。 
 
Ｑ：ＰＴデータ活用上の課題への対応は？ 

例えば、 

・都心地区内の交通問題検討に際して、ＰＴ等のマクロなデータをミクロな地区

に摘要する場合の精度の低下が懸念されること。 

・大都市圏ＰＴの対象範囲が市域の一部であり、外れる部分の人の動きを把握で

きない場合。 

・ＰＴ調査データのゾーン内交通の解析。 

 

Ａ： ＰＴデータ活用にあたっては、以下の対応・工夫がなされている。 

・ＰＴデータは都市交通全般にわたり目的別交通手段別のトリップＯＤを把握す

ることができ、現況把握としては有用な調査データとして活用した。 

・しかし、戦略で取り扱う人の動きは、歩行者や自転車を対象とする場合も多く、

ＰＴ調査データではゾーン内内交通の解析が課題と述べられているように十分

に対応できない場合がある。そこでこれらの細やかな人の動きを「遅い交通」と

分類し、プローブパーソンを活用している例がある。 

・ＰＴ調査の対象範囲から外れる部分の人の動きは、独自のアンケート調査により

市民意識を把握し、代替している例がある。 

。 
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３-５ 施策パッケージ 

（1）パッケージアプローチの構築とその効果 

 

 
 
 
 
 
 

①目標達成に資する施策をとりまとめ、重点的に施策を推進 

 

パッケージアプローチ型の取組は、地方公共団体や公共交通事業者等、都市交通

に関係する全ての主体が共通の目標のもとで連携・連動し、共通の目標に資する施

策・事業を適切に組み合わせて実施するため、「選択と集中」により重点的な施策の

推進に効果的である。 

 

②官民連携により幅広い施策を総合的、一体的に推進 

 

戦略目標を達成するための交通施策を後述する実施プログラムに基づいて計画

的に進めることが求められている。例えば、環状道路の整備や公共交通の導入、歩

行者・自転車の環境改善といった都市交通施策と土地利用関連施策等が一体となっ

て、官民協働による多様な主体との連携を軸に「総力戦」として実施されることが

必要である。 

そして「総力戦」として取り組むことで、戦略による取組の効果が早期にかつ着

実に、さらに相乗的に発現することを期待するものである。 

施策パッケージを構築するにあたっては、交通事業推進に必要な財政的措置を社

会インフラ整備としてどこまで可能かを明確にするとともに、民間事業者のメリッ

ト、デメリットを明らかにし、経営の改善がどう変化するのかを明らかにすること

等が必要である。また、事業者が実行の判断をするための情報を提供することが必

要で、これが解決しないと民間事業者の協力を得ることは難しい。 

また、施策パッケージを説明する場合、戦略策定主体である地方公共団体の都市

の将来像の実現への「意思」を示すことが市民への説明、事業者の説得に有効であ

ることが導入事例により指摘されている。 

ここでは、総合交通戦略に公共交通の維持・運営が含まれている場合を例として、

施策パッケージから実施プログラムを構築するために配慮すべき事項を以下の通

り整理した。 

・公共交通は、運賃収入による運営という原則を踏まえつつも、協議会等を活用し

て地方公共団体（特に市区町村）が主体的に官民のパートナーシップのもと地域

総合交通戦略の特徴の一つが「都市交通やまちづくりの施策をパッケージ」し、

一体的に取り組むことである。その効果としては、以下のようなものが挙げられ

る。 

①目標達成に資する施策をとりまとめ、重点的に施策を推進 

②官民連携により幅広い施策を総合的、一体的に推進 

③シナリオに基づき各施策が連携・連動し、相乗効果を発揮 
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住民や交通事業者等と連携して、必要な路線のルート、サービス水準等に関する

目標を設定する必要がある。 

・また、これらの関係者が協働して、この目標の実現に向け責任を持って取り組む

ことが重要である。 

・交通事業者のみの負担では事業採算は確保されないものの、地域の強い要望があ

り、公益性が高い路線については、公的関与による整備・運営を図ることも考え

る必要がある。 

・その際、様々な整備・運営の手法がある中で公設民営方式等により地方公共団体

等の公的主体が公共交通の基盤を整備し、民間の資金・ノウハウを活用してサー

ビスを調達することも重要な選択肢である。さらに、企業や市民が負担するよう

な取組等地域住民との連携を図り進めることが有効である。 

 
③シナリオに基づき各施策が連携・連動し、相乗効果を発揮 

 

施策の効果を最大限に導き出すためには、関連する他の施策を組合せて実施する

ことが効果的である。 
例えば、公共交通の利用促進や中心市街地の活性化、環境負荷の軽減等を目標と

した場合、環状道路を整備することで中心市街地から通過交通を排除することがで

き、中心市街地の自動車交通量の軽減が期待される。さらに、これに併せてフリン

ジパーキングの整備やバス等の公共交通との連携を確保することで中心市街地へ

直接流入する自動車交通を軽減させることができる。その結果中心市街地の道路空

間の再配分によりバス優先レーンの設置や歩行者空間の整備が可能となり、居心地

が良く歩きたくなるまちなかにもつながる。 

パッケージアプローチ型の取組は、上記のように関連する施策を同時期に、又は

順序立てて総合的に

実施することで、施策

間の相乗効果や施策

効果の早期発現を期

待するものである。交

通施設に併せて土地

利用関連施策や居住

促進施策、中心市街地

活性化施策等を組み

合わせることで、より

効果的な総合交通戦

略を目指すことが望

まれる。 

 

  

 

にぎわいのある面的な歩行者空間

区　分

ハード ・トランジットモール

施　策 ・歩行者専用道路

・水と緑のネットワーク

・ｲﾍﾞﾝﾄ広場、ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟー ｸ　等

ソフト ・自動車流入規制

施　策 ・ｲﾍﾞﾝﾄ、ｵ ﾌーﾟﾝｶﾌｪ　等

施策例 トランジットモールのイメージ

荷捌き

区　分

ハード ・フリンジ荷捌き駐車場

施　策 ・ポケットローディング

・共同集配施設　等

ソフト ・タイムシェアリング

施　策 ・自動車流入規制　等

共同集配のイメージ施策例 ポケットローディングのイメージ

アクセス

区　分

ハード ・基幹公共交通（ＬＲＴ、ＢＲＴ）

施　策 ・自転車走行空間、駐輪場

・フリンジパーキング

・都心環状道路　等

ソフト ・駐車場有効利用　等

施　策

施策例 自転車走行空間のイメージ

図３-１１ 中心市街地等拠点的市街地における都市交通施策の展開 



80 
 

施策パッケージの構成要素となる施策は以下の通り交通の手段に関わるものか

らソフト施策まで幅広いものがあり、これらを組み合わせて施策パッケージを構

築する。 

表３-１２ パッケージの構成要素となる施策 

1.歩行者施策 
2.自転車施策 

3.公共交通施策 

4.交通結節点施策 

5.自動車施策 

6.駐車場施策 

7.モビリティ・マネージメント施策（ＭＭ施策） 

8.物流施策・その他 

9.土地利用 

10.都市機能の導入 

 

今後は、戦略の目的を考えたとき、土地利用、都市機能の導入等、他のまちづく

りに関する施策も一体のパッケージとして盛り込むことが望ましい。 

（2）施策パッケージを構成する施策・事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次頁表３－１３は、戦略策定都市において実際に取り上げられている主な交通施策

を整理・分類し、それぞれの施策を採用している都市数を集計したものである。 

ソフト施策として、モビリティ・マネジメントによる交通行動変容の取組を挙げて

いる都市が多く見られる。このようにソフト施策をパッケージ化することにより、相

乗効果をさらに高めることが期待される。 

また、都市機能導入施策として「駅周辺の整備」や「地域交流センター」、「複合拠

点」及び「アーケード街の面的整備」等をパッケージしている都市がある。都市機能

の導入のようなまちづくりに関する施策は、人々の生活活動や移動の活発化の直接的

な動機ともなるものであり、交通施策と一体的に実施することで相乗的に効果を発現

することが考えられることから、施策パッケージとして積極的に盛り込むことが望ま

しい。 
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表３-１３ 施策パッケージとして使用された施策 

 
R4.3 時点で策定済みの総合交通戦略より集計 
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参考：施策パッケージの具体例 

①公共交通を軸とした市域全体の施策パッケージと中心市街地のまちづくりを施策

パッケージを組み合わせて市域全体の総合交通戦略として策定／岡山市の場合 

 

■将来都市像     ■戦略図 
「公共交通を中心としたコンパクトでネ

ットワーク化された都市構造」 
 
■戦略目標 
●安全で快適な交通ネットワークをつくる 
●日常の移動を便利にし、健幸な暮らしを支える 
●歩いて楽しい都心空間に変える 
●参加・協働により交通政策を進める 
 

■施策パッケージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜市域全体の施策＞ 
①鉄道の利便性向上 
・サービス水準の向上 
・交通結節点機能の強化 
・使いやすい運賃体系の構築 
・わかりやすい案内情報の構築 
②道路整備による生産性・安全性向上 
・渋滞緩和による移動の円滑化 
・広域交流の強化（物流軸の強化） 
・災害に強い道路ネットワークの形成 
③バスの利便性向上 
・サービス水準の向上 
・交通結節点機能の強化 
・使いやすい運賃体系の構築 
・わかりやすい案内情報の構築 
・定時性・速達性の確保 
・新技術の活用に関する研究 

＜中心市街地の施策＞ 
①人中心の都心空間の創出 
・都市を通過する自動車の流入抑制 
・新技術の活用に関する研究 
②安全安心な歩行空間の確保 
・誰もが通行できる歩行空間の確保 
③回遊性の向上 
・歩行・滞留空間の整備 
・都心内公共交通の利便性・快適性の向上 
・自転車利用環境の向上 
・わかりやすい案内情報の構築 
・定時性・速達性の確保 
・新技術の活用に関する研究 

出典：岡山市総合交通計画（H30.9）、岡山市 
図３-１２ 戦略図（岡山市の場合） 
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②バスを中心とした公共交通に関する市域全体の施策パッケージ／高岡市の場合 

 
■将来都市像 
「コンパクト・アンド・ネットワークのまちづくり」 
■戦略目標 
●都市の成長を高める広域交通体系の構築 
観光に軸足を置いた広域交流の取り組みにより、経済活動の更なる活発化を図る 
●市内を円滑に移動できる交通体系の構築 
円滑な交通体系を構築し、地域交通システムの推進等を行い持続可能な交通網の形成を図る 
●安全・安心な交通環境とサービス水準の向上 
公共交通の利便性や利用促進等に対応するため、IoT や AI 等の先進情報技術を活用する 
●公共交通を利活用するライフスタイルへの転換 
自動車に依存しないライフスタイルの転換を図る 
■施策パッケージ   ■戦略図 
  ＜市内を円滑に移動できる 

交通体系の構築＞ 
①都市交通軸の強化 
・万葉線の延伸 
・高岡駅・新高岡駅間のバス路線の維
持 
②交通都市軸の強化 
・都心エリアと市街地エリアを結ぶ路
線の強化 
・生活路線バス・公営バスの維持 
③公共交通網の維持に向けた交通体系
の再構築 
・市民協働型地域交通システムの導入 
・持続可能な公共交通網の検討 
④観光を促進する交通環境の充実 
・歩いて楽しいまちづくりの推進 
・レンタルサイクルの拡充 
・公共交通を活用した観光企画の充実 

出典：高岡市総合交通戦略（R3.3）、高岡市 

図３-１３ 戦略図（高岡市の場合） 



84 
 

③中心市街地における施策パッケージの例／新潟市の場合 

 

■将来都市像 

「県都新潟の拠点化と安心して暮らせるまち」 

■戦略目標 

●多核連携型のまちづくりを支える交通戦略    － 都心アクセスの強化 

●都市の活力と拠点性を強化する交通戦略    － 広域交通との連携強化 

●まちなかの賑わいを創出する交通戦略    － 都市部での移動円滑化 

●暮らしを支えるモビリティを地域で育む交通戦略－ 生活交通の確保維持・強化 

●みんなで築き上げる交通戦略     － 市民や関係者による協働 

 

■戦略図（まちなかの賑わいを創出する交通戦略） 

 
出典：にいがた都市交通戦略プラン（R1.7）、新潟市 

図３-１４ 戦略図（新潟市の場合） 

 

■施策パッケージ（まちなかの賑わいを創出する交通戦略） 

 

 

 

 

 

①基幹公共交通軸の形成    ②新潟駅周辺整備事業 
③自転車走行空間ネットワークの整備  ④駐車場の整備 
⑤自転車放置禁止区域の拡大及び駐輪場の有料化 ⑥まちづくりと連携した駐車場施策 
⑦既存シェアサイクルの推進   ⑧水運を活用した回遊性向上 
⑨歩いて楽しい賑わいのある空間整備に向けた施策 ⑩幹線道路の整備 
⑪新潟駅周辺整備事業    ⑫道路空間の再構築・利活用 
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（3）施策パッケージ構築の工夫 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ①過去の施策の経験 

 
 

 

  

施策パッケージを組む際には各地で様々な工夫が行われているが、ここではその

一端を紹介する。 

①過去の施策の経験 

これまでの取組で効果があったもの無かったものの理由を分析し，良い施策

は伸ばし，改善すべき施策は見直すことを基本として，主要な地区ごとの特

性に応じて具体施策を検討 

②社会実験の活用 

現実的な課題や計画の妥当性を確認するため、社会実験を実施し、その結果

を受けて施策パッケージを構築し、段階的に施策展開 

盛岡市のもりおか交通戦略（第二期）では、もりおか交通戦略（第一期）の

施策の実施状況と評価結果を踏まえて、「中心市街地回遊性向上・公共交通利

用促進策」、施策を支える「道路網整備」について、具体的な施策を検討した。 

 

ア）中心市街地回遊性向上・公共交通利用促進のための具体施策 

もりおか交通戦略（第一期）では「歩いて楽しむ中心市街地形成」と「公共

交通軸充実・強化」を具体施策の検討テーマとし検討していたが、もりおか交

通戦略（第二期）では交通安全の視点を明確にし、「快適で安全に歩いて楽し

む中心市街地形成戦略」と「公共交通軸の充実・強化を図る戦略」をテーマと

し、それぞれのテーマに応じて具体的な交通施策に取組むこととした。 
 
イ）戦略施策に必要な道路網整備 

もりおか交通戦略（第一期）では「概ね３０年後を目標とする将来道路網計

画（市街地の幹線道路）」を検討する上で、公共交通施策や歩いて楽しむ中心

市街地形成施策を支える実現性のある将来道路網計画として策定した。 

もりおか交通戦略（第二期）では、もりおか交通戦略（第一期）で策定した

将来道路網計画を基本としながら、戦略の施策を支える道路網として、現時

点での交通量推計結果と、近年の盛岡市の道路整備事業費水準とのバランス

を踏まえた、将来道路網計画の検証に取組むこととした。 
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図３-１５ 盛岡市の交通戦略（第二期）策定の流れ 

 

 

 
図３-１６ 盛岡市の具体施策の検討テーマ 
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②社会実験の活用 

 

検討している施策等の妥当性を実際のフィールドで検証するため、あるいは施策

の影響・効果を予測推計する手段が皆無な場合等に社会実験を実施し、その結果を

受けて施策パッケージを構築し、段階的に施策を展開していくことが有効である。 

具体的には、コミュニティバス導入など公共交通は、中心市街地における歩行空

間、自転車走行空間等の確保に際し、発生する問題を地域の人々の参加による社会

実験によって検証し、問題意識を共有しながら、施策パッケージと実施プログラム

を円滑に作成するといった活用の仕方も考えられる。 

ただし、社会実験の実施には時間が必要となる場合もあり、策定地区の実情を踏

まえ実施の判断が必要とされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３-１７ 路線改廃スキームフロー 

 
図３-１８ 判定のイメージ 

明石市では、コミュニティバスの社会実験での運行以降、利便性の向上と利用促

進を実施するとともに、路線の見直しや廃止に向けた手順を明確化した運用を行

っている。図３－１７に示す路線改廃スキームにより路線ごとに運行継続、経過観

察、路線見直し、路線廃止のいずれかを判定している。図３－１８に示すように、

目標値に満たない場合でも利用者が増加している路線の場合には、将来性を見込

んで検討していることが特徴的である。 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 施策パッケージを構築するにあたり、苦労したところ、工夫したところは？ 

 

Ａ: 各都市・地区の事例からみると、以下の点が指摘されている。 

 

（施策パッケージの考え方に関する工夫） 

・市内電車環状線化事業を中核とした事業に取り組み、都心地区の利便性向上と

魅力の向上、さらには賑わいを創出するため、統合的なパッケージとし、集中

的に施策を実施することとした。 

・キーワードを｢公共交通を基軸｣として公共交通に関するハード整備とともに、

ソフト施策及び道路整備部局と調整して道路整備を加えたパッケージとした。 

・公共交通、徒歩・自転車の順として、中心市街地活性化やＭＭなども盛り込み、

総合的な戦略とした。 

・特定の交通モードのスペック向上を目指すのではなく、様々なモードの組み合

わせで市民のくらしを向上させることとした。 

・新たな公共交通システム（基幹バス等）を基軸に考えていたが、バス事業者と

の調整が進まず、戦略が目標としている１０年以内での実現が厳しくなってい

る。現実的な対応として、既存路線バスを対象とした戦略に見直している。 

 

（パッケージを構成する具体施策を選択する際の工夫） 

・これまでの取組で効果があったもの無かったものの理由を分析し、良い施策は

伸ばし、改善すべき施策は見直すことを基本として、主要な地区ごとの特性に

応じて具体施策を検討した。 

・机上シミュレーションによりパッケージを構成する施策の条件を比較・検討

し、最適なパッケージを求めた。 

・現実的な課題や計画の妥当性を確認しながら施策パッケージを構築する必要

があると考え、社会実験を実施し、その結果を受けて段階的に施策展開を考え

る方式をとった。 

・主体施策と支援施策の組み合わせによるパッケージだけでなく、支援施策間の

横断的なパッケージ施策とすることで最も有効と考えられる組み合わせを選

んだ。 

・地元の調整・合意形成に、具体的に目に見えるデータとして利用できるよう交

通シミュレーションで効果を検証しつつプログラムを作成した。 

・財政部門とも連携し、実施プログラムと併せて各施策の事業費を示すことによ

り、施策実現性の高いプログラムを策定した。 
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３-６ 実施プログラム 

（1）実施プログラムの役割 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

実施プログラムは、多様な主体の参加と議論によって進められている総合交通

戦略の進捗管理をオープンにする観点や、効率的な事業等の実施、戦略を実施す

ることによって得られる効果の逐次確認、市民への交通施策への財源投入に対す

る説明力の向上等様々な観点で、交通施策や事業を実施するための主体間の役割

分担、施策実施の順番等目標に到達するまでの手順を定め、関係主体間で共有し

たロードマップとしての役割を有するものである。 

 
 

（2）実施プログラムの作成方法 

 

 

 

 

 

 

 

①戦略実施期間 

 

総合交通戦略では、総合交通の観点から、複数の交通施策を一体的・集約的

に実施することで効果の発現を早めること、相乗的な効果を期待すること等に

配慮する必要があること、また、実施主体の事業費確保等の財政面を考慮して

戦略実施期間を決める必要がある。 

戦略実施期間は、短期から中期（概ね５～１０年）に目指すべき都市の姿と

サービス水準を目標として適宜明示し、その実現に向け官民協働で取り組む必

要がある。 

ここで、戦略実施期間を５～１０年程度とすることが望ましい理由としては、

実施プログラムは、戦略目標の達成を念頭に、関係主体で合意し、施策パッケ

ージに組み込んだ個々の施策・事業について、実施手順、実施時期等を明確にす

ることで、施策、事業の実効性を確保する役割を有するもので、総合交通戦略の

ロードマップとしての役割を有するものある。 

また、今後調整して実現を目指す施策についても、戦略目標の達成を目指す観

点から概ねの役割、内容、時期等を実施プログラムに位置づけていくことが望ま

れる。 

戦略を確実に進めていくためには、施策に対する認識を共有するとともに、

「いつ、誰が、なにをやるか」について責務と役割分担を明確にすることが重要

であり、実施プログラムでは次の項目を明らかにする。 

①戦略実施期間 

②施策パッケージ、事業者ごとの事業実施計画 
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戦略実施都市の事例、関連事業の交付金等に関する実務上の要件等から次の点

が挙げられる。 

・総合交通戦略では、ＰＤＣＡサイクルに基づき推進するため、比較的短期

間に効果を発揮することが必要である。 

・交通施設整備や施策の実現には数年を要する場合が多いため、５～１０年

程度は必要である。 

・社会資本整備総合交付金等の計画期間は、３～５年程度である。 

・策定済の戦略からいくつかの取組を見ると、戦略実施期間は５～１０年程

度で設定している。 

なお、総合交通戦略を交通分野の中長期的なビジョンを示すマスタープラン

としても位置づける場合には、中間年次での実施計画の見直しを前提として、

１０年以上の戦略実施期間を設定する事例も見られる。 

 

②施策パッケージ、事業者ごとの事業実施計画 

 

総合交通戦略は施策パッケージで構成されるため、これらを一体的・総合的

に進めるには実効性の高い実施プログラムが必要である。ここでは、戦略目標

や施策に対する共通認識を持ち、「いつ、誰が、なにをやるか」について、施策

の実施時期、事業主体等を明確にし、事業者の役割分担を相互に認識すること

が必要である。 

具体的には、図３－１９に示すような「総合交通戦略実施プログラム工程表」

を作成し、施策実施期間の妥当性、財源等の確保、施策パッケージとして期待

される効果の発現時期等について検討を行い、関係者間の合意形成を図り、総

合交通戦略の実効性を担保していく努力を行う。 

加えて、施策相互の進捗状況の確認とその効果の把握などその後の展開に対

応して、必要に応じ柔軟に実施プログラムを見直ししていくことも考慮するこ

とが望まれる。 
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図３-１９ 実施プログラムの作成イメージ 

 
  

実施施策
（例）

事業項目
（例） 実施主体

実施プログラム

公
共
交
通

基幹的公共交通の
導入

導入空間整備 自治体

新規車両導入 交通事業者

バス利用環境整備
バスレーン設置 自治体

情報提供機能・施設整備 バス事業者

自
動
車

幹線道路整備
外環状道路整備 国・自治体

都市内道路整備 自治体

自
転
車

自転車空間整備
自転車レーン設置 自治体

コミュニティサイクル 自治体・民間

駐輪場整備 駐輪場設置 自治体

歩
行
者

歩行者空間整備

歩行空間ネットワーク整備 自治体

交流空間整備（公園等） 自治体

無電柱化 自治体

交
通
結
節
点

交通結節点整備

駅前広場整備
（公共空間） 自治体

駅前広場整備
（バス停） バス事業者

ターミナル内サイン整備 交通ターミナル
協議会 等

自由通路整備
自治体

鉄道事業者

駐
車
場

駐車場整備
駐車場配置計画 自治体

P&R駐車場整備 自治体・民間

H●● H●● H●● H●● H●● H●● H●● H●● H●● H●●H●●

調査 整備 社会
実験

社会
実験整備

改善・運用

運用

調査 整備

整備

調査 整備

調査 整備

調査 整備

社会
実験 改善・運用

整備

調査 整備

調査 整備

調査 整備

調査 整備

整備

組織
設置 整備検討

調査 整備

調査 整備

調査・検討

調査 整備

前期 後期

導入検討

○戦略実施期間各年における実施計画として定める（「いつ」「誰が」「何をするか」） 

○事業項目に対して関係する実施主体ごとの役割を考慮したプログラム作成が必要（主体別の工程を明記） 

○上記例に加え、関連する都市施策等との連携方法や財源確保の方法に関する情報付加を行うことが望ましい 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 実施プログラム作成で苦労した点、工夫した点は？ 

 

Ａ: 実施プログラムの検討にあたり苦慮している点、及び課題は事例からみる

と以下のように整理できる。 

 

（実施プログラム作成にあたっての工夫） 

・既存計画（総合計画、中心市街地活性化基本計画、都市計画マスタープラン）

との調整を行いながら設定した。 

・実施プログラムは、①早期実施が可能なもの、②他の施策と合わせて実施する

ことで効果が期待できるもの、③基盤整備が必要だが整備途中でも暫定的な実

施が可能なもの、④基盤整備が必要なもの、という順に取り組む方針。 

・交通以外の大型プロジェクト（病院移設計画など）にも対応できるよう、各段

階での施策内容や検証内容を示し、時間軸を考慮した実施プログラムとしてい

る。 

 

（実施プログラムの担保性の確保） 

・実施体制の役割、機能として、実施プログラムに位置づけた施策の実施や事業

スケジュールの担保性をどのように確保するかが課題。特に、民間主体で実施

する内容については、実現性をどう担保するかが課題。 

・実施主体と密に協議・調整することで実現性の高い実施プログラムを策定する

ことができた。 

・総合交通戦略で構築した施策パッケージを構成する新たなプロジェクトが、地

方公共団体の総合計画に位置づけられたり、交通事業者の経営計画に反映され

たりすると強力な実施プログラムの担保となると言える。 

・都市計画マスタープランの見直し時期等の関係で一体的な検討が十分ではな

かったが、交通戦略が目指す基本方針についてはマスタープランに盛り込み、

最低限の調整を図ることが考えられる。 

・社会資本総合整備計画に位置づけ、当市が実施する予定。また、評価結果は「総

合交通施策懇話会」に示すことを考えている。なお計画実現の評価は、概ね５

年後と１０年後に実施する方針。 

 

（実施プログラム作成における問題点・課題） 

・鉄道は県や沿線市町の支援により運行しているため、県や沿線市町との協議な

ど協議相手数が多く、時間を要している。 

・実施プログラム策定にあたり、交通事業者は「総論賛成・各論反対」の状況に

なっており、例えば乗り継ぎ案内板整備をする際の予算負担等についても調整

に苦慮している。 

・交通戦略の具体化と共に関係業界（バスとタクシー業界等）の調整が困難にな

った。 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

・実現過程においては、随時必要な調査（データ収集）と関係者協議をその都度

繰り返していく必要があり、予算のことも含めると、プログラムを組み立てる

のは難しいと感じた。 

・実施年度及び事業費を示す方法を模索していたが、近年の経済状況などを勘案

するなか、特に中長期で行う事業においてそれらの公表には慎重な意見もあ

り、調整がつかず断念。 

・総合交通戦略の策定（施策パッケージの検討、実施プログラムの検討）にあた

って他都市の事例が大いに役に立った。具体的にどのような検討・成果を出す

のかが手探り状態であった。現在、国交省のＨＰで認定都市の状況が紹介され

ているのでこれが参考になる。 
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第４章 総合交通戦略の実施 

４-１ 総合交通戦略実施とその監理 

（1）支援策の活用 

 
 
 

 
総合交通戦略の策定及び実施にあたっては、以下のような支援策が講じられ

ている。 
＜策定＞ 
 以下のような支援策を活用して戦略策定のための調査を行うことが可能

である。 
 ・街路交通調査費補助 
 ・都市・地域交通戦略推進事業費補助 
 ・社会資本整備総合交付金（都市・地域交通戦略推進事業） 
  
＜実施＞ 
 都市・地域交通戦略推進事業等の社会資本整備総合交付金の活用が可能で

あり、立地適正化計画に位置づけられた事業や滞在快適性等向上区域へのア

クセス等に寄与する都市交通施設整備に係る事業等については、補助率の嵩

上げ等の支援の活用が可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

総合交通戦略の策定・実施にあたっては、社会資本整備総合交付金等の支

援策を十分に活用されたい。 

図４-１ 都市・地域総合交通戦略に対する支援策 
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＜認定＞ 
策定した総合交通戦略については、国土交通大臣の認定を受けることができ、

令和４年３月現在、６８都市の戦略が認定を受けている。（その他、過去大臣認

定を受け、更新にあたり大臣認定を受けていない地区（１０地区）あり。） 
また、平成３１年度からは地区交通戦略（第５章に記載）に関する要件を追

加した。この要件を満たした大臣認定戦略については、社会実験や歩行空間整

備、駐車場の整備などの支援メニューの活用が可能である。 
 

表４-１ 都市・地域総合交通戦略認定都市（令和４年３月現在、６８都市） 

 
市区町村名 策定年月 主な施策・施策パッケージ 

札幌市（第 1 期） H24.1 歩道のバリアフリー化、路面電車の延伸、結節点整備 

札幌市（第 2 期） R2.3 歩道のバリアフリー化、交通結節点強化、広域連携（新幹線・空港） 

盛岡市 H21.10 自転車走行空間、既存バスシステムの改善、駐輪場整備 

盛岡市（第 2 期） R3.9 街路空間の利活用、交通結節点整備、自転車走行空間整備拡充 

仙台市（第 1 期） H22.11 地下鉄整備、バス路線の再編、交通結節機能強化 

仙台市（第 2 期） R3.3 バス幹線軸の形成、地域交通の確保充実、都心交通環境の再構築 

郡山市 H23.6 新駅の整備、自転車レーン・歩道の整備、エコ通勤の推進 

群馬県 H30.3 バス等の公共交通網の再編、交通結節点整備 

さいたま市（第 1 期） H23.3 都計道整備、交差点の改良、交通結節点における駐輪場整備 

さいたま市（第 2 期） H29.7 都計道整備、公共交通機能の強化、歩行者空間整備 

さいたま市（第 3 期） R3.3 都計道整備、公共交通機能の強化、歩行者空間整備 

川越市 H29.3 公共交通機能の強化、交通結節点整備、道路 NW 整備 

柏市（第 1 期） H22.3 バス路線の充実、駅前広場の整備、バス機能の強化 

柏市（第 2 期） R3.3 自由通路整備，駅前広場整備，結節機能整備，MM 

新宿区 H23.3 自由通路の設置、駅前広場の設置、駐輪場の設置 

豊島区（第 2 期） R2.3 歩行者空間・ネットワークの拡大、新たな公共交通の導入、駐車施設の見直し 

府中市 H30.5 自由通路再整備・新設、自転車駐車場の移転・再配置 

立川市（第 1 期） H21.3 自由通路等整備、バス交通強化、交通結節点整備 

立川市（第 2 期） H27.6 公共交通機能の強化、自転車走行空間整備 

町田市 H22.3 バスの高度化・路線再編、荷捌き駐車対策、歩行者空間 

大和市（第 1 期） H25.3 駅施設のバリアフリー化、放置自転車対策の充実 

大和市（第 2 期） H29.4 歩道環境整備、駅再整備・駅舎改良、MM 

神奈川県西部都市圏 H26.10 走行空間・ネットワーク整備、結節機能整備、MM 

松本市（第 1 期） H27.10 走行空間・ネットワーク整備、結節機能整備 

松本市（第 2 期） R3.9 持続可能な公共交通体制構築、自転車活用推進、歩行空間創出 

新潟市（第 1 期） H20.3 基幹公共交通軸整備、歩行者空間、MM 

新潟市（第 2 期） R1.7 基幹公共交通軸整備、バス交通強化、交通結節点強化 

富山市（第 1 期） H19.11 路面電車環状化、結節点整備（連立、区整）、歩行者空間 

富山市（第 2 期） H27.3 バス機能の強化、結節機能整備、駅周辺整備 

金沢市（第 1 期） H20.3 歩行環境、バス交通強化、MM 

金沢市（第 2 期） H28.3 走行空間・ネットワーク整備、結節機能整備、MM 

岐阜市（第 1 期） H21.3 自転車走行空間・駐輪、バス路線再編、歩行者空間 

岐阜市（第 2 期） H26.3 自転車走行空間・駐輪、バス路線再編、歩行者空間 

岐阜市（第 3 期） H31.3 自転車走行空間・駐輪、バス路線再編、歩行者空間 

多治見市（第 2 期） H26.3 バス機能の強化、結節機能整備、駐車場整備 

浜松市 H22.5 公共交通 NW、環状道路等整備、都心交通環境 

富士市 H22.3 新たな交通システム導入、都計道整備、交通結節点 

湖西市 H26.3 道路空間配分、結節機能整備、MM 

安城市 H22.3 鉄道利用促進（交通結節点強化）、バス利用促進、自転車利用促進 

刈谷市 H24.6 交通結節点強化、MM、交差点における安全確保 

幸田町 H22.3 新駅整備、結節点整備、歩行者空間 
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岡崎市 H23.3 バス基幹軸の形成、自転車・歩行者通行環境の確保 

豊田市（第 2 期） H24.3 歩行者空間整備、荷捌き駐車場、駅周辺整備 

豊田市（第 3 期） H28.3 公共交通のバリアフリー化、駅周辺整備、自転車走行空間整備 

豊橋市 H28.3 歩道環境整備、結節機能整備、自転車走行空間整備 

東海市（第 1 期） H27.3 歩行者空間整備、自転車走行空間整備、新駅設置 

東海市（第 2 期） R3.3 歩行者空間整備、自転車走行空間整備、新駅設置、駅前広場整備 

蟹江町 R2.3 自由通路・橋上駅舎整備、駅前広場整備、公共交通利用環境向上 

弥富市 R3.3 自由通路の設置、駅前広場の設置、走行空間・ネットワーク整備 

四日市市 H23.10 歩行者空間整備、コミュニティバス等の充実、MM 

名張市 H28.8 歩道環境整備、自転車走行空間整備、結節機能整備、MM 

福井市 R3.3 公共交通利用環境の改善、地域拠点への機能集積、MaaS 

福井市（地区交通戦略） R3.12 歩行者空間整備、自転車通行環境整備、ＤＸ技術を活用した情報伝達・取得、

駐輪場整備、駐車場マネジメント、公共交通利用促進 

草津市 H26.3 歩行者空間整備、バス機能の強化、結節機能整備、MM 

彦根市 H29.6 公共交通のバリアフリー化、結節機能整備、駅前広場整備 

京都市（第 1 期） H22.1 駅前広場整備、歩道拡幅、新しいバスシステムの導入 

京都市（第 2 期） R3.11 公共交通の維持・確保、公共交通利用環境整備、データの利活用による交通

サービス向上、歩行空間整備、MM 等 

枚方市 H30.12 駅周辺再整備ビジョンの実現、道路空間再配分等、ＭＭ 

岸和田市 H30.10 歩行空間整備、バリアフリー化の推進、鉄道駅等へのアクセス道路整備推進
等 

箕面市 H24.3 鉄軌道の整備、バス路線網の再編、交差点の改良 

高槻市 H28.3 歩行者空間整備、駅前広場整備、公共交通のバリアフリー化 

東大阪市 R1.11 結節点整備、都市計画道路の整備、モノレールの延伸 

芦屋市 H30.3 JR 芦屋駅周辺整備（駅前広場・駅舎バリアフリー化）、バス路線の再編等 

明石市（第 2 期） H25.3 交通結節点整備、バス路線網の再編、交通安全対策の充実 

姫路市（第 1 期） H21.4 公共交通利用環境改善、結節機能整備 

姫路市（第 2 期） H25.4 公共交通利用環境改善、結節機能整備、駅周辺整備 

姫路市（第 3 期） H28.3 公共交通利用環境改善、自転車走行空間整備、結節機能整備 

姫路市（第 4 期） R3.7 バス路線網の維持・再編、交通結節点の整備・機能強化、歩行者・自転車利
用環境整備、地域輸送資源の活用 

神戸市 H25.9 バス路線の見直し、MM、新駅の整備 

西宮市 H28.9 歩道環境整備、公共交通機能の強化、結節機能整備 

伊丹市（第 1 期） H28.3 歩行者空間整備、自転車走行空間整備、公共交通機能の強化 

伊丹市（第 2 期） R3.3 歩行者空間整備、自転車走行空間整備、公共交通機能の強化、空港へのアク
セス確保 

和歌山市 H31.3 基幹公共交通軸整備、結節点整備、自転車走行空間 

岡山市（第 1 期） H21.10 LRT 導入、公共交通 NW、自転車環境 

岡山市（第 2 期） H30.9 在来線 LRT 化、路面電車の駅前広場乗り入れ、歩行・滞留空間の整備 

総社市 R2.3 デマンド交通の充実、在来線 LRT 化、中心部の回遊性向上等 

福山市 H21.10 道路整備、MM、バス NW 

東広島市 H27.3 歩行者空間整備、公共交通機能の強化、結節機能整備 

岩国市 H23.3 駐輪場の再整備、交通結節点強化、MM 

下関市 H30.3 路線バス再編、地域公共交通導入、公共交通利用促進等 

松山市 H22.7 交通結節点、歩行者・自転車、骨格道路整備 

新居浜市 H21.3 公共交通強化、都計道整備、歩行者・自転車 

北九州市（第 1 期） H20.12 公共交通強化、都計道整備、MM 

北九州市（第 2 期） H28.8 歩道環境整備、公共交通強化、都計道整備、MM 

北九州市（第 3 期） R4.3 公共交通ネットワーク強化、結節機能強化、MaaS、バリアフリー化 

福岡市 H27.3 自転車走行空間整備、交通結節点、MM 

熊本都市圏（第 2 期） H30.11 路面電車延伸、バスターミナル整備、サイクル＆ライド、環状道路整備 

那覇市（第 1 期） H22.3 基幹的公共交通導入、MM、歩行者空間 

那覇市（第 2 期） R3.3 MM、公共交通利用環境向上、多様な移動手段の利用環境向上、道路網整備 

宜野湾市 H24.3 交通結節点整備、自転車利用環境の充実、MM 

浦添市 H25.2 基幹バス導入、MM、自転車走行空間整備 

沖縄市 H28.3 歩道環境整備、自転車 NW、公共交通機能の強化 

うるま市 R2.3 道路網・交通環境・交通体系・公共交通サービス等の構築、交通空間の創出 

与那原町 H30.3 バス交通再編、公共交通システム導入可能性検討等 
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（2）実施の担保性向上 

 
 
 
 

 
 
 
 

①総合計画・都市計画マスタープランへの反映 

 

総合交通戦略の担保性を高めるためには、都市計画マスタープランや都市計

画等への反映や、時期を捉えて総合計画や他の行政計画等への反映を考えるこ

とが有効である。戦略策定・実施と同じタイミングでそれらの計画策定の取組

が行われている場合は、すぐに反映させることが可能だが、そうでない場合は、

その他の様々な行政計画（中活計画、環境計画等）に反映しておき、時期を図

って上位計画に位置づけ、相互に整合を図っていくことも考えられる。 

特に総合計画への位置づけは、交通分野の施策の実行にあたっての担保性の

向上を得る上で重要である。このため、企画財政部局との調整、連携を図り、

総合交通戦略の内容の総合計画への位置づけを図ることが望ましい。事例では、

総合交通戦略を総合計画における交通分野の施策のアクションプランと位置づ

けているものも見られる。 

 

②関係機関との協定等の締結 

 

総合交通戦略を実施する担保性は、主体となる関係機関との協力と合意が欠

かせない。総合交通戦略策定の取組の中で、いかに関係機関と協議し、合意を

取り付けることができるかが重要となってくる。そのため、それら関係機関と

協定、覚書といったものが締結することが担保性を向上させる大きな手段と言

える。 

  

総合交通戦略は実施期間が概ね５～１０年となることが多く、施策を着実

に実施していくためには担保性の向上に努める必要がある。そのためには下

記の工夫が考えられる。 

①総合計画・都市計画マスタープランへの反映 

②関係機関との協定等の締結 

③行政内部の体制づくり 
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③行政内部の体制づくり 

 
地方公共団体主体の事業実施の担保は事業予算の確保であり、単年度決算ベ

ースの会計制度上、複数年にわたる事業予算の確保は実質的には困難であり、

これまで総合交通戦略を策定した都市の実務担当者からも苦労しているとい

う声が多く寄せられている。絶対的な担保はとれないまでも、担保性を高める

ことは可能であり、実際の事例等を参考にその方策について以下に紹介する。 
ア）首長をはじめとする理事者へのアプローチ 

事例１：行政経営会議（理事者主体）の議題として提示し了解を得た。 
事例２：総合計画の実施計画に主要施策を盛り込んだ。 

イ）財政部局へのアプローチ 

事例１：策定協議会のメンバーとして参画してもらった。 
事例２：国の認定を受けたものであることを背景に予算確保の交渉を 

行った。 
事例３：総合交通戦略をそのまま社会資本総合整備計画に位置づけた。 
 

次に、事業予算の確保とあわせて実施の担保性を高めるための課題として、

事業実施体制の確立が挙げられる。総合交通戦略は行政外部との連携のみなら

ず、庁内の一体的連携が不可欠であることは繰り返し述べているところだが、

現実的にはそうした体制が取れていないケースが多いのも事実である。総合交

通戦略策定の担当部署と総合交通戦略に盛り込まれた施策・事業の実施担当部

署が異なることはどこの地方公共団体でも一般的にあり得る状況であり、事業

実施担当部署の総合交通戦略に対する意識が高まらずに、事業が進められない

といった状況も報告されている。 
一方で、庁内に横断的な総合交通戦略推進プロジェクトチームを設置して、

施策・事業の実施段階においても一体的な連携を維持している事例もあり、こ

うした実施体制を総合交通戦略策定の段階から検討する等により、事業の着実

な実施を図り、地方公共団体が実施段階におけるけん引役となることが、総合

交通戦略の円滑な推進のために必要である。 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 
Ｑ: 戦略策定後の進め方は？  

 

Ａ: 戦略策定後に実施することは、戦略に位置づけた施策の進捗状況をモニタ

リングするとともにそれを評価すること、また、この間市民評価、意見を反映

すること、そして一定期間後戦略の見直しを検討すること等を実施していくこ

とが必要である。これらを進めるにあたり、一つの事例として「進捗管理、評

価をのための委員会（毎年開催）」、「地域公共交通会議（必要に応じ開催／法

定）」、「見直し検討委員会（５年後）」により進めることが考えられる。 

 

Ｑ: 事業スケジュール、全体実施期間の設定方法とその理由は？ 

 

Ａ: 各都市・地区の事例による事業スケジュール実施期間等を設定した理由又

は背景は次に示す通りである。 

 

・財政状況から見た投資可能時期、整備計画の具体化や関係機関・地元等との調

整・合意形成に要する時間、実施前に社会実験の実施が必要なものなどを考慮

して設定した。 

・段階的に施策を展開していく観点から、概ね前期・後期の各 5 年に分けて設定

した。 

・概ね１～２年ごとに進捗管理を行うほか、中間年次では評価･改善を実施する。

この際、必要に応じて戦略の見直しを図り実効性を確保する。 

・市民の意識の変化を、短期（概ね５年）ごとに把握し、実施プログラムの見直

し等へ反映する。 

・年度ごとに、各事業主体が実施すべき施策が具体的に把握できたため、短期計

画内の事業実施スケジュールを策定することができた。 

・すぐできる施策や社会実験等による一定の試行期間を設け、施策実施の可能性

や期待できる効果を検証しながら本格実施に移行する施策があり、その効果や

評価を行うために一定の期間が必要。 

・社会実験を実施した上で段階的な施策展開を行うため、施策の効果や、市民意

識の変化も確認する必要がありこれらを踏まえて設定する必要がある。 

・施策の進捗状況は毎年確認する。効果の検証・評価、必要に応じた施策の改善

等を適時行いながら、策定後５年目、１０年目に見直しを行う予定。 

・交通マスタープラン推進委員会で事業の進捗について確認する。概ね５年を目

途に総合交通戦略の評価・見直しを予定する。 

・「戦略策定協議会」を引き継いだ「戦略管理･運営組織」が、概ね１～２年ごと

に事業の進捗を確認するとともに、中間年次に評価を予定している。 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 
Ｑ: 実施段階における体制で現実に抱えている問題点や他の自治体担当者向け

に留意点は？ 

 

Ａ:  

・数値目標が達成できなかった場合、その原因、理由、背景などを明らかにして、

どのように対応していくのか検討していく必要がある。 

・市民への説明では、市民懇談会、シンポジューム等を活用し、より理解が深め

ていくことが望ましい。また、これらは、第三者的なＮＰＯなどを中心に進め

ることも一つの手法として考えられる。 

・まちづくりプロジェクトの一環として検討を進めているため、事業化段階での

交通施策との整合性を図っていくことが必要である。 

・戦略を展開する場合、事業者の予算等に左右される可能性や社会情勢の変化に

より市長等が変わった場合、施策が大きく変更される可能性を秘めていること

も留意する。 



101 
 

４-２ 総合交通戦略の評価と見直し(第二期総合交通戦略へ) 

（1）ＰＤＣＡサイクル等による取組の必要性 

 
 
 
 
 

今後の人口減少、超高齢社会にあっては財源的な制約等を考慮しつつ、集約

型都市構造による効率的で質の高い都市づくりの実現に向けて対応していくた

めには、目標達成型の施策展開として総合交通戦略を構成する施策を集中的、

かつ、重点的に展開し、直面する社会情勢の変化や施策の進捗状況に対応しつ

つ、適宜見直しを図りながら進めることが必要とされる。 
具体的には、各種施策を着実に実施し、実施したものに対して明確なデータ

や指標に基づき、客観的、公正な評価を行い、また情勢の変化等による新たな

視点等を加えながら、より良い状態へとスパイラルアップを図っていくことが、

今後の都市交通の取組に欠かせないものとなっている。 
また、総合交通戦略において評価や見直しを永続的に保持していくためには、

地方公共団体が市民の移動を担う都市交通の取組の重要性をあらためて認識し、

その位置づけを高めた上で、その進捗状況等の把握や評価、見直しを行うシス

テム、すなわち、ＰＤＣＡを実行していく体制と実施スキームを整備しておく

ことが望まれる。 
なお、ＰＤＣＡを実行していく体制は、一般的には戦略策定時の協議会が引

き続きこの役割を担うことが効率的であり、そのようなケースは多く見られる。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 ここでは、一旦整備したものでも情勢の変化等により必要性が低下した場合、

それをより短期的に改編、廃止する等の決断を下す場面が今後あり得ること等も

認識しておく必要がある。 
  

総合交通戦略はＰＤＣＡサイクル等の手法により、総合交通戦略を適切に評

価し、場合によっては見直しを行うことが必要である。総合交通戦略の取組の

評価やチェックにあたっては、明確なデータや指標等に基づき、評価できるシ

ステムを構築することが大切である。 

図４-２ ＰＤＣＡによる総合交通戦略の進め方のイメージ 
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（2）総合交通戦略評価の進め方 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
総合交通戦略の評価（戦略目標の達成度の評価）は、戦略目標を具体的に示

す評価指標と数値目標をもとに定量的、定性的に行っていく。 
評価指標はアウトカム（都市のサービス水準指標）とアウトプット（施策・

事業の実施量・整備量）の両方が挙げられるが、ここではアウトカムを取り上

げて記述する。 
まず、数値目標に対して達成したかどうかを算定する。具体的に言うと、例

えば公共交通利用者数を評価指標とし、その数値目標が現況値から１０％増加、

ということであれば、評価時に実態調査を行う等により利用者数を算出、現況

値に対して何％増加したかを算定し、達成度を明らかにする。 
その結果、数値目標に到達しなかった場合、その要因・理由を検討する。例

えば、次のような要因が考えられ、あらゆる視点から検証を行う必要がある。 
・施策が予定通りに進められなかった（アウトプット）ためなのか 
・想定したほど効果が発現しなかったためなのか 
・想定外の社会情勢の変化等（外部要因）によるのか 
・設定した数値目標にそもそも無理があったか等 
そして、ここで明らかにした要因・理由を踏まえて今後の対応方策を検討す

る。ここでは、その要因・理由を取り除くことが可能と判断できるかどうかで

対応方策も変わってくる可能性があり、例えば予算確保ができずに実施スケジ

ュールが遅れたことが要因であれば、他の方法で予算を確実に獲得する（可能）、

予算確保は今後厳しいので、コストのかからない他の施策（パッケージ）を再

検討する（不可能）等の対応方策を導き出すことになる。 
数値目標を達成した場合にあっては、次のステップに向けて検証を行う必要

がある。例えば、目標達成度が大幅に目標値を上回った場合、単純に想定以上

の相乗効果が発現したからなのか、想定外の作用が働いたのか、設定値が適正

でなかったのか等、要因・理由を分析・評価した内容はその後の展開に反映す

ることが可能である。これらの一連の評価検討成果を踏まえて、次の総合交通

戦略を構築していくことになる。 

総合交通戦略評価の進め方は、基本的に総合交通戦略の策定時に検討されて

いることが必要である。体制、実施時期、内容、方法等について具体的に総合

交通戦略に盛り込んでおくことは、施策実効の担保性が向上することが考えら

れる。 

具体的な進め方としては、各施策が実施プログラム通り進捗しているかを確

認していくとともに、あらかじめ設定した評価指標、数値目標に基づき、達成

度合いとその結果の考察を加えるものだが、評価時の情勢等も考慮しながら新

たな視点による評価項目を加える等して柔軟な検証を試みることも、次の

Action を見据える上で重要である。 
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評価の進め方の概要を下記に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次に、評価に際して、主なポイント・留意点は以下の通りである。 
・評価の作業を厳密化しようとすると、その考えが総合交通戦略への取組の

意欲を減退させる可能性がある。作業可能な範囲、誰にも分かる範囲で評

価が行われることを優先させる。 
・「評価」は、改善を目的とするものであり、当事者の責任を問うものでは決

目標達成度を明らかにする 

未達成(達成)要因を分析する 

対応方策を検討する 

総合交通戦略の改善、第二期

総合交通戦略へ 

・総合交通戦略取り組み前の現況値の把握 

・評価値の抽出 

・達成度の算出 

・総合交通戦略実施内容の精査 

・外部要因(社会、経済、法規制等)の抽出 

・未達成(達成)要因の分析 

・対応の可能性の検証 

・対応方策の検討 

・総合評価 

図４-３ アウトプットとアウトカム指標との関係イメージ 

図４-４ 評価の進め方 
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してないことを認識した上で、要因・理由の分析結果を活用することが望

ましい。 
・評価指標は既存統計資料のデータを使用するなど、できるだけ取得が容易

なものが望ましい。 
・評価値の抽出にあたり、現況値の算出と同様の手法、計測範囲、対象範囲

で行う。 
・都市や交通環境を取り巻く情勢や関連する情報をできる限り幅広く収集す

るために、様々な専門家の意見や第三者機関の活用を図ると良い。 
・評価の経緯や内容は、市民の理解を得るために、可能な限りわかりやすい

表現方法に努める。 
・評価結果についての公表やパブリックコメント等を実施する。 
・評価を進めやすくするために、総合交通戦略を立てる段階から明確な施策

のロジックモデルを構築することが望ましい。 
 
なお、戦略目標の達成状況の評価にあたっては、実施プログラムに位置づけ

た各施策の状況把握も重要であることから、各施策が予定通り進捗しているか

の評価を行うことが望ましい。各施策の進捗状況の評価にあたっては、各施策

の実施主体へ進捗状況に関するヒアリング等を行い、予定通り進捗しているか、

進捗していない場合にはその理由と今後の対応方針について確認する。施策の

進捗状況の確認結果を踏まえて、次年度（次期）における施策の見直し等を検

討する。 
 
また、評価の際に参考とすべき資料を表４－２に示す。 

  



105 
 

 
表４-２ 評価の際に参考となる資料及び概要 

 
参考にする資料 概要 

スマート・プランニン

グ実践の手引き【第二

版】 

人の属性ごとの行動データをもとに、利用者の利便性

や事業者の事業活動を同時に最適化する施設立地や回

遊動線の構築を検討するための計画手法である「スマ

ート・プランニング」の実践方法をとりまとめたもの。 

回遊性向上（空間形成、動線確保）や施設の配置、駐

車場や駐輪場の配置等の効果を計測する際の項目や調

査方法を参照。 

まちの活性化を測る歩

行者量調査のガイドラ

イン 

まちの活性化と歩行者量の関係を検証するとともに、

歩行者量の特性を踏まえ、その調査手法等を示したも

の。 

賑わい創出に係る取組の効果を計測する際に、歩行者

通行量に着目した評価指標や調査方法を参照。 

まちづくりにおける健

康増進効果を把握する

ための歩行量（歩数）

調査のガイドライン 

「歩く」ことの促進（歩数）と健康増進効果との関係

性を整理し、関連する調査方法や分析の際の留意点を

とりまとめたもの。 

健康増進面の施策効果の計測に際し、評価指標や調査

方法を参照。 

都市構造の評価に関す

るハンドブック 

現況及び将来における都市構造のコンパクトさを、生

活の利便性、健康・福祉など六つの分野から多角的に

評価する手法をとりまとめたもの。 

地価や商業売り上げなどの地域経済への効果等を計測

する際の項目や調査方法を参照。 

都市・地域総合交通戦

略及び特定の交通課題

に対応した都市交通計

画検討のための実態調

査・分析の手引き 

総合交通戦略の立案及び施策実施時・実施後のモニタ

リングや、特定の交通課題に対応した都市交通計画立

案などのために必要なデータを収集する機動的かつ効

率的な交通実態調査と、そのデータを活用した事業・

施策の効果分析等の検討や数値指標・数値目標の設定

など交通計画の企画立案を支援するための手引きとし

て作成したもの。 

まちなかの居心地の良

さを測る指標（案） 

歩きながらまちなかの状況を簡易に現状把握するため

のツールとして、ハード環境（歩道・施設帯や沿道建

物・広場・公園）、空間の快適性・魅力、人々の行動の

多様性という三つの視点から指標を提示している。 
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＜事例＞各種施策の進捗状況の評価に関する事例 

●継続的に各種施策の進捗状況を把握している事例：明石市 
・各施策体系ごと及び地域別に施策の進捗状況を把握 
・把握した進捗状況を、協議会において共有するほか、市のホームページで市

民向けに公開している 
 

 
出典：令和２年度明石市地域公共交通会議（第２回）資料７、明石市 
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＜事例＞戦略目標の達成状況の評価に関する事例 

●次期戦略において前期戦略の振り返りを実施している事例：仙台市 
・第１期戦略の策定から約１０年が経過して策定した第２期戦略において、第

１期戦略で設定したモニタリング指標に基づき数値で達成状況を評価し、第

１期戦略の振り返りを実施している。 

 

 
出典：せんだい都市交通プラン（R3.3）、仙台市 
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（3）総合交通戦略の見直し（第二期総合交通戦略へ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

①見直しと継続的な取組の必要性 

 
総合交通戦略は、これまでに何度も述べている通り、施策（パッケージ）の

効果をより短期的に発現させ、正のスパイラルでもって都市交通環境を相乗的

に改善させようとする狙いがある。 
ところで、これまでにない社会・経済情勢の急速な変化、新たな価値観の創

出、人々の活動の変化等によって、都市づくりの方向性も少しずつ変化してい

く。こうした背景の中、想定した効果が得られなければ、その原因を追究して

効果が得られるように早急に改善しなければならないし、効果が発現したら次

のステップに進んでいくことが求められている。 
総合交通戦略はこれらの状況に対応していくためにも、なるべく短期間で施

策展開を行い、定期的にその効果を検証しつつ、常に改善して継続していくこ

とが必要である。 
 

②第二期総合交通戦略に向けた見直しについて 

 
早期に総合交通戦略に取り組んだ都市では、評価（Check）を経て、次の段階

へ移行する時期にさしかかっており、当初の総合交通戦略の反省点（技術的、

実務的）を見直し、次の総合交通戦略（第二期総合交通戦略）に反映させるこ

とが望ましい。都市によって、時点修正型の内容になるのか、重点転換型にな

るのかは様々であると予想されるが、いずれにおいても状況変化を踏まえ積極

的に継続して進めていく必要がある。 
特に、連携して取り組んでいる他の関係機関とは一層の協働意識を持てるよ

うに働きかけ、市民に対しても、総合交通戦略に対する理解と周知をさらに図

っていくこと等で、着実かつ効果的な推進が期待される。 
見直しを含めた第二期総合交通戦略の進め方は、実施期間や対象となる施策

（パッケージ）が必要とする事業期間の長短にもよるが、総合交通戦略が集中

的、重点的に施策展開し、短期的成果を得ることを目的の一つとしていること

からも、概ね５～１０年程度が基本となる。また、より綿密な評価をしていく

ために、その中間時となる３～５年に中間評価を実施することが望ましい。 

総合交通戦略は、短期間における重点的施策展開とその評価を経て、必要に

応じて見直しを図っていく必要がある。都市を取り巻く社会情勢の変化やそれ

に応じた都市づくりの方向性の変化、あるいは目標達成により効果的な新たな

手法・施策が開発される等、様々な要因を迅速に捉え、柔軟に改善していくこ

とが望ましい。 

見直しにあたっては、客観的で公正な評価、知見や見直しの要因等を公明正

大にあらわし、市民・関係機関の理解と協力を得て、効果的に推進したい。 
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また、地区交通戦略（第５章に記載）のように、民間の動きに合わせ、少し

ずつ施策を改善しながら進めていくことも考えられる。その場合は、より短期

間での評価、施策展開となることが想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
図４-６ 総合交通戦略の進め方と見直しに向けたロードマップ（例） 

  

各種施策の進捗状況の管理

戦略目標の達成状況の管理
（評価指標で管理）

総合交通戦略の計画

策定時

戦略
策定

１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 ７年後 ８年後 ９年後 １０年後

戦略
改訂

次期戦略
策定

：可能ならば実施が望ましい：実施

中間
評価

最終
評価

実施プログラムの見直し 実施プログラムの見直し

将 来 都 市 像 

戦 略 目 標 

第一期総合交通戦略 

評価 

修正 

（熟度の向上、改善） 

 

第二期総合交通戦略 

図４-５ 総合交通戦略の進め方（将来都市像が変わっていない場合） 
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＜事例＞評価プロセスに関する事例 

●進捗管理と達成度評価を計画的に位置づけている事例：熊本都市圏 
・施策の進捗管理を毎年行い、弾力的な見直し・改善を実施 
・２０２２年度・２０２６年度には、成果指標で設定した目標値の達成状況の

確認・評価を実施 
 

 
出典：熊本都市圏総合交通戦略（H30.11）、熊本都市圏総合交通戦略協議会 
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＜事例＞評価プロセスに関する事例（海外） 

●具体的な評価プロセスを位置づけ：マンチェスター 

・各年の目標及び施策プログラムの評価プロセスを明記 

・期末のモニタリング結果で目標値に満たない場合、工程及び目標設定の妥当

性をレビューし、不適切であった場合は次年度の実施プログラムを見直す。 

・目標値を満たす場合でも、さらに高い要求への対応が可能か確認し、可能で

ある場合は目標設定を見直す。 

・目標値の妥当性評価においては、新たなデータや目標設定モデルを用い、外

部要因の変化等、あるいは実施スキームのモニタリング状況を踏まえた検討

を行う。 

 
 

 
Greater Manchester Local Transport Plan 2006-2011 より作成 

  

プログラムの実施とモニタリング 

次 年 度 の 実

施 プ ロ グ ラ

ム の 見 直 し

と改善 

継続する 

年次のモニタリング結果のレポートを作成 

（7 月） 

目標非達成 

 

目標達成 

進捗の確認と 
目標が高すぎたか

どうかの確認 

（8 月/9 月） 

進捗の確認と 
目標が低すぎたか 

どうかの確認 
（8 月/9 月） 

Yes 

 

No 

 

No 

 
目 標 見 直

  

新しいデータ 

新しい目標、モ

デル、手法 

国の状況変化等

の外的要因 

前提条件の変化 

制度のモニタリ

ング結果 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

Ｑ: 評価・見直しを実施する協議会の運営上の課題や工夫は？ 

 

Ａ: 各都市・地区の事例に見た協議会の運営上の課題や工夫は以下の通り。 

 

・概ね予定通りに進んでいるが、再開発事業等民間の開発計画に左右されること

が多く、土地利用施策との一体的な実施は難しい。 

・策定から１年、一部着手した事業や実施へ向けた協議を開始した事業がある。

一方、関係機関が目標を共有していると言えない状況も一部にあり、課題とし

て認識。 

・現在、取り組んでいる短期施策事業は、概ねスケジュール通り進んでいるが、

短期的事業は、すぐに数値目標に結び付かない。 

・行政が実施するものについては、着実に進展している。しかし、事業者が実施

すべき、駅前広場でのバスの方面別化、バスの低床車両の増強などについては

現時点で実施できていない。戦略にかかわる予算の確保と交通事業者との連

携・役割分担に課題があり、施策の実施に遅れが生じてしまう。 

・戦略にかかわる予算の明確化とあわせて、財源確保が必要であるが、厳しい財

政状況の中で、これまでにも増して予算確保が不透明となってきている。 

・現在のところ補助金を活用し順調に推移している。事業の実施にあたりシステ

ム補助制度など情報収集をしているが、費用や財源の課題が大きく、実施まで

に相当の期間を要しそうなものもある。 

・事業として組み込めなかったものについては、実施主体の明確化と計画・検討

の実施とし、関係機関調整を図るための組織づくりなどを行い、事業に向けた

アクションを行う。 

・評価・見直しを実施は、「総合交通戦略会議」を引き継いだ「推進協議会」が

進行管理を実施する。 

・戦略ごとという大枠の評価指標は考えているが、各施策ごと（事業ごと）の評

価指標は特に考慮していない。どのタイミングで誰が実施するかについても今

後の課題である。 

・事業の進捗について毎年度確認することにはしていないが、市交通政策室が独

自で評価していく。 

・評価指数データについては、毎年公表。概ね１０年を目途に評価を予定してい

る。 

・実施段階においては、進捗状況を把握し、公開するため、定期的なチェックが

必要である。 

・実施段階では、現在の協議会はそのまま設置したまま、管理も行う予定である。 
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よくある質問・課題及び工夫（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

・「検討委員会」の体制をそのまま引継ぎ、「推進委員会」として実施している。 
推進施策についての具体的なことを検討する二つのワーキング部会を設置して

いる。 
・策定後、行政と事業者が相談する場を設けることができると事業推進上有効に

働く。例えば、戦略策定がきっかけとなり、月に一度定期的に行政と交通事業

者が相談する場を設けている都市があり、現在まで、ここでは費用負担の話や

路線再編が話題となってきた。 
・進捗管理を１年に１回程度に定期化することで、関係者への意識づけを図って

いる。 
・個別施策の進捗状況について報告を行い、進捗が芳しくない場合には実態に応

じたスケジュールの見直しを実施している。 
・毎年アンケート調査を行うことは財源上厳しいため、既存統計データなど可能

な範囲の指標についてのみ毎年の評価を行い、それ外の指標は見直し時などの

節目に評価を実施している。 
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策定都市からのアドバイス（地方公共団体アンケート・ヒアリングより） 

 

（関係者間の連携について） 

・関係者・関係機関との調整、合意形成を常に図りながら戦略を策定することは

大変ではあるが、一番大事なことだと実感した。 

・協議会等で意見交換を行える場を数多く持つこと。 

・「戦略策定協議会」を立ち上げる際、委員の方には「管理・運営」まで携わっ

てもらうことを予め知らせておく方が良い。 

・地域課題ヒアリングや説明会をそれぞれ市内２４地区で実施し、市民の抱える

懸案を確認した。そのため、交通事業者などへの説明に説得力を持てた。 

 

（庁内体制について） 

・戦略の施策を実施するためには、予算措置の観点から財政部局にも入ってもら

う必要がある。 

・戦略を進めるにあたっては、庁内で目標に向かって各課が信頼し協力できる体

制づくりができたことが、策定後の事業実施に役立っている。 

 

（市民の参画について） 

・持続可能な公共交通を確保するためには、住民ニーズを十分に把握することと

運営主体に住民参加を得ることが必要。 

・市民に目指す都市交通の将来像を理解してもらうため、策定時期から新聞等の

メディアやホームページの活用等、市民への情報提供を行いながら策定を進め

ることが重要である。 

・パブリックコメントを実施する前に、説明会等で直接の意見交換を実施し、戦

略の目的、概念を説明することで、積極的な意見を得ることができた。 

・市民に戦略の概念や施策を理解してもらうため、協議会やパブリックコメント

の資料はわかりやすく市民目線で作成することが重要。 

 

（施策の検討について） 

・施策パッケージの検討を行う前に、総合的にまちづくりのあり方やビジョンを

明確にすることによって、自ずと課題があぶりだされ、効果的な施策を検討す

ることができる。 

・交通分野だけの施策を進めるのではなく、それを支えるまちづくり（土地利用

の誘導等）と並行して進めること。 

・社会情勢の変化が著しく、変化や新しい制度等に柔軟に対応する必要があり、

一度策定した戦略もある程度柔軟に見直せる仕組みを用意すべき。 
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第５章 地区交通戦略について 

５-１ 地区交通戦略とは 

（1）背景 

総合交通戦略は、平成１８年度の制度創設以来、全国で１２１地区（令和４

年３月現在、策定中含む）において取組が進められ、各地で移動環境の改善な

ど魅力ある都市・地域づくりに効果をあらわしてきたところである。 
一方で、近年のまちづくりの動向を見ると、道路整備の進展などに伴い、都

心部の自動車交通量が減少する中、「まちなか」における人間中心の都市空間づ

くりの必要性が謳われ、その取組が全国各地で急速に展開されてきている。自

動車交通本位の街路空間を歩行者優先の空間に再構築したり、民間主導で低未

利用地を魅力的な空間として利活用したりするなど、人々のアクティビティを

高める都市空間の創出やそれら活動が、都市の魅力やエリアの価値向上につな

がるという認識が浸透してきている。 
このように、「まちなか」の都市空間の創出が、ハード先行のまちづくりから

脱却した新たな都市再生のムーヴメントとなりつつあることから、こうした取

組を単発で終わらせることがないよう、都市の中心拠点における目指すべきま

ちの姿を官民の関係者が共有し、民間呼応型のまちづくりを展開していくため

の方法論が求められている。 
これらの状況を踏まえ、今後の総合交通戦略についても、「まちなか」におい

て歩行者優先の街路空間を構築し、民間活動による利活用と連携し、魅力的な

都市空間を創出していくための戦略づくりを推進していくことが重要である。 
 

（2）定義 

地区交通戦略は、総合交通戦略のうち、都市の中心部といった「まちなか」

や駅・駅前広場と周辺街区（駅まち空間）、居住誘導区域等にエリアを限定した、

きめ細やかな街路空間づくりを戦略的に進めるためのプログラムである。すな

わち、民間のまちづくり活動と呼応し、人間中心の都市空間の形成やエリアの

価値向上を目指すための、「まちなか」等の限定したエリアにおけるまちづくり

の方向性と解像度の高い交通施策を位置づけるための計画制度である。 
 

（3）地区交通戦略の範囲 

地区交通戦略は、都市圏や市域を対象とした総合交通戦略の範囲に内包され

る形で設定することや、総合交通戦略そのものを特定の地区を対象とした地区

交通戦略とすることも考えられる。さらに、複数の中心拠点を有する都市など

では、一つの市域において複数の地区交通戦略を計画することも考えられる。 
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図５-１ 地区交通戦略の策定パターン 

 

 

●市域全域を対象とした総合交通戦略の中に内包された地区交通戦略の例：福井

市 

 

出典：福井駅周辺地区交通戦略（R3.12）、福井市 

 

●総合交通戦略そのものを地区交通戦略とした例：豊島区 

 
出典：池袋副都心交通戦略 2020 更新版（R2.3）、豊島区 

＜事例＞地区交通戦略の策定パターン 
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５-２ 構成する要素 

地区交通戦略は、総合交通戦略のうち、エリアを限定したきめ細やかな街路

空間づくりを戦略的に進めるための計画であることから、総合交通戦略で定め

る項目（Ｐ.７参照）に加え、対象エリアの考え方やモビリティの実態、具体的

な街路の役割分担など、より細かい検討を踏まえて構成される必要がある。特

に、地区交通戦略を構成する要素として望ましい項目を以下に挙げる。 
 
（１）対象エリア 

エリアの価値向上を目指すための範囲を設定する。 
（２）まちづくりのビジョン 

まちづくり活動を行っている民間を巻き込み、行政と民間とが共有す

る、対象エリアにおけるまちづくりのビジョンを策定する。 

（３）民間によるまちづくり活動やモビリティの実態 
民間の創意工夫による空間構築や空間活用などのまちづくり活動の

動向と、対象エリアの移動環境や様々な交通モードの実態を把握する。 

（４）ストリート（街路）の性格づけ 
人や車の流れに関する客観的なデータに基づく分析結果を踏まえ、き

め細やかな交通計画と街路の使い方について検討する。 

（５）戦略目標 
まちづくりのビジョンの実現に向けて達成すべき目標を定める。 

（６）評価指標と数値目標 
戦略目標の達成状況、取組の効果を的確に表す評価指標（ＫＰＩ）と

その目標値となる数値目標を設定する。 

（７）具体的な取組 
戦略目標を達成するための戦術的な取組（施策パッケージ）を位置づ

ける。 

（８）実施プログラム 
施策パッケージを戦略的に展開するために、各取組の役割、内容、時

期等を位置づけた短中期的な実施プログラムを作成する。 
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（1）対象エリア 

地区交通戦略は、歩行者中心の取組を展開し、「まちなか」の賑わいを創出さ

せたい地区や、ゆとりのある一体的な空間への再構築を図る駅まち空間等、き

め細やかな整備を戦略的に進めるためのエリアを対象として設定するものであ

る。対象エリアを設定する際には、客観的なデータに基づく交通処理（通過交

通の排除や駐車場の適正配置）の考え方、アクティビティの向上に資する民間

のまちづくり活動との連携可能性、立地適正化計画などの関連する都市計画と

の整合性を考慮することが望ましい。 
下記は、平成２９年度以降に策定された総合交通戦略のうち、地区を対象エ

リアとして設定している６事例の対象範囲の面積を示したものである。 

     

図５-２ 地区を対象とした総合交通戦略の対象範囲の面積（６事例） 

 
 

●面積０．５～１㎢程度、鉄道駅周辺の歩行者ネットワークを中心に地区交通戦

略のエリアに設定：福井市 

 
出典：福井駅周辺地区交通戦略（R3.12）、福井市 

＜事例＞地区交通戦略の対象エリア 
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●面積１～１．５㎢程度、滞在快適性等向上区域を含むエリアを地区交通戦略の

エリアに設定：豊島区 

 

出典：「池袋副都心交通戦略 2020 更新版（R2.3）、豊島区」より抜粋・加工 
 

●面積１．５～２㎢程度、立地適正化計画と連携を図り、鉄道駅を中心とした都

市機能誘導区域を地区交通戦略のエリアに設定：釧路市 

 

出典：都心部地区交通戦略（R3.3）、釧路市 
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（2）まちづくりのビジョン 

総合交通戦略が都市圏や市域の将来都市像の実現に向けて必要となる都市交

通施策に戦略的に取り組むものであるのと同様に、地区交通戦略は対象エリア

におけるまちづくりのビジョンの実現に向けて必要となるきめ細やかな都市交

通施策に戦略的に取り組むものである。 
対象エリアにおけるまちづくりのビジョンは、都市全体の中で当該エリアが

どのような位置づけや役割を担うべきかという視点を持ちながら、都市計画マ

スタープランや立地適正化計画など、行政のまちづくり方針と整合を図る必要

がある。 
また、都市再生の面からも、民間の担い手が主体となったエリアの未来ビジ

ョンの策定や社会実験、これから民間まちづくり活動に取り組もうとする者に

対する普及啓発事業の支援などが始まっていることなども踏まえ、行政と民間

のまちづくり活動主体が連携してまちづくりビジョンの策定に取り組むことが

重要である。 
 

 

●同じエリアのまちづくり計画の将来像から地区交通戦略の基本理念を設定：釧

路市 

 

 
出典：都心部地区交通戦略（R3.3）、釧路市 

  

＜事例＞地区交通戦略に位置づけられるまちづくりのビジョン 
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（3）民間によるまちづくり活動やモビリティの実態 

まちの賑わいづくりや人中心の「まちなか」づくりなどを目的に、民間の創

意工夫による低未利用地やストリート、広場などの空間活用、建築物のリノベ

ーションによる利活用といった取組が全国的にも広まっている。地区交通戦略

では、これらの取組と連携して、より積極的な展開が図れるように交通分野か

らサポートできることが大きな特徴の一つである。したがって、こうした民間

によるまちづくり活動の動きを早期に把握し、関係者とのつながりが持てるよ

う行政がアプローチしていくことで、官民連携による地区交通戦略を活用した

タクティカル（戦術的）なアクションが可能となる。 
また、地区交通戦略では、対象エリアの街路ごとのモビリティに関する現状

や課題、問題意識を官民で協議し、実効的な施策展開を組立てることが重要で

ある。なお、実態把握については可能な限り客観的なデータ収集を行うことで、

合意形成やタクティカルなアクションの施策評価に活用することが重要である。 
以上のことから、地区交通戦略の策定にあたっては、エリアにおける民間に

よるまちづくり活動の動向やモビリティの実態を的確に捉え、効果的な施策の

アイデアやプログラム構築を官民連携で取り組むことが望まれる。 
 

 

●交通規制や車線のスラローム化により、道路空間再編の社会実験を行っている

事例：宮古市 

 
出典：末広町通り交通社会実験の結果について 宮古市都市整備部都市計画課（R2.12） 

  

＜事例＞タクティカルな取組の事例 
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●ＧＰＳを用いた人流データ取得の社会実験の事例：静岡市 

 

出典：静岡中心市街地における人流データ社会実験の概要 
静岡市建設局道路計画課 HP（R3.7） 

 

  

＜事例＞ミクロな交通実態の把握に関する事例 
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（4）ストリート（街路）の性格づけ 

地区交通戦略において、人中心の「まちなか」づくりに向け、エリア内のス

トリートを歩行者優先又は専用の空間に再構築するなどの施策展開を検討する

場合は、エリア内のストリートの特性や利用実態を十分に把握し、分析した上

で、まちづくりビジョンに基づくゾーニングに応じてストリートを階層的に特

色づけ（性格づけ）、各ストリートの利活用等に関する考え方を設定することが

重要である。 
このストリートの性格づけについては、ストリートが持つ、人やモノが公共

交通、自動車、自転車、徒歩など様々な手段で移動する「リンク（通行）機能」

と、休憩や飲食、パフォーマンスなど様々な活動を行うことができる「プレイ

ス（滞在）機能」の二つの機能を総合的に捉え、各ストリートの空間配分を検

討する方法があるが、地区交通戦略を検討する際にはこれら二つの機能ととも

に、エリアの都市活動を支える上で不可欠な荷捌きや人々の乗降などの車両の

駐停車の場として「沿道アクセス機能」についても、ストリートの重要な機能

として適切に検討することが重要である。 
上記を踏まえると、例えば、「まちの賑わいの中心となる歩行者・滞在者が優

先（専用）されるプレイス機能の高いストリート」、「自動車と自転車などの短

距離モビリティの主要な回遊ルートとなるリンク機能の高いストリート」、ま

た、「地区へのアクセス交通と物流交通を処理する沿道アクセス機能の高いスト

リート」などといった性格づけが考えられる。 
ストリートの空間配分のデザインについては、対象エリア全体のまちづくり

ビジョンを踏まえたデザインの統一化を図りつつ、複合的な要素を組合せたデ

ザイン検討を行うケースも考えられる。 

 

図５-３ 道路の機能 

出典：ストリートデザインガイドライン－居心地が良く 
歩きたくなる街路づくりの参考書－（R2.3） 

国土交通省都市局・道路局 
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●リンク（通行）機能とプレイス（滞在）機能に基づいた道路の性格づけの事例：

福井市 

  

 
出典：福井駅周辺地区交通戦略（R3.12）、福井市 

＜事例＞地区交通戦略における街路の性格づけ 
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●歩行者ネットワークの路線特性に基づく分類の事例：渋谷区 

 
出典：渋谷駅周辺地域交通戦略（R2.3）、渋谷区 
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（5）戦略目標 

総合交通戦略同様、地区交通戦略の戦略目標は、対象エリアのまちづくりビ

ジョンを見据えた上で現状把握と喫緊の課題を踏まえて導かれる必要があり、

その具体的な表現にあたっては、地区交通戦略の意図、戦略性を端的に示され

ていることが望ましい。 
特に、地区交通戦略においては、エリアのまちづくりのビジョンと様々な交

通施策とのつながりをより強く意識し、そのつながりをわかりやすく表現でき

る目標を設定することが重要であるため、移動の円滑化、安全・安心、快適性

など、交通に直結する目標だけでなく、エリアの一体性や賑わい、環境、防災

など、まちづくりビジョンに応じたアウトカムの成果目標も含め、柔軟に検討

することが重要である。 
 

 

●安全・安心、市街地活性化、環境、快適などの視点で設定された戦略目標：岡

崎市 

 
出典：岡崎市まちなか総合交通戦略（H23.3）（※R4.3 時点で計画は完了済み）、岡崎市 

  

＜事例＞地区交通戦略における戦略目標の事例 
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（6）評価指標と数値目標 

総合交通戦略同様、地区交通戦略も戦略の実施による目標の達成状況や施策

実施の効果を的確に表すものであり、市民や交通利用者等の理解を得るため、

定量化できるわかりやすい評価指標を設定し、その評価指標に基づく具体的な

数値目標を掲げる必要がある。 
特に、地区交通戦略においては、よりタクティカルな取組や短期的なアクシ

ョンが含まれているケースが多いことなどから、評価指標はモニタリングや調

査の頻度を高め、数値目標は連動して短期的な年次設定を行うなど、状況に応

じて取組内容の見直しなどを早期に柔軟に行っていくスタンスや体制づくりへ

の配慮も必要である。 
また、後段の５-５項にある通り、国の交付金等を最大限活用して地区交通戦

略を実施していくためには大臣認定を受けることが望ましく、その必要条件と

して、指定されているＫＰＩ指標を設定する必要があることに留意されたい。 
 

 

 

●交通戦略の評価の考え方と評価指標に用いるデータを明確に整理している事

例：渋谷区 

 
出典：渋谷駅周辺地域交通戦略（R2.3）、渋谷区 

 

 

  

＜事例＞地区交通戦略における評価指標と数値目標の事例 
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●戦略目標と数値目標を明確に紐づけている事例：豊島区 

 
出典：池袋副都心交通戦略 2020 更新版（R2.3）、豊島区 
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（7）具体的な取組 

総合交通戦略同様、地区交通戦略に位置づける具体的な取組は、戦略目標を

達成するための効果的な施策を適切に組み合わせパッケージ化し、一体的に推

進することにより、相乗的な効果を発現させていくことが重要である。 
施策のパッケージ化は、都市・地域交通戦略推進事業によって行う都市交通

施策に限らず、民間活動によるタクティカルな施策や都市交通施策と一体とな

って行うまちづくりの様々な施策を包含して構築する。エリアのまちづくりの

ビジョンを実現するため、各施策が単一的に効果を発現させるのではなく、パ

ッケージ化された施策を有機的に連携させることで、より適確な効果を着実に

発現させ、これを戦略的に実行していく組立てが重要なためである。 
例えば、地区交通戦略の主要な取組の一つとして想定される「賑わいのある

人中心のストリートへの再構築・利活用の実現」に向けた施策パッケージを検

討する場合、以下のような具体施策が挙げられる。 
 

表５-１ 賑わいのある人中心のストリートへの再構築・利活用の実現に向けた 

施策の例 

施策名 概要 
ストリートの断面構成変更の
社会実験と検証 

車線の削減による交通流の影響評価を行う社会実験等 

利活用方策を検討するための
活動組織づくり 

ストリートと沿道広場等による一体的な滞在空間創出の社会実験
や継続的な取組を推進する体制の構築等 

自動車交通を抑制するための
交通コントロール施策 

シケイン、スラローム、狭窄など車道線形の改良やハンプ、ライ
ジング・ボラード、スムーズ横断歩道などの物理的デバイスの設
置、交通規制措置等 

沿道商業ファサードの改善 街並み協定や地区計画等の策定、それに伴う改修事業等 

ストリートの利活用に関する
仕組みづくり 

国の事業制度を活用した利活用活動に関する枠組みの構築等 

駐車場の適正配置・整備 駐車場配置適正化区域設定に基づく駐車場適正配置の各種事業展
開等 

公共交通関連施設の整備 ＬＲＴ・ＢＲＴ・幹線バス等の路線及び停留場の整備等 

共有交通ポート、駐輪場等の
整備 

モビリティ・ハブ、シェアバイクポート、マイクロ・モビリティ
ポート、駐輪場・駐輪ラック等の整備 

居心地の良いストリートのデ
ザイン・整備とマネジメント 

ファサード、ストリートファニチュア、植栽等を含むトータルデ
ザインに基づくストリートの改良、再構築や維持管理の仕組みづ
くり等 

歩行者情報提供システムの構
築 

インフォメーションセンターの整備、歩行者用案内サイン、エリ
ア情報提供システムの設置等 

モビリティ・マネジメント施
策 

公共交通利用促進、共有交通利用促進、非自動車利用者インセン
ティヴの付与等 

ストリート沿道の公共サービ
ス施設等の配置 

低未利用地を活用した行政の各種窓口や観光・まちづくり情報施
設の設置等 

このように、賑わいのある人中心のストリートへの再構築・利活用の実現等

の取組を展開する上で必要となる都市交通施策を、エリアで活動する民間団体

やまちづくり法人、事業者、住民と行政が一体となって、取り組んでいくこと

で、地区交通戦略が目指す、民間活動による利活用と連携した、魅力的な都市

空間の創出につながる。  
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●歩行者優先の道路空間の再配分に関する社会実験後、実際に車線を減らし、賑

わい創出、地価上昇などの結果が出ている事例：松山市 

 

出典：良好な道路景観と賑わい創出のための事例集「松山市ロープウェイ通り」（H26.5）、 
国土交通省 

 

●道路を役割に応じてレベル分けし、通過車両を通行させたくない道路には道路

交通規制の変更などの検討を行う事例：渋谷区 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：渋谷駅周辺地域交通戦略 
（R2.3）、渋谷区 

＜事例＞ストリートの断面構成変更に関する社会実験の事例 

＜事例＞自動車交通を抑制するための交通コントロール施策の事例 



131 
 

区 

●道路を活用した賑わい創出の社会実験を行い、その後、歩行者利便増進道路の

指定を行った事例：姫路市 

 

 
出典：大手前通りにおける歩行者利便増進道路（ほこみち）制度活用に関 

するサウンディング型市場調査の実施について（R3.5）、姫路市 

 

  

＜事例＞ストリートの利活用に関する仕組みづくりの事例 
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●都市交通施策と駐車場集約化の促進（駐車場配置適正化区域の指定）を行った

事例：和歌山市 

 

出典：和歌山市地域公共交通網形成計画及び和歌山市都市・地域総合交通戦略（H31.3）、 
和歌山市 

  

＜事例＞駐車場の適正配置・整備の事例 
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●コミュニティサイクルの活用及び、公共交通機関との接続を考慮したポート配

置を行った事例：仙台市 

 
出典：せんだい都市交通プラン（R3.3）、仙台市 

 

 

●鉄道駅にデジタルサイネージを設置し、来訪者へ交通情報等の発信を行ってい

る事例：高岡市 

  
出典：高岡市総合交通戦略（R3.3）、高岡市 

  

＜事例＞共有交通ポート、駐輪場等の整備の事例 

＜事例＞歩行者情報提供システムの構築の事例 
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●バス事業者と商店街の連携により、バス利用者へインセンティブ付与を図る社

会実験の事例：紋別市 
・バス利用者はバス１乗車につき１枚の商店街サービスカードがもらえ、商店

街の加盟店舗でそのサービスカードと引き換えに様々なサービスが受けら

れる。さらに、バスを利用し商店街で買い物をした場合は、抽選で景品がプ

レゼントされる。こうしたインセンティブにより、バス利用の促進を図って

いる。 

  
出典：紋別市 HP「バスに乗って乗ってキャンペーン」（R3.11）、紋別市 

 

 

●市道の集約活用により賑わいの場となる全天候型広場を整備した事例：富山市 

 
出典：土地白書「低・未利用地の有効利用による地域価値の向上 第 3 章」、国土交通省 

＜事例＞モビリティ・マネジメント施策の事例 

＜事例＞ストリート沿道の公共サービス施設等の配置の事例 
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（8）実施プログラム 

地区交通戦略の実施プログラムは、総合交通戦略同様、多様な主体の参加と

議論によって進められている地区交通戦略の進捗管理をオープンにする観点や、

効率的で戦略的な事業等の実施によって得られる効果の逐次確認、市民への交

通施策への財源投入に対する説明力の向上など、様々な観点で交通施策や事業

を実施するための主体間の役割分担、施策実施の順番などの目標に到達するま

での手順を定め、関係主体間で共有したロードマップとしての役割を有するも

のである。 
実施プログラムの作成にあたっては、「いつ、誰が、何を行うか」について責

務と役割分担を明確にすることが重要であり、実施期間と施策パッケージ、事

業者ごとの事業実施計画を明らかにする必要がある。 
地区交通戦略は官民が連携して取り組むものであり、また、社会実験などの

タクティカルな取組を早期に実施し、評価・見直しを繰り返しながら短期間で

の目標達成を目指すものであるため、施策の実施期間については概ね５年程度

の期間とすることが望ましい。 
 

 

●施策実施の主体や時期が各施策ごとに明記された実施プログラムの事例：仙台

市 

 
出典：せんだい都市交通プラン（R3.3）、仙台市 

 

  

＜事例＞地区交通戦略の実施プログラムの事例 
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５-３ 推進体制 

地区交通戦略の意義や役割、目標に関する共通認識を確保し、実施プログラ

ムを円滑に推進するため、地区交通戦略を策定・推進するための官民の関係者

からなる組織体を構築する。この時、エリアの価値向上や活性化を図るために

民間による活動とも十分に連携して取り組む必要があることを意識しつつ、交

通計画や都市計画等、専門的、技術的検討が必要な場合も考慮しながら体制構

築を検討する。そのため、第三者的立場として学識経験者や専門家を加えるこ

とが望ましく、そうすることで具体の取組活動に学生等の協力が得られること

にもつながる。 
行政内部については、庁内の意見を集約するための横断的な検討体制の構築、

作業部会やワーキングのような具体施策を議論する場づくり、個別の取組に対

するプロジェクトチームやタスクフォースの設置なども有効である。その際、

交通施策のみならず、アクティビティの向上に向けた取組や官民連携のまちづ

くりに関連する部局による幅広い組織体制を構築することで、庁内横断的な連

携が可能となり、庁内全体の理解につながる。また、まちづくり活動を実践し

ている民間事業者に対してコミュニケーションを取り、地区交通戦略の策定及

び実行に巻き込んでいくため、民間の自発的なまちづくり活動（都市のアクテ

ィビティの向上を目的とするパブリックマインドの高いもの）が胎動又は展開

していない都市においても、戦略策定・推進の組織体を立ち上げ、民間活動の

萌芽と促進を並行して進めることが重要である。 

 
図５-４ 地区交通戦略の推進体制の例  
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●区民や民間事業者、学識者等で構成される交通検討部会の事例：豊島区 

 
出典：池袋副都心交通戦略 2020 更新版（R2.3）、豊島区 

 
●都市交通戦略協議会に具体的な団体名の記載を行っている事例：福井市 

 

出典：第 2 次福井市都市交通戦略（R3.3）、福井市 

  

＜事例＞地区交通戦略の推進体制の事例 
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５-４ 地区交通戦略の策定事例とポイント 

ここでは、これまでに策定された地区交通戦略及び総合交通戦略の中で、特

定のエリアを対象に目標や施策パッケージを設定しているような地区交通戦略

に準ずる事例から、策定にあたってのポイントとなる事項をいくつか紹介する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【対象エリア】 

地区交通戦略は中心市街地を包含する概ね１ｋ㎡の範囲を対象とするケ

ースが多い（５－２参照）。総合交通戦略と比較し、より解像度が高く、民

間を含めたタクティカルな戦略が求められるため、むやみに広い範囲を設

定するのではなく、滞在快適性等向上区域や立地適正化計画の中核拠点な

ど、他のまちづくり計画等に合わせた範囲を設定することが重要である。 

（例）豊島区 

滞在快適性等向上区域を包含するよう対象エリアを設定。公園整備などと

合わせ、より複合的なまちづくりを展開。 

 

【民間まちづくりとの連携】 

民間まちづくりと連携したまちづくりを実現するには、民間のまちづくり

等の動きを把握し、キーマンや推進力のある大学生などと連携しながら、

地区交通戦略においてそれらに呼応する施策を位置づけることが重要であ

る。 

（例）釧路市 

地区交通戦略を推進するための会議体を発足。 

・有識者中心の釧路都心部まちづくり推進協議会（準備会） 

・商店街、事業者中心のＲＩＮＫ釧路まちづくり交通戦略会議 

・民間まちづくりプレーヤー、大学生中心のＲＩＮＫ釧路まちづくりラボ 

 

【街路の性格づけ】 

施策の方向性や内容は目指す街路のイメージと整合が図られている必要

があるため、エリア内の街路の特性や利用実態を十分に把握・分析し、街

路を階層的に特色づけ（性格づけ）していくことが重要である。 

（例）豊島区：将来歩行者交通量予測の結果を踏まえた検討 

釧路市：鉄道駅と周辺施設を連絡するなどの街路特性を踏まえた検

討 

 

【施策パッケージ】 

各施策をパッケージ化し複合的に取り組むことで、施策同士の相乗効果の

発生につながる。民間を含めたタクティカルな取組の推進には、社会実験

や民間活動についても、施策パッケージに位置づけることが効果的である。 

（例）福井市 

ほこみち（歩行者利便増進道路）の福井市版「ふくみち」を位置づけ。 
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５-５ 地区交通戦略の大臣認定 

（1）認定制度と支援策の活用 

地区交通戦略は、通常の総合交通戦略の要件に加え、必要なＫＰＩを位置づ

けることで大臣認定を受けられるものとしている。また、大臣認定により、都

市・地域交通戦略推進事業のうち表５－２の通り地区交通戦略の推進に必要な、

社会実験等の交通まちづくり活動推進事業、歩行空間の整備、歩行活動の増加

に資する施設（植栽、ベンチ、電源設備、給排水設備、パークレット等を含む）

の整備、駐車場整備、バリアフリー交通施設の整備、案内標識の整備の支援メ

ニューを活用することが可能となる。 
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表５-２ 地区交通戦略の認定による支援メニューの拡充 

補助対

象事業 

イ．整備

計画の作

成等 

ロ．公共的空間等の整備に関す

る事業 

ハ．公共的空間又は公共

空間の整備に併せて実施

される事業 

交通まち

づくり活

動推進事

業 

歩行空間

の整備 

駐車場の

整備 

バリアフ

リー交通

施設の整

備 

歩行活動

の増加に

資する施

設の整備 

案内標識の

整備 

立地適正化

計画 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

国土交通大

臣の認定を

受けた地区

交通戦略 

 

×→〇 

 

×→〇 

 

×→〇 

 

×→〇 

 

×→〇 

 

×→〇 

 

（2）ＫＰＩについて 

認定に必要となるＫＰＩと調査方法について表５－３に示す。 
ＫＰＩについては、大臣認定後も、事業実施を通して柔軟に見直しや再設定

を行うことができるものとする。 
 

表５-３ ＫＰＩと調査方法の例 

KPI 主な調査方法 

歩行者通行量  通行量調査 

 カウント調査 

 携帯電話ＧＰＳ等の解析 

歩行者の滞在時間  現地観測 

 アンケート調査 

 携帯電話ＧＰＳ等の解析 

生活サービスに関する事業活動の状況 

 小売業の年間商品販売額 

 営業店舗数の増加 

 空き店舗率の改善 

 利用客数の増加  等 

 商業統計調査（メッシュ単位、市区町村

単位） 

 店舗の営業報告資料 

 店舗への聞き取り調査 

 

  

要件 



141 
 

５-６ 地区交通戦略の策定と支援制度の活用 

地区交通戦略の策定にあたっては、地区内の交通状況の調査、民間活動の調

査などの現況調査や、アンケート調査及び協議会における検討といった関係者

の意向確認と合意形成が必要となるが、それらにかかる費用については都市・

地域交通戦略推進事業の活用が可能である。現況調査としては、交通規制を伴

う社会実験なども含まれるものと考えられる。 
また、当初計画策定時に合意形成等の理由により詳細な実施プログラムの位

置づけが難しい場合等は、可能な範囲での事業位置づけを行った戦略で大臣認

定を受けられるものとし、社会実験等の実施後の計画見直しを経て、具体的な

ハード整備等の施策を位置づけ、再度認定を受けることが可能となっている。

５－５においても記載したが、ＫＰＩについても随時の見直し、再設定により

再度認定を受けることが可能である。 
 

 
図５-５ 地区交通戦略の策定と支援制度の活用イメージ 
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参考 地区交通戦略の検討にあたって参考になる資料 

 

表５-４ 各取組の概要と参考資料 

 概要 参考資料 

街路空間の

再構築・利活

用 

○ 歩行者中心の街路を目指した街路空間の再構築 

○ 官民連携による、沿道や地域と一体となった街

路空間の利活用等 

 官民連携による街路空間再

構築･利活用の事例集 

 ストリートデザインガイド

ライン 

駅まち空間

の再構築 

○ まちの中心となる駅や駅前広場と周辺街区（駅

まち空間）の、多様な関係者と連携した、利便

性・快適性・安全性・地域性の高いゆとりのある

一体的な空間への再構築 

 駅まち再構築事例集 

 駅まちデザインの手引き 

駐車場適正

配置、駐車場

トリアージ 

○ 駐車場の配置の適性化 

○ まちづくりと連携した駐車場施策 

・ 有用性の低い駐車場の用途転換の促進による

魅力ある立地・活用の誘導 

・ 駐車場の利活用も含めたまちづくりのコーデ

ィネート等の推進 

・ 民間による道路等の公的空間活用の動きと連

携した周辺駐車場の利活用 

・ 民間による駐車場を含めたエリア全体の一体

的管理の推進 

・ 低未利用の駐車場等の広場等としての利活用 

 まちづくりと連携した駐車

場施策ガイドライン（基本

編） 

 まちづくりと連携した駐車

場施策ガイドライン（実践

編） 

立地誘導 ○ 立地適正化計画による都市機能の連携・整備 

○ 広域的な地域の活性化と効率的な施設配置の実

施 

○ 空き地・空き家等の低未利用地における、地域

コミュニティによる公共的空間の創出、安定的

運営の促進 

○ 将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配

置の推進 

○ 公的不動産を活用した不足する民間機能の誘導 

 立地適正化計画作成の手引

き 

 都市のスポンジ化対策 

（低未利用土地権利設定等

促進計画･立地誘導促進施設

協定） 

 まちづくりのための公的不

動産（PRE）の有効活用ガイ

ドライン 

公民連携の

アクティビ

ティ 

○ 道路占用許可基準の緩和等による道路を活用し

たオープンカフェやフリーマーケット等のイベ

ントの開催 

○ 低未利地の活用促進 

 官民連携まちづくりの進め

方  

～都市再生特別措置法に基

づく制度の活用手引き～ 

スマート・プ

ランニング 
○人の属性ごとの行動データをもとに、利用者の

利便性や事業者の事業活動を同時に最適化する

施設立地や回遊動線の構築を検討するための計

画手法実践方法 

 スマート・プランニング実

践の手引き【第二版】 

 

 

 


